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１．先端医科学研究センター(総合研究部)の概要 
 

 東邦大学大学院医学研究科先端医科学研究センター(東邦大学医学部総合研究部)「以下、先端

医科学研究センター(総合研究部)という。」は医学研究科および医学部教員や大学院生・研究

生など登録された研究者の方々が利用できる医学研究科付属共同実験施設である。各研究者個

人やグループの活発な研究活動が出来るように、また研究成果が上がるように、研究活動を支

援することが目的である。この共用研究施設を足場とした創造的な研究活動により疾病の発症

機構を解明し、新たな治療法の創製に繋ける。それらの成果を医療の実践、疾病の予知・予防

に導入を目指す。 

なお、先端医科学研究センター(総合研究部)は大きく研究基盤部門、実験動物部門、医療セン

ター共同実験・研究部門、RI部門と推進研究部門から構成されている。医学部 2号館 3階にあ

る研究基盤部門にはプロテオーム・遺伝子解析室、フローサイトメトリー室、分子構造・微量

分析室、画像解析室、電子顕微鏡室、実験動物部門には医学部 2号館 3階にある大森実験動物

センターのげっ歯類区域、医学部地下にある非げっ歯類区域、大橋動物実験室がある。また医療セ

ンター共同実験・研究部門には大森研究室（医学部 1号館 7階にある実験センターと第 3臨床

研究棟にある臨床研究室から構成される）、佐倉研究室、大橋研究室、医学部 2号館地下にあ

る RI部門から構成されている。 

これら施設の運営は先端医科学研究センター(総合研究部)規程に基づいて行なう。 

 

２．先端医科学研究センター(総合研究部)の規程 

 
(趣旨)  

第1条 東邦大学大学院医学研究科に先端医科学研究センター(以下、「研究センタ  

ー」という。)を置く。研究センターの組織および運営について東邦大学大学院医 学研究科先端医科

学研究センター規程(以下、「規程」という。)を定める。  

(目的)  

第2条 研究センターは、研究活動を支援するための共同利用研究施設であり、基礎 的および実践的医

学研究を推進することを目指す。また、公的競争的研究資金や産 業界との共同研究などにより、先端

的で独創的な研究に基づく疾病病態解析と治療 技術開発を行う。  

(組織と任用) 第3条 研究センターは、次の教職員で構成する。  

(1) 研究センター長 (2) 研究副センター長 (3) 研究センター教員(若干名) (4) 技術員および事務職

員(若干名)  

2 研究センター教職員は専任とすることができる。 3 第1項に規定する教員の任用は、医学研究科長

が発議し、医学部教員任用内規または大型研究プロジェクトに関わる教授任用規程を準用して選考

し、大学院医学研 究科委員会(以下、「医学研究科委員会」という。)に諮り承認を得る。  

(研究部門)  

第4条 研究センターには以下の部門を置くことができる。 (1) 研究基盤部門 (2) 実験動物部門 

(3)RI部門 (4) 医療センター共同実験・研究部門 (5) 推進研究部門 2 (1)〜(4)に掲げるこれら施設

は医学教育にも利用することができ、その場合「医学 部総合研究部」と呼ぶ。 3 (2)には以下の部門

を置くことができる。1大森実験動物室(げっ歯類区域、非げ っ歯類区域)2大橋実験動物室 4 (5)は、

大型の公的競争的研究資金による研究ならびに産業界との共同研究を推進 する部門となる。医学研究

科委員会が必要と認めた際に部門内に関連組織を置くこ とができる。 5 研究部門の構成と研究室に

ついては、第8条に定める研究センター運営委員会で 協議し、医学研究科委員会の議を経て決定す

る。  

6 研究センターは、各部門の円滑な業務遂行を図るため、各研究部門委員会を設け ることができる。

 (任期と再任)  

第5条 専任の研究センター教員の任期は5年とし、再任を妨げない。 2 医学研究科長は、本人から再

任申請を受けたら速やかに再任審査委員会を設置す る。再任審査委員会は、医学研究科長と医学研究

科長が指名し医学研究科委員会で承認された4名の教授で構成する。 3 再任審査委員会は、互選によ

り委員長を選出し、再任審査委員長は再任審査報告書を作成する。 4 医学研究科長は、再任審査報告

に基づき、候補者の再任の可否を医学研究科委員 会に諮り承認を得る。  
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(研究センター長および研究副センター長)  

第6条 研究センター長および研究副センター長は、医学研究科の教員から医学研究科長が指名する。 

2 研究センター長および研究副センター長の任期は、医学研究科長の任期内とする。  

但し、再任を妨げない。  

(職務と権限)  

第7条 研究センター教員は、自らの研究を推進するとともに、以下の業務を行う。  

(1) 医学研究科と医学部で行われる研究について、総合的な推進と支援を行う。 (2) 医学研究科と医

学部において、研究に関わる各種規程の作成および改廃と運用上の職務を分担する。(3) 医学部総合

研究部に設置されている共用機器の維持・管理を行う。(4) 医学部学生教育を分担する。 (5) 大学院

研究教育を分担する。 (6) 文部科学省科学研究費補助金等の各種公的競争的研究費への応募を支援す

る。  

2 研究センター専任教授は、医学研究科委員になることができる。医学部医学科教 授会の承認を得

て、教授会構成員になることもできる。  

 (運営委員会)  

第8条 研究センターの運営に関する事項を審議するため、大学院医学研究科先端医  

科学研究センター運営委員会(以下「運営委員会」という)を設置する。 2 運営委員会は研究センター

長を委員長とするほか、委員長と医学研究科長が合議 の上で指名する次の号に掲げる委員により構成

される。 (1) 研究副センター長 (2) 研究センター教職員から若干名 (3) 医学研究科の教授から若干

名 (4) 技術員から若干名  

(事務)  

第9条 研究センターの運営については、大森学事部の支援を得ることができる。  

(予算)  

第10条 研究センターの必要経費は、医学部の予算に計上する。  

第11条 この規程に定めるものほか、研究センターの組織および運営に関し必要な事  

項および方針は運営委員会で審議し、医学研究科委員会の承認を経て、これを定め る。また、規程の

改廃も医学研究科委員会の承認を得た後、教授会に報告する。  

附則  

この規程は、平成22年1月1日から施行する。  

この規程は、一部改正のうえ平成26年11月1日から施行する。  

この規程は、一部改正(運営委員会委員構成の追加)のうえ平成28年6月1日から 施行する。  

この規定は、一部改正(研究部門の組織改正等)のうえ平成29年4月1日から施行する。  

この規程は、一部改正(研究部門の組織改正等)のうえ平成29年8月1日から施行する。  

 

４．先端医科学研究センター(総合研究部)の管理組織 

先端医科学研究センター(総合研究部)部長：赤羽 悟美 教授 

先端医科学研究センター(総合研究部)副部長：近藤 元就 教授 

１)研究基盤部門管理責任者：赤羽 悟美 教授  

プロテオーム・遺伝子解析室：中野 裕康 教授 

フローサトメトリー室：近藤 元就 教授 

分子構造・微量分析室：池崎 章 准教授 

画像解析室：赤羽 悟美 教授 

電子顕微鏡室：佐藤 二美 教授 

形態試料分析室：三上 哲夫 教授 

２)実験動物部門管理責任者：船戸 弘正 教授 

   大森実験動物室（げっ歯類区域）：船戸 弘正 教授 

   大森実験動物室（非げっ歯類区域）：杉山 篤 教授 

   大橋実験動物室：髙橋 啓 教授 

３) 医療センター共同実験・研究部門管理責任者：盛田 俊介 教授 
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   大森研究室：盛田 俊介 教授 

    実験センター：盛田 俊介 教授 

    臨床研究棟研究室：瓜田 純久 教授 

   大橋研究室：髙橋 啓 教授 

   佐倉研究室：武城 英明 教授 

５．先端医科学研究センター(総合研究部)の利用方法 

各センターへの入室はカード管理システムとなっており、許可されたもののみが入室可能となっ

ている。新規にセンターを利用する方は、所定の用紙に必要事項を記入した後、利用するセンタ

ーへ提出すると各自の ICカードを入室可能になるようコンピューター処理される。 

 

  以下の一覧表にある機械は Yahooカレンダーによる予約制になっております。ご利用の方は上

の「研究基盤センター機器の予約システム」のお知らせを一読の上、技術員まで申し出てくださ

い。 

 

画像解析部門 

蛍光顕微鏡 BX61 蛍光顕微鏡 BX63 

共焦点レーザー顕微鏡 Nikon A1 共焦点レーザー顕微鏡 Carl Zeiss  

LSM-510 META 

共焦点レーザー顕微鏡 

Carl Zeiss LSM-880Airyscan 

DeltaVision 

プロテオーム・遺伝子解析部門 

Veriti サーマルサイクラー ABI7500Fast 

Genetic Analyzer 3130xl-230 画像解析装置 Typhoon9400 

Quant Studio 3 リアルタイム

PCRシステム 

 

細胞解析部門 

FACS Aria Fusion FACS CantoII 

FACS Aria III LSR Fortessa X-20 

 

 

 研究基盤センター機器の予約システム 
 

 

 

研究基盤センター機器の予約は、Yahoo カレンダーにて予約してくださ

い。 

初めて利用する方が予約する際は、Yahoo ID を取得後、研究基盤センタ

ー 

技術員までご連絡し、予約方法の説明を受けて下さい。 

 

 

 

その後、下記のとおり機器の予約をしてください。 

 

Yahooカレンダー（予約表）にログインし、個人で予約入力するか、 

研究基盤センター技術員に連絡をして予約をして下さい。 
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１．空いている日時の中から使用予定日時を個人で直接入力または研究基盤 

センター技術員（メールアドレス：kibancenter@med.toho-u.ac.jp）にメールで 

送信する。技術員はメール受信後、予約表に入力し、予約確定メールを 

返信する。この返信メールをもって予約確定とする。 

 

２．予約をキャンセルする場合は早急に技術員に連絡をすること。 

 

３．当日に使用予定機器の予約状況を確認し、空いている場合は使用可能である。 

その場合は、使用前に研究基盤センター技術員に声をかける。 

研究基盤センター技術員はその内容を予約表に入力する。 

 

 

以上の予約システムを遵守しない利用者は研究基盤センターへ 

一定期間入室ができなくなりますので、ご承知おき下さい。 

 

なお、予約システムのない研究基盤センター等にある機器の予約や 

その他お問い合わせについては、研究基盤センター技術員に 

メール（kibancenter@med.toho-u.ac.jp）または電話（内線 2451）にてご連絡して下さい。 

 

 

6．研究基盤センターにおける不足消耗品および故障の際の対応について 
 

１． 研究基盤センター（以下センターと略す）内にある機器の利用者が、 

機器に付属する消耗品の不足または故障に利用者が遭遇した場合、 

センター在籍技術員に連絡する。 

２． 連絡を受けた技術員は、部門担当責任者に連絡して指示を受ける。 

なお、部門担当責任者が学会等で不在の場合は総研副部長か総研部長に 

連絡して指示を受ける。 

３． 部門責任者の指示により、技術員は機器製造業者など適切な連絡先に 

連絡する。この場合、内容によっては部門責任者が直接連絡する場合もあるが、その場合は技術

員にもその内容（納入予定日、回復予定日など）の概略を伝える。 

４． 技術員は不足消耗費品の納入予定日、または修理による回復予定日を 

機器の前に掲示する。 

５． 技術員は不足消耗品の納入または機器の復帰を確認後、 

前述の掲示物を撤去する。 

        

   【注意】センター在籍技術員の勤務時間帯は午前 8時 30分～午後 5時であるので、この

時間帯外での不足消耗品または故障は翌日対応となる。 

 

 

7．先端医科学研究センター(総合研究部)の設備・機器 

 

 

 
＜プロテオーム・遺伝子関係機器＞ 

  

共用の研究設備・機器の多くは研究基盤センターに設置されているが、その他に RI

センター、実験動物センター（中型動物実験区域を含む）にも設置されている。別紙に

設置されている機器の設置場所および各機器の担当者を記載している。 
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機器名 担当者名 連絡先 

2 次元電気泳動装置：Ettan IPGphor 3, Ettan Dalt six 

Electrophoresis System  

土屋 勇

一 

 【TEL】 2356 【E-Mail】 

tsuchiya@med.toho-u.ac.jp 

画像解析装置：Typhoon9400 土屋 勇

一 

 【TEL】 2356 【E-Mail】 

tsuchiya@med.toho-u.ac.jp 

Odyssey  平 敬宏  【TEL】2561 【E-Mail】
takahiro.taira@med.toho-u.ac.jp 

1 分子蛍光分析システム  中野 裕

康 

 【TEL】 2355 【E-Mail】 

hiroyasu.nakano@med.toho-u.ac.jp 

Beckman Avanti 30&Optima TL-100  土屋 勇

一 

 【TEL】 2356 【E-Mail】 

tsuchiya@med.toho-u.ac.jp 

マルチモードマイクロプレートリーダー (TriStar-

LB941) 

桑原  

卓 

 【TEL】 2668 【E-Mail】 

kuwabara@med.toho-u.ac.jp 

ABI GeneAmp® PCR System 9700  有田 通

恒 

 【TEL】 2605 【E-Mail】 

cwwarita@med.toho-u.ac.jp 

ABI ジェネティックアナライザー3130xl-230 型  有田 通

恒 

 【TEL】 2605 【E-Mail】 

cwwarita@med.toho-u.ac.jp 

7500 Fast リアルタイム PCR システム 有田 通

恒 

 【TEL】 2605 【E-Mail】 

cwwarita@med.toho-u.ac.jp 

Veriti サーマルサイクラー 有田 通

恒 

 【TEL】 2605 【E-Mail】 

cwwarita@med.toho-u.ac.jp 

磁性粒子プロッセッサー（サーモ  KingFisher 

mL）  

赤羽 悟

美 

 【TEL】 2331 【E-Mail】 

satomiaa@med.toho-u.ac.jp 

Amersham Imager 680 冨田 太

一郎 

 【TEL】 2235 【E-Mail】
tomida@med.toho-u.ac.jp 

微量分光光度計 Nano Drop Lite 高橋 伸

二 

 【TEL】 2435 【E-Mail】 

yurimiko@med.toho-u.ac.jp 

Quant Studio 3 リアルタイム PCR システム 有田 通

恒 

 【TEL】 2605 【E-Mail】 

cwwarita@med.toho-u.ac.jp 

マルチモードマイクロプレートリーダー (Varioskan 

LUX) 

大島 大

輔 

【TEL】 2605 【E-Mail】
D.Ohshima@med.toho-u.ac.jp 

   

＜細胞解析機器＞  
  

機器名 担当者名 連絡先 

フロ-サイトメトリー装置 FACSAria Fusion 近藤 元

就 

 【TEL】 2604 【E-Mail】 

kuwabara@med.toho-u.ac.jp 

フロ-サイトメトリー装置 FACSCanto2 近藤 元

就 

 【TEL】 2604 【E-Mail】 

kuwabara@med.toho-u.ac.jp 

フロ-サイトメトリー装置 FACSAria３ 近藤 元

就 

 【TEL】 2604 【E-Mail】 

kuwabara@med.toho-u.ac.jp 

フロ-サイトメトリー装置 LSR Fortessa X-20 近藤 元

就 

 【TEL】 2604 【E-Mail】 

kuwabara@med.toho-u.ac.jp 

   

＜画像解析機器＞ 
  

機器名 担当者名 連絡先 
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共焦点レーザー顕微鏡 Carl Zeiss  LSM-510 META 赤羽 悟

美 

 【TEL】 2331 【E-Mail】 

satomiaa@med.toho-u.ac.jp 

伸展細胞電動イメージングシステム （ストレックス 

STB-140） 

赤羽 悟

美 

 【TEL】 2331 【E-Mail】 

satomiaa@med.toho-u.ac.jp 

共焦点レーザー顕微鏡 Carl Zeiss LSM-880Airyscan 赤羽 悟

美 

 【TEL】 2331 【E-Mail】 

satomiaa@med.toho-u.ac.jp 

螢光顕微鏡 オリンパス BX-61 赤羽 悟

美 

 【TEL】 2331 【E-Mail】 

satomiaa@med.toho-u.ac.jp 

螢光顕微鏡 オリンパス BX-63 赤羽 悟

美 

 【TEL】 2331 【E-Mail】 

satomiaa@med.toho-u.ac.jp 

Laser Microdissection System (LSLMD-1)（ライカ） 赤羽 悟

美 

 【TEL】 2331 【E-Mail】 

satomiaa@med.toho-u.ac.jp 

オリンパス発光イメージングシステム LV200 田丸 輝

也 

 【TEL】 2346 【E-Mail】 

tetamaru@med.toho-u.ac.jp 

ニコン 共焦点レーザー顕微鏡 赤羽 悟

美 

 【TEL】 2331 【E-Mail】 

satomiaa@med.toho-u.ac.jp 

DeltaVision  村井  

晋  

 【TEL】 2355 【E-Mail】 

mryshin@med.toho-u.ac.jp 

イメージングサイトメーター Operetta CLS 赤羽 悟

美 

【TEL】 2331 【E-Mail】 

satomiaa@med.toho-u.ac.jp 

   

＜電子顕微鏡関係機器＞ 
  

機器名 担当者名 連絡先 

透過型電子顕微鏡（日本電子 JEM-1400C） 河本 太

郎 

 【TEL】 2451 【E-Mail】 

ktaro@med.toho-u.ac.jp 

走査型電子顕微鏡（日立 S-3500N）  河本 太

郎 

 【TEL】 2451 【E-Mail】 

ktaro@med.toho-u.ac.jp 

ミクロトーム EM UC6 (LEICA) 河本 太

郎 

 【TEL】 2451 【E-Mail】 

ktaro@med.toho-u.ac.jp 

凍結ウルトラミクロトーム EM FC7 (LEICA) 河本 太

郎 

 【TEL】 2451 【E-Mail】 

ktaro@med.toho-u.ac.jp 

   

＜実験動物センター＞ 
  

機器名 担当者名 連絡先 

オリンパスリアルタイム三次元解析装置 OV110 田丸 輝

也 

 【TEL】 2346 【E-Mail】 

tetamaru@med.toho-u.ac.jp 

蛍光分子トモグラフィー 田丸 輝

也 

 【TEL】 2346 【E-Mail】 

tetamaru@med.toho-u.ac.jp 

島津製作所 X 線 CT 画像解析システム SMX-100CT

システム 

栃木 直

文 

 【TEL】 2376 【E-Mail】 

naobumi.tochigi@med.toho-u.ac.jp 

X 線照射装置 MBR－１５２０R3 河本 太

郎 

 【TEL】 2451 【E-Mail】 

ktaro@med.toho-u.ac.jp 

   

＜実験区域＞ 
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機器名 担当者名 連絡先 

Promega 自動核酸精製装置 AS2000 河本 太

郎 

 【TEL】 2451 【E-Mail】 

ktaro@med.toho-u.ac.jp 

ATTO プリントグラフ AE-6933FXES-U 河本 太

郎 

 【TEL】 2451 【E-Mail】 

ktaro@med.toho-u.ac.jp 

サクラファインテック製クリオスタット POLAR-DM 赤坂 喜

清 

 【TEL】 2383 【E-Mail】 

akasakay@med.toho-u.ac.jp 

Clean-Bench (BIO-LABO) 河本 太

郎 

 【TEL】 2451 【E-Mail】 

ktaro@med.toho-u.ac.jp 

倒立型ルーチン顕微鏡（CKX41） 河本 太

郎 

 【TEL】 2451 【E-Mail】 

ktaro@med.toho-u.ac.jp 

Panasonic CO2 インキュベーター MCO-170AICUVH 河本 太

郎 

 【TEL】 2451 【E-Mail】 

ktaro@med.toho-u.ac.jp    

＜形態試料分析室関係機器＞ 
  

機器名 担当者名 連絡先 

バーテャルスライド作成装置クラーロ社 

TOCO/LINE 

三上哲夫 【TEL】 2375 【E-Mail】 

tetsuo.mikami@med.toho-u.ac.jp 

大和光機所製ミクロトームリトラトーム 

REM-710 

三上哲夫 【TEL】 2375 【E-Mail】 

tetsuo.mikami@med.toho-u.ac.jp 

   

＜生体防御研究基盤センター＞ 
  

機器名 担当者名 連絡先 

荏原製スーパーフリーザー DW-40L262 (-40℃)・荏原

製 

超低温槽 UD-90L702W(-80℃) 

河本太郎 【 TEL 】  2451  【 E-Mail 】 

ktaro@med.toho-u.ac.jp 
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８．各センターおよび機器利用者数 

 

 
 

 
 

 

 
 

 

 

単位：hour／回数

＜プロテオーム・遺伝子関係機器＞ 1月 2月 3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 計

2次元電気泳動装置：Ettan IPGphor 3, Ettan Dalt six Electrophoresis System 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

画像解析装置：Typhoon9400 0 0 0 - - - - - - - - - 0

Odyssey 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

Beckman Beckman Optima MAX TL 0 0 0 0 8h/8回 18h/18回 12h/12回 9h/9回 0 0 0 3h/3回 50h/50回

マルチモードマイクロプレートリーダー (TriStar-LB941) 0 0 0 0 0 1.5h/3回 0.5h/1回 0 0.5h/1回 1h/2回 0 0 3.5h/7回

ABI GeneAmp® PCR System 9700 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

7500 Fast リアルタイムPCRシステム 0 8h/5回 19.5h/4回 15.5h/5回 25.5h/10回 0 38.5h/13回 7h/2回 4h/2回 7h/4回 2.5h/1回 2h/1回 129.5h/47回

Veritiサーマルサイクラー 1h/1回 0 1.5h/1回 0 1h/1回 0 1.5h/1回 1h/1回 0 0 0 0 6h/5回

磁性粒子プロッセッサー（サーモ　　KingFisher mL） 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

Amersham Imager 680 3h/11回 5h/10回 6.5h/15回 3.5h/10回 3h/6回 4h/8回 5h/12回 2.5h/5回 5.5h/14回 3h/8回 1.5h/5回 2.5h/10回 45h/114回

微量分光光度計　Nano Drop Lite 0.5h/3回 1h/6回 0.5h/4回 0.5h/1回 0.5h/4回 0.5h/2回 0.5h/3回 1h/8回 0.5h/1回 1h/6回 1h/5回 0.5h/4回 8h/47回

Quant Studio 3 リアルタイムPCRシステム no.1 21.5h/10回 74.5h/31回 71h/27回 60h/29回 81h/35回 22h/13回 53.5h/30回 57h/21回 40h/18回 41.5h/25回 82.5h/29回 65.5h/20回 670h/288回

Quant Studio 3 リアルタイムPCRシステム no.2 - - - - - - - - 0 0 1h/1回 7h/2回 8h/3回

マルチモードマイクロプレートリーダー (Varioskan LUX) 0 0 0 0 0 1h/1回 2.5h/2回 4.5h/6回 3h/2回 1h/2回 0 0 12h/13回

単位：hour／回数

＜細胞解析機器＞ 1月 2月 3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 計

フロ-サイトメトリー装置　FACSAriaFusion 40h/10回 42.5h/11回 30h/6回 34h/7回 16h/5回 11.5h/3回 11h/3回 18.5h/3回 33.5h/7回 46h/12回 30.5h/8回 7h/2回 320.5h/77回

フロ-サイトメトリー装置　FACSAria3 12h/6回 13h/3回 22.5h/6回 34h/6回 17h/3回 3h/1回 10h/2回 16h/4回 12h/3回 8h/2回 19.5h/5回 8.5h/2回 175.5h/43回

フロ-サイトメトリー装置　LSR Fortessa X-20 30.5h/20回 36.5h/25回 48.5h/34回 29.5h/21回 36.5h/21回 37.5h/21回 46.5h/26回 27.5h/16回 28h/15回 63h/37回 41h/26回 35h/17回 460h/279回

フロ-サイトメトリー装置　FACSCanto2 0 0.5h/1回 2h/3回 1h/1回 12h/6回 4.5h/3回 2h/2回 1h/1回 0 0 0 0 23h/17回

単位：hour／回数

＜画像解析機器＞ 1月 2月 3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 計

共焦点レーザー顕微鏡 Carl Zeiss LSM-880Airyscan 19h/6回 46h/12回 24h/7回 61.5h/17回 52h/20回 29.5h/10回 50.5h/12回 53.5h/12回 42h/8回 52.5h/17回 19.5h/8回 6h/3回 404h/132回

螢光顕微鏡 オリンパス　BX-61 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

螢光顕微鏡 オリンパス　BX-63 3h/4回 14.5h/12回 4h/4回 30h/19回 8.5h/4回 10.5h/11回 10h/6回 13h/13回 2.5h/4回 8h/9回 6.5h/7回 9h/8回 119.5h/101回

イメージングサイトメーター Operetta CLS 114.5h/9回 142h/8回 205h/9回 218.5h/14回 225.5h/17回 159.5h/15回 70h/8回 252.5h/8回 187h/7回 295.5h/17回 307h/9回 166.5h/8回 2343.5h/127回

オリンパス発光イメージングシステム　LV200 0 360h/4回 360h/6回 384h/5回 336h/5回 336h/3回 744h/7回 120h/1回 0 192h/2回 280.5h/3回 341h/4回 h/回

ニコン　共焦点レーザー顕微鏡 33h/11回 19.5h/8回 24.5h/10回 23.5h/11回 31.5h/12回 39.5h/16回 17.5h/8回 25.5h/6回 30h/10回 19.5h/7回 10h/5回 1h/1回 275h/105回

DeltaVision 0 14h/1回 71h/3回 0 17h/3回 0 0 0 0 0 13h/4回 19h/5回 h/回

フラックスアナライザー XF HS Mini 0 0 25.5h/1回 0 0 0 0 0 0 98.5h/6回 52.5h/3回 22.5h/3回 h/回

ニコン　AXR-TIRF - - - 0 0 0 1h/1回 25.5h/7回 47.5h/8回 21h/5回 24.5h/4回 45.5h/6回 165h/31回

伸展細胞電動イメージングシステムはストレックス STB-140は機械に取り付けされていない（使用時間0）

単位：hour／回数

＜電子顕微鏡関係機器＞ 1月 2月 3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 計

透過型電子顕微鏡（日本電子　JEM-1400C） 21.5h/4回 14h/4回 20h/6回 9.5h/4回 21.5h/7回 9.5h/4回 13h/7回 23.5h/6回 7.5h/4回 12.5h/5回 14h/6回 14h/5回 149h/68回

走査型電子顕微鏡（日立　S-3500N） 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

ミクロトーム　EM UC6 (LEICA) 0 4.5h/1回 0 0 3h/2回 5h/3回 7h/4回 2h/2回 6.5h/3回 1.5h/1回 11h/7回 0 40.5h/22回

凍結ウルトラミクロトーム　EM FC7 (LEICA) 20.5h/3回 13h/3回 10.5h/5回 11.5h/7回 2.5h/2回 1h/1回 10.5h/4回 12h/4回 2.5h/1回 8h/3回 0 10.5h/7回 102.5h/40回

単位：hour／回数

＜実験動物センター＞ 1月 2月 3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 計

島津製作所　X線CT画像解析システム　SMX-100CTシステム 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

X線照射装置　MBR－１５２０R3 0.5h/1回 2h/2回 2h/4回 4h/9回 2h/3回 1h/2回 0 0.5h/1回 0 1.5h/2回 0 0 13.5h/24回

IVIS Lumina XRMS Series III 0 0 0 1h/1回 0 0 0 0 0 0 0 0 1h/1回
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9. 先端医科学研究センター(総合研究部)利用講座の業績 
 

1. 化学研究室 

池崎 章  

 

【概要】 

総合研究部研究基盤センターの実験装置および設備を用いて 2024 年に次の研究を行った。 

 分子構造・微量分析室の LCMS 装置を用い、これまでの測定で検討事項とされていた、生体

試料中夾雑物によるマトリックス効果の考察に取り組んだ。親水性代謝物においては、生体試

料に含まれるリン脂質が主なイオン化抑制物質として知られるが、この他にも様々な夾雑物に

よる要因が考えられる。これまでの測定においては、ターゲットの溶出時間以外の流入をバル

ブ切り替えによって排除することで夾雑物の低減を行なってきたが、本年の取り組みでは夾雑

物そのものの特定を試みた。具体的は、前処理後サンプルのトータルイオンスキャンから、イ

オン化強度の高いものおよび、想定したターゲットと溶出時間の高いピークの m/z 情報を抽出

し、次にこれをプロダクトイオンスキャンした。ここから得られたプリカーサーイオン/プロダ

クトイオンの組み合わせを用いてデータベース検索行い、候補となる物質を絞り込んだ。最終

的には、これらの化合物の標準物質を購入し、標準溶液のスペクトルと照らし合わせることで、

想定したターゲットの夾雑物として考えられるいくつかの化合物を決定した。 

次の検討事項として、これらの夾雑物がターゲットのイオン化抑制をしているか確かめるた

め、まずは標準溶液の状態で、LC 溶出液と別流路からの標準溶液を合流させイオン化強度変

化を観察するためのシステム構築に取り組んだ。別流路としてシリンジポンプを用いたが、吐

出圧力が不足するために空転が生じシステム構築が出来なかったため、継続課題となった。 

 

 

2. 生理学講座 細胞生理学 

内藤篤彦 

 

【概要】 

環境・ストレス適応の基盤となる細胞時計同期を統御するシグナルの解明を試みた。時計同期に不

可欠な BMAL1 の S 領域と BMAL1 核局在の早期同期性転移; ISR を発見している。2024 年は、中

枢時計において、BMAL1 が SCN で欠損したマウスを作製し、SCN における時計の破壊を確認し、

BMAL1 野生型・S 領域内リン酸化欠損型レスキュー系を用いて、S 領域のリン酸化ができないと

個々の細胞時計の位相がずれて脱同期すること、つまり S 領域内のリン酸化が中枢時計の同期発振

に不可欠なことを細胞の時計レポータの LV200（総研）によるイメージングにより示した。（273 文

字） 

マクロファージ分化・分極化における BAF 複合体（BRG1/BRM）の分子基盤解明を目指した。ま

単位：hour／回数

＜実験区域＞ 1月 2月 3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 計

Promega 自動核酸精製装置　AS2000 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

ATTO プリントグラフ AE-6933FXES-U 0 0 0 0 0 0 1h/5回 0 0 0 0.5h/2回 0 1.5h/7回

サクラファインテック製クリオスタット POLAR-DM 12.5h/6回 11h/8回 10h/4回 26h/10回 29h/12回 8h/4回 19h/13回 13h/6回 13.5h/6回 16h/13回 6.5h/7回 4.5h/4回 169h/93回

単位：hour／回数

＜形態試料分析室関係機器＞ 1月 2月 3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 計

バーチャルスライド作成装置 クラーロ社　TOCO／LINCE 0 0 0 0 0 0 0 0

大和光機製ミクロトーム リトラトーム　REM-710 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
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ず、BRM と BRG1 の機能を個別に解析するため、THP-1 の shRNA 安定ノックダウン（KD）株を

樹立し、qPCR と Western Blot で、KD 株の発現抑制を確認した。次に、この KD 株に PMA を投与

しマクロファージへ分化させ、マーカー遺伝子発現を qPCR で解析した。その結果、KD 株でも PMA

による形態的変化は誘導された。マーカー遺伝子の発現変化については、現在再現性を確認してい

る段階です。これらの解析は総研の Quant Studio 3 リアルタイム PCR システムと Amersham Imager 

680 イメージアナライザーを利用した。 

 

【研究業績】 

■原著 

（英文） 

1. Tamaru T, Kawamura G, Nagano M, Yoshitane H, Shimizu K,Fukada Y, Ozawa T, Shigeyoshi Y, 

Takamatsu K: Clock protein signaling for synchronized oscillation of the central cellular clock; toward 

jet lag drug discovery. The Journal of Physiological Sciences 74(Suppl 2)(28),pp.44-44 

 

 

3.生化学講座 生化学分野 

奥西 勝秀 

 

【概要】 

肝線維症は、肝臓における異常なコラーゲン繊維の蓄積を特徴とする疾患であり、ウイルス性肝炎、

アルコール性脂肪性肝炎、代謝異常関連脂肪性肝炎など、さまざまな慢性肝疾患が原因となる。慢

性肝炎の症状の中でも、肝線維症は患者の予後を決定する上で重要な要因である。肝線維症は肝硬

変や肝がんに進展し患者の寿命に影響するが、現在肝線維症の治療薬は承認されていないため、こ

の病態の分子機構および治療標的になりうる因子の同定が急務である。IL-11 は炎症性サイトカイ

ンである IL-6 ファミリーに属し、炎症および組織修復などの多様なプロセスに関与している。近

年の報告では、IL-11 が種々の臓器において線維化を促進する作用を有することが示唆されている。

そこで我々は、代謝異常関連脂肪性肝炎のマウスモデル（CDAA-HFD 投与モデル）を用いて肝臓

における IL-11 の線維化促進効果を検討した。この病態モデルでは肝臓で IL-11 の発現が上昇した

が、IL-11 の欠損マウスにおいても肝障害、炎症、線維化においてわずかな影響しか認められなか

った。したがって、IL-11 の線維化促進効果は臓器や疾患のタイプによって異なることが示唆され

た (Tsuchiya al, Biochem Biophys Res Commun 2024)。 

 

【研究業績】 

■原著 

(英文) 

1.Tsuchiya Y, Nishina T, Komazawa-Sakon S, Seki T, Mikami T, Nakano H. Interleukin-11 signaling plays 

limited roles for liver fibrosis in a mouse model of metabolic dysfunction-associated steatohepatitis. Biochem 

Biophys Res Commun 73: 150938, 2024 

2.Watanuki S, Kobayashi H, Sugiura Y, Yamamoto M, Karigane D, Shiroshita K, Sorimachi Y, Morikawa T, 

Fujita S, Shide K, Haraguchi M, Tamaki S, Mikawa T, Kondoh H, Nakano H, Sumiyama K, Nagamatsu G, 

Goda N, Okamoto S, Nakamura-Ishizu A, Shimoda K, Suematsu M, Suda T, Takubo K. SDHAF1 confers 

metabolic resilience to aging hematopoietic stem cells by promoting mitochondrial ATP production. Cell Stem 

Cell 31: 1145, 2024 

 

■総説 

（英文） 

1.Nakano H. Necroptosis and Its Involvement in Various Diseases. Adv Exp Med Biol 1444, 

129, 2024 

2.Yamazaki S. The nuclear NF- B regulator I B : Updates on its molecular functions 

and pathophysiological roles. Cells 13: 1467, 2024 
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（邦文） 

1.Tsuchiya Y, Seki T, Nakano H, Tanaka M, Takahashi R. [Aging-associated Cyst 

Formation and Fibrosis]. Yakugaku Zasshi.;144(4):397-402. Japanese. 2024 

2.山﨑創 腸上皮細胞における転写調節因子 I B の役割 臨床免疫・アレルギー科 81: 149, 

2024 

 

 

4. 免疫学講座 

近藤 元就 

 

【概要】 

Special AT-rich sequence binding protein-1 (SATB1)コンディショナルノックアウト (SATB1cKO)マウ

スでは末梢に CD4CD8 double positive (DP) T 細胞が存在する。これまでに作出した DPT 細胞ハイブ

リドーマの TCR を調べると、TCRβ鎖の CDR3 領域における N 塩基の挿入が２つ以下であり、胎

仔型であることがわかった。これまでに SATB1cKO マウスに生じるシェーグレン症候群に関わる

病原性 T 細胞は生後１週間内に活性化される可能性を示してきたが、この仮説に矛盾のない結果

が得られたことから、引き続き、シェーグレン症候群に関わる病原性 T 細胞の解明を行っていく。  

 

 

5. 解剖学講座 微細形態学 

船戸 弘正 

 

【概要】 

当研究室では、睡眠覚醒、エネルギー代謝、養育行動、攻撃行動等の制御機構の解明に取り組ん

でいる。 

１）睡眠覚醒制御の分子機構 

睡眠覚醒制御や鎮静に関する神経機構の解明のために、リン酸化酵素 SIK3 に着目した研究や、自

由覚醒下マウスでのカルシウムイメージングや神経伝達物質イメージングを行っている。オレキ

シンのⅠ型受容体と２型受容体の細胞レベルでの発現を isHCR で可視化し脳全体での発現を詳細

に記載した。マウス巣作り行動に関わる脳部位として外側視索前野を同定した。 

２）内側視索前野の機能解剖学的解析 

社会行動や睡眠調節・体温調節・摂食行動に重要な領域として知られている内側視索前野を構成

するニューロンのサブタイプを同定する、もしくはマーカー遺伝子を用いて特定ニューロン群の

担う行動を明らかにするために、各種 Cre ドライマーマウスに AAV を投与し、光遺伝学および薬

理遺伝学的研究を推進している。 

３）養育経験の影響の解明 

発達期にうける養育経験の身体や脳機能、行動への影響を解明するため遺伝子改変動物や養育過

程の介入を行っている。 

 

【研究業績】 

■原著 

（英文） 

1. Yousuke Tsuneoka, Hiromasa Funato. Whole brain mapping of orexin receptor mRNA 

expression visualized by branched in situ hybridization chain reaction. eNeuro ENEURO.0474-

23.2024 
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2. Natsuki Tagawa, Keita Mori, Michinori Koebis, Atsu Aiba, Yuichi Iino, Yousuke Tsuneoka, 

Hiromasa Funato. Activation of lateral preoptic neurons is associated with nest-building in male 

mice. Sci Rep 14, 8346, 2024 

3. Yuta Okabe, Nobuyuki Murakoshi, Yoko Ito, Chika Miyoshi, Hiromasa Funato, Koichiro Ishii, 

Hana Inoue, Takashi Murayama, Nagomi Kurebayashi, Dongzhu Xu, Kazuko Tajiri, Rujie Qin, 

Kazuhiro Aonuma, Siqi Li, Zixun Yuan, Saori Yonebayashi, Yoshiko Murakata, Zonghu Song, 

Yuzuno Shimoda, Haruka Mori, Shigeharu Wakana, Utako Yokoyama, Takashi Sakurai, Akihiko 

Nogami, Kazutaka Aonuma, Masaki Ieda, Masashi Yanagisawa. A novel inherited life-threatening 

arrhythmia model established by screening randomly mutagenized mice. Proc Natl Acad Sci USA  

121: e2218204121, 2024 

 

 

6. 解剖学講座 生体構造学 

川島 友和 

【概要】 

網膜のグリアであるミュラー細胞で発現している p27Kip1（以下、p27）遺伝子の機能について解析

を行っている。p27 は細胞周期だけでなく転写調節にも関わる可能性がありクロマチン免疫沈降

シークエンス解析（ChIP-seq 解析）を用いて標的遺伝子の解析を進めている。これまでにミュラ

ー細胞による p27 抗体の ChIP-seq 解析よりおよびチーフ解析から複数のジンクフィンガー型転

写因子と p27 が共役している可能性が示唆された。さらに GST-pulldown 解析を行い、転写因子

Thap1 が p27 タンパク質と結合することが示された（Amersham Imager 680）。Thap1 は難病とさ

れる神経疾患ジストニアの原因遺伝子として知られることからも、その関連性としても大変興

味深い。Thap1 タンパク質の網膜における発現はユビキタスな細胞分布であったが、ミュラー細

胞では核よりも、核周辺における小胞体により多く局在していることが明らかとなった

（LSM880）。 

初代培養ミュラー細胞においても、Thap1 は核膜周辺の小胞体で強い局在が見られたが、p27 核陽

性細胞においては Thap1 タンパク質が一部核移行しているようであった（Panasonic CO2 インキ

ュベーター、Clean-Bench）。以上の結果から、Thap1 は p27 の核移行において何らかの共役的な

関係をもち、p27 の転写制御との関連性が示唆された。 

 

 

7. 薬理学講座  

森本 達也 

 

【概要】 

1. 抗ウイルス薬 aciclovir の心刺激作用の発現機序を解析した。Aciclovir の心刺激作用には

血圧低下作用に起因する反射性交感神経亢進だけでなく、ホスホジエステラーゼ阻害作

用による心筋細胞内 cAMP 濃度上昇が関与することを明らかにした。（原著論文：1） 

2. 抗インフルエンザ薬 peramivir の電気生理学的作用を麻酔犬モデルを用いて評価した。

Peramivir は臨床用量で QT 延長を発現する一方、致死性心室不整脈 torsade de pointes の誘

発リスクは低いことが示唆された。（原著論文：2） 
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3. モルヒネの心血管安全性を明らかにするため、酔犬モデルを用いて、その心血行動態に

対する作用ならびに電気生理学的作用を解析した。モルヒネは血管拡張作用、心抑制作

用および心室再分極遅延作用を有することが明らかになった。（原著論文：3） 

4. 房室ブロック犬モデルにおける心房リモデリング過程を詳細に解析し、発症早期の心房

細動を反映する病態モデルとして、治療薬候補の薬効評価に有用であることを明らかに

した。（原著論文：4） 

5. 慢性房室ブロック犬モデルを使用し、β遮断薬が抗精神病薬 risperidone の催不整脈作用

に及ぼす影響を解析した。β遮断薬の併用により再分極予備力が低下し、risperidone の

torsade de pointes 誘発リスクが増強し得ることを示した。（原著論文：5） 

6. 新規 RyR2 阻害薬 M201-A の電気薬理学的作用を麻酔犬モデルにより評価した。M201-A

は心房選択的に有効不応期を延長し、左室の能動的拡張能を亢進する傾向を示したこと

から、心房細動および左室駆出率が保持された心不全患者に対する新規治療薬候補とし

ての有用性が示唆された。（原著論文：6） 

 

研究業績 

■原著 

（英文） 

1.Goto A, Kambayashi R, Chiba K, et al. Analyses of the onset mechanisms of cardio-stimulatory 

action by aciclovir. J Pharmacol Sci. 2024;154:294-300. 

2.Kambayashi R, Goto A, Izumi-Nakaseko H, Takei Y, Sugiyama A. Characterization of 

cardiovascular profile of anti-influenza drug peramivir: A reverse-translational study using the 

isoflurane-anesthetized dog. J Pharmacol Sci. 2024;154:218-224. 

3.Goto A, Kambayashi R, Fujishiro M, et al. Analysis of cardiohemodynamic and electrophysiological 

effects of morphine along with its toxicokinetic profile using the halothane-anesthetized dogs. J Toxicol 

Sci. 2024;49:269-279. 

4.Kambayashi R, Goto A, Takahara A, et al. Characterization of remodeling processes in the atria of 

atrioventricular block dogs: Utility as an early-stage atrial fibrillation model. J Pharmacol Sci. 

2024;156:19-29. 

5.Goto A, Kambayashi R, Izumi-Nakaseko H, Takei Y, Sugiyama A. β-Adrenoceptor blockade can 

augment the torsadogenic action of risperidone. J Pharmacol Sci. 2024;156:134-141. 

6.Kambayashi R, Goto A, Shinozaki M, et al. In vivo cardiovascular profile of ryanodine receptor 2 

inhibitor M201-A: Utility as an anti-atrial fibrillatory drug for patients suffering from heart failure with 

preserved ejection fraction. J Pharmacol Sci. 2024;156:171-179. 

 

 

8. 微生物・感染症学講座 

舘田 一博 

 

【概要】 

当研究室では、宿主と病原体の相互作用に着目し、耐性菌・非結核性抗酸菌の薬剤耐性メ

カニズムおよび持続感染機構を分子・細胞レベルで解明し、将来的な治療戦略の創出を目

指している。今年度は、β-ラクタマーゼ遺伝子の進化や抗菌薬耐性機構の解析に加え、非
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結核性抗酸菌の内在的クラリスロマイシン耐性および腸内細菌における耐性遺伝子の染

色体統合機構を中心に研究を進めた。M. avium におけるクラリスロマイシンヘテロ耐性

を世界で初めて報告し、治療抵抗性の一因を明確にした。また、E. coli ST131-H30 系統に

おける bla(CTX-M-14)の染色体統合を解明し、プラスミド由来耐性遺伝子の定着メカニズ

ムを提示した。さらに、銅系抗菌素材の長期的安定性と構造特性の関連を明らかにし、日

常環境での抗菌技術応用に寄与した。これらの成果は、感染制御と抗菌戦略の両面に新た

な知見を提供した。 

 

【研究業績】 

■ 原著  

（英文） 

1. Nishimura T, Hashimoto M, Yamada K, Iwata R, Tateda K. The precipitate structure of copper-

based antibacterial and antiviral agents enhances their longevity for kitchen use. Npj Sci Food. 2024 

Oct 25;8(1):83. 

2. Komori K, Aoki K, Harada S, Ishii Y, Tateda K. Plasmid-mediated acquisition and chromosomal 

integration of bla(CTX-M-14) in a subclade of Escherichia coli ST131-H30 clade C1. Antimicrob 

Agents Chemother. 2024 Aug 12;68(9):e0081724. 

3. Ito A, Nanjo Y, Kajiwara C, Shiozawa A, Urabe N, Homma S, et al. Intrinsic clarithromycin 

heteroresistance in Mycobacterium avium. J Infect Chemother. 2024 Aug;30(8):752–6. 

4. Yamada K, Ishii Y, Tateda K. Biochemical characterization of the L1-like metallo-β-lactamase 

from Stenotrophomonas lactitubi. Antimicrob Agents Chemother. 2024 Mar 6;68(3):e0086623. 

 

 

9. 病理学講座  

三上 哲夫  

 

【概要】 

当研究室では創傷治癒過程の解析、ヒト癌の臨床病理学的検討を主なテーマとして研究を行ってい

る。 

（１）創傷治癒過程における修復細胞の起源や多様性、修復細胞を制御するサイトカイン等の因子

について検討している。現在、 microRNA に着目し、 bFGF により誘導される microRNA の機能

について検討中である。 

（２）閉経後の高齢者の大腸がんについて、臨床病理学的検討を行った。乳癌に対する内分泌療法

とその副作用についての検討を行った。高齢者では転移や再発後の disease specific death に対して

高齢が危険因子となりうることを示した。 

（３）乳腺の Paget 病での乳頭部の血流増加を裏付ける血管増生を、形態試料分析室の機器による

画像解析を利用し定量的に示し、また、そこには bFGF が関与していることを示した。 

 

【研究業績】 

■ 原著  

（英文） 

1. Akishima-Fukasawa Y, Honma N, Ogata H, Akasaka Y, Mikami T. Angiogenesis in mammary Paget 

disease: Histopathological analyses of blood vessel density and angiogenic factors. Diagnostic Pathology  

15:75, 2020. 
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2. Honma N, Matsuda Y, Arai T, Kawachi H, Akishima-Fukasawa Y, Yamamoto N, Ueno M, Ishikawa Y,  

Mikami T. Impact of older age on clinicopathological and prognostic features of colon cancer  

in postmenopausal women. Pathol Int 70:433-440, 2020. 

3. Nagai Y, Yamabe F, Sasaki Y, Ishii T, Nakanishi K, Nakajima K, Shibuya K, Mikami T, Akasaka Y,  

Urita Y, Yamanaka N. A Study of Morphological Changes in Renal Afferent Arterioles Induced by 

Angiotensin II Type 1 Receptor Blockers in Hypertensive Patients. Kidney Blood Press Res. 45(2):194-208, 

2020 

 

 

10. 総合診療・救急医学講座 (大森)  

佐々木 陽典 

 

【概要】 

当講座では、前任の瓜田教授が掲げた「診療は General、研究は Special」の理念の下、総合診療科

ならではの「臓器に縛られない」多彩な研究テーマを掲げて研究を行ってまいりました。 

当講座の研究の２本柱は、 

1. 非侵襲的モダリティとしてプライマリ・ケア領域での活用が見込まれる生体ガスを用い

た基礎および臨床研究 

2. 疫学研究： 

a. 「診断の専門家」としての希少疾患の拾い上げに関する多施設共同研究 

b. 日常診療での素朴な疑問から着想を得た疫学的研究 

c. 医療リアルワールドデータを活用した研究 

の２つです。 

特に、生体ガス研究は先端医科学研究センターに設置されている機器を活用した研究であり、13C

同位体を用いた呼気分析に関する研究を活発に行い、13C 同位体を用いた糖尿病、ビタミン B12 欠

乏症等の代謝性疾患に関する研究を通じて、日本安定同位体・生体ガス医学応用学会において中心

的な役割を果たしてまいりました。加えて、呼気アルデヒドによる前立腺がんの早期診断に関する

研究を行ってまいりました。 

 臨床研究においては当講座は日本病院総合診療医学会主導で行われている希少疾患の拾い上げ

に関する複数の多施設研究において中核的な役割を担っており、国民の負託に応える学会としての

研究活動に尽力しております。  

 

【研究業績】 

■原著 

（英文） 

1. Mitome H, Takenishi M, Ono K, kawagoe N, Imai T, Sasaki Y, Urita Y, Akira K： Preparation of 

[1’-13C]citric acid as a probe in a breath test to evaluate tricarboxylic acid cycle flux. J Label Compd 

Radiopharm DOI: 10.1002/jlcr.4083, 2024 

2. Sasaki Y, Maeda M, Komatsu F, Shigeta T, Kashima N, Urita Y： Comparison of the prevalence of 

chronic kidney disease in patients at a university hospital general medicine department and in a 

community population. J Hosp Gen Med 6(1):1-7, 2024 

3. Ohtani M, Yoshizawa S, Miyazaki T, Kumade E, Hirayama S, Sakamoto M, Murakami H, Maeda T, 

Ishii Y, Matsumoto T, Tateda K： Clinical Efficacy of Therapeutic Agents for Clostridioides difficile 

Infection Based on Four Severity Classifications. Japanese Journal of Infectious Diseases 77(5)：281-
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284, 2024 

4. Tago M, Hirata R, Takahashi H, Yamashita S, Nogi M, Shikino K, Sasaki Y, Watari T, Shimizu T：  

How Do We Establish the Utility and Evidence of General Medicine in Japan? Dovepress:635-638, 

2024 

5. Kashima N, Sasaki Y(CO), Kawagoe N, Shigeta T, Komatsu F, Urita Y†：  Effect of Chronic 

Ethanol Consumption on Exogenous Glucose Metabolism in Rats Using [1-13C], [2-13C], and [3-

13C]glucose Breath Tests.  Biol Pharm Bul 47(4):856-860, 2024 

6. Suzuki G, Kanayama H, Arai Y, Iwanami Y, Kobori T, Masuyama Y, Yamamoto S, Serizawa H, 

Nakamichi Y, Watanabe M, Honda M, Okuni I: Early Mobilization Using a Mobile Patient Lift in the 

ICU: A Randomized Controlled Trial. Crit care Med 1;52(6):920-929, 2024 

7. Tsukada M, Miyazaki T, Aoki K, Yoshizawa S, Kondo Y, Sawa T, Murakami H, Sato E, Tomida M, 

Otani M, Kumade E, Takamori E, Kambe M, Ishii Y, Tateda K： The outbreak of multispecies 

carbapenemase-producing Enterobacterales associated with pediatric ward sinks: IncM1 plasmids act as 

vehicles for cross-species transmission. Am J Infect Cont 52(7)：801-806, 2024 

8. Miyazaki T, Aoki K, Maeda M, Komori K, Yoshizawa S, Ishii Y, Urita Y, Tateda H： A molecular 

epidemiological and transmission analysis of Clostridioides difficile using draft whole-genome 

sequencing in a single hospital. BMC Infect Dis DOI: 10.1186/s12879-024-09841-9, 2024 

9. Hirata R, Tago M, Shinko K, Watari T, Takahashi H, Sasaki Y, Shimizu T： Standardizing 

Generalist Definitions to Improve Evidence in General Medicine: Addressing Diverse Interpretations 

and Lack of Consistency. Dovepress：2939-2943, 2024 

10. Hirata R, Tago M, Takahashi H, Watari T, Shikino K, Sasaki Y, Shimizu T： A Questionnaire 

Study of Leadership in General Medicine: General Physicians in Japan are Facing Challenges in 

Education and Research.  Intern J Gen Med 2024 (17)：5465-5470, 2024 

11. Shikino K, Shimizu T, Otsuka Y, Tago M, Takahashi H, Watari T, Sasaki Y, Iizuka G, Tamura H, 

Nakashima K, Kotaro Kunitomo Suzuki M, Aoyama S, Kosaka S, Kawahigashi T, Matsumoto T, 

Orihara F, Morikawa T, Nishiizawa T, Hoshina Y, Yamamoto Y, Matsuo Y, Unoki Y, Kimura H, 

Tokushima M; Watanuki S, Saito T Otsuka F, Tokuda F：  Evaluation of ChatGPT-Generated 

Differential Diagnosis for Common Diseases With Atypical Presentation: Descriptive Research.  

JMIR Med Educ 10：1-10, 2024 

12. Kochi R, Oshima Y, Suzuki T, Yajima S, Nanami T, Ito M, Shiratori F, Yamakawa T, Okubo K, 

Washizawa N, Funahashi K, Urita Y, Shimada H： Is a High HbA1c Level Associated with a Poor 

Prognosis in Gastric Cancer Patients without a Diabetes Treatment History? J Hosp Gen Med 6(6)：148-

153, 2024 

 

■総説 

（邦文） 

1. 佐々木陽典： 「関連痛には騙されないぞ！」と思っていたけれど…. 総合診療 34(3):271 -

273, 2024 

2. 繫田知之, 佐々木陽典：“便秘”に隠れた見逃せない疾患の診かた・考えかた.  レジデン

トノート  26(13)：2334-2241, 2024 
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3. 佐々木陽典：ICT を活用した診断戦略. 診断と治療 112(10)：1277-1283, 2024 

4. 佐々木陽典：内科に急変なし！入院中の患者に悪いことが起こったら自分の手を見ろ. 総

合診療 34 (9):1036-1037, 2024 

 

 

11. 内科学講座  消化器内科学分野 (大森) 

松田尚久 

 

【概要】 

これまで我々は、切除不能肝細胞癌（uHCC）に対する分子標的薬および免疫療法の宿主免疫・代

謝への影響について一貫して研究を行ってきた。特に、Sorafenib や Lenvatinib などのチロシンキナ

ーゼ阻害薬（TKI）が、ヘルパーT 細胞のサブセットに与える影響を解析し、これらの薬剤が Th2

細胞を抑制し Th1 細胞優位の免疫環境を誘導することを明らかにした。また、Sorafenib が腸管の

カルニチントランスポーターOCTN2 を阻害することでカルニチン吸収を低下させ、骨格筋量減少

を来すことを報告し、さらに Lenvatinib も同様の機序で骨格筋および心機能に影響を及ぼすことを

示した。これらの成果を基盤として、2023-2024 年は免疫チェックポイント阻害薬アテゾリズマブ

と血管新生阻害薬ベバシズマブの併用療法（Ate/Bev）および Lenvatinib による二次治療効果に焦点

を当てた臨床研究を進めた。その結果、Ate/Bev 治療により血清中 IL-6、TNF-α、可溶性 IL-2R の

上昇を認め、奏効例では可溶性 MHC class I が高値であることを明らかにし、免疫活性化と治療効

果との関連を示した。一方、Ate/Bev 抵抗例に対する Lenvatinib 二次治療では奏効率 45%を示し、

奏効例で FGF-19 が上昇することから、FGF-19 が治療反応性の予測因子となる可能性を示した。ま

た、Lenvatinib 治療により Th1 細胞比率および TNF-αが上昇し、宿主免疫活性化作用を有すること

を新たに見出した。さらに Lenvatinib はカルニチン低下とともに骨格筋量および心筋機能の低下を

惹起することも確認された。これらの成果は、uHCC 治療における免疫動態と代謝・循環変化を統

合的に理解し、免疫療法と TKI 併用戦略の最適化に寄与する重要な知見と考え、さらなる研究を現

在進めている。 

 

【研究業績】 

（英文原著） 

1. 1.  Mohri K, Nagai H, Matsuda T, et al. Second-line Treatment Strategy in Unresectable 

Hepatocellular Carcinoma After First-line Atezolizumab Plus Bevacizumab. Anticancer Res. 

44(9):3919-3929, 2024  

2. Nagai H, Mukozu T, Matsui T, et al. Remaining Issues Related to Serum Cytokines in 

Patients with Unresectable Hepatocellular Carcinoma Treated by Atezolizumab plus 

Bevacizumab Combination Treatment. Oncology. 102(10): 828-840,2024 

 

 

（邦文原著） 

1. 和久井 紀貴, 永井 英成, 吉峰 尚幸, 松田 尚久. 超音波検査を用いた脂肪肝診断. 

超音波検査技術 49(6) :606-614,2024. 

2. 清水 陸久, 松井 哲平, 南雲 秀樹, 和久井 紀貴, 松田 尚久.門脈腫瘍塞栓合併肝細胞癌に伴う

肝性脳症に対してシャント塞栓術を行うことにより,肝細胞癌の集学的治療が可能となった一

例. 肝臓 65 (2);81-91,2024. 

 

 

12. 内科学講座  呼吸器内科学分野 (大森) 

岸 一馬 

 



 19 

【概要】 

1. extracellular HSP90 (eHSP90α) とその受容体 low density lipoprotein receptor-related protein 1 

(LRP1) を介した新規シグナル経路に着目し、サルコイドーシスにおける eHSP90αの発現を解

析した。サルコイドーシス血清および気管支肺胞洗浄液中を採取し、ELIZA を用いて eHSP90

α濃度を測定し、臨床背景との相関について解析を行った。 

2. 胸部 CT 所見で NB-type の肺 NTM 症が疑われる 130 例の気管支洗浄液から核酸を抽出。得ら

れた核酸を鋳型として 16SrRNA 領域の PCR を実施。PCR 産物を次世代シーケンサーで網羅的

に解析を行った。(結果)NTM 培養陽性であった 71 例[女性:58 例,年齢中央値:66 歳]の内、

82%(58/71 例)で Mycobacterium 属の遺伝子を検出した。NTM 培養陽群 71 例と NTM 培養陰群

59 例の細菌叢の比較では、 NTM 陽性群で有意に嫌気性菌の割合が高かった

(25.1%vs.15.7%;p=0.006)。肺 MAC 症に対して治療を導入した 31 例中、喀痰培養陰性化を認め

た 26 例と非陰性化症例 5 例の細菌叢構成に差は認めなかった。 

3. 間質性肺炎の急性増悪に対する血清アミノ酸分析を東邦大学医学部化学教室と共同で行った。

間質性肺炎、サルコイドーシス、健常者の血清中のアミノ酸を LC/MS/MS を用いて測定し、臨

床経過や検査データとの比較解析を行った。現在、研究成果を論文化し投稿予定である。 

4. 加湿器肺の全国実態調査で集積した病理所見を夏型過敏性肺炎の所見と比較検討を行った。胞

隔炎は両過敏性肺炎で最も多くみられた所見で頻度に差はなかった。加湿器肺は夏型過敏性肺

炎と比較して肉芽種形成が少なく、腔内の器質化病変の頻度が高かった。ATS/JRS/ALAT のガ

イドライン診断では indeterminate に該当する症例がほとんどで、TBLB で細気管支病変が十分

に採取できないことに起因しているものと考えられた。現在、研究成果を論文化し投稿中であ

る。 

 

【研究業績】 

■原著 

（英文） 

1. 1. Urabe N, Sakamoto S, Tokita N, Yoshida H, Usui Y, Shimizu H, Sekiya M, Miyoshi S, 

Nakamura Y, Isobe K, Kishi K. Effectiveness of Amikacin liposome inhalation suspension for 

refractory Mycobacterium avium complex pulmonary disease at 6 months post initiation. BMC 

Pulm Med. 2024 Sep 10;24(1):442. 

2. 2. Isobe K, Nakamura Y, Sakamoto S, Tomii K, Takimoto T, Miyazaki Y, Matsumoto M, Sugino K, 

Ichikado K, Moriguchi S, Yamaguchi K, Baba T, Ozasa H, Igata F, Anabuki K, Homma S, Date H, 

Suda T, Kishi K. Immune checkpoint inhibitors in patients with lung cancer having chronic 

interstitial pneumonia. ERJ Open Res. 2024 Mar 4;10(2):00981-2023.  

 

 

13. 内科学講座  糖尿病•代謝•内分泌学分野 (大森) 

内野泰、弘世貴久 

 

【概要】 

１）全エクソームシークエンスを Linux のコマンドラインを用いて、１塩基多型や short In/Del の 

検出、構造多型の検出を行っている。糖尿病母体からの新規’Over-Growth’遺伝子として、ABCC8 

遺伝子（Heterozygous ABCC8 c.1792C>T (p.Arg598)の異常を同定している。Trio 解析含め、家系調

査を施行。  

２）個人宅へ特殊電力センサーを設置し、電離情報を収集、AI でデータ処理し家住人の家電使用・ 

生活行動を推定できるシステムを構築。これらデータと空間感覚センサー・24 時間血糖値データ 

を組み合わせ、時間・空間依存性の血糖値コントロール/低血糖出現の予測モデルを構築している。

東京都含め社会実装へ進む予定。  

３）インスリンや各種ペプチド製剤の皮下局所における免疫反応の解析を行っている。 

 １．インスリン誘導性重合アミロイド（IiAFP）蛋白の局在を組織学的スクリーニング（IiAFP 免
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疫染色） 

２．IiAFP 部位とコントロール部位の bulk RNA-Seq の差次的遺伝子発現から、機能的アノテーショ

ンとパスウェイ解析によって、皮下アミロイド重合蛋白の免疫作用を明らかにする。次世代シーケ

ンス解析の生データ（.fastq）から選択的スプライシングの解析を行い、得られた mRNA から各種

アミロイド蛋白のユニークな構造を解析。リファレンスゲノムに遺伝子をアライメント（HISAT2

や STAR）し、差次的に発現する遺伝子を基に、遺伝子の機能や関連する生物学的経路を解析（Gene 

Ontology 解析、Pathway 解析）。 

３．長期インスリン使用者とインスリン未使用糖尿病者血清から特異的 AFP 抗体を検討。 

以上１～３により、IiAFP による獲得免疫の機構を解明する。 

 

【研究業績】 

■ 原著 

（英文） 

1.Mochizuki K, Higa M, Ikehara K, Ichijo T, Hirose T：High levels of serum dihomo-γ-linolenic acid 

are associated with non-alcoholic fatty liver disease in type 2 diabetic patients. Diabetol Int 16：107-

114, 2024 

2.Fuchigami A, Kojimahara Y, Yoshikawa F, Hga M, Ichijyo T, Ikehara K, Uchino H, Hirose T：

Glycemic variability and quality of life outcomes after changing to hybrid closed-loop system in 

Japanese individuals with type 1 diabetes using a conventional predictive low-glucose suspended 

insulin pump system. Diabetol Int 16：123-130, 2024 

3.Sato G, Uchino H, Hirose T：Efficacy and Safety of Escalating the Dose of Oral Semaglutide from 7 

to 14 mg: A Single‐Center,Retrospective Observational Study. Diabetes Ther 15：2119-2130, 2024 

4.Saito M, Uchino H, Iwata Y, Fuchigami A, Sato G, Yoshikawa F, Miyagi M, Miyazaki T, Urita Y, 

Aoki K, Ishii Y, Tateda K, Hirose T：Glucose Tolerance and the Risk Factors for Transmission in 

Japanese SARS-CoV-2/WA-1/2020 Epicenter: A Retrospective Study. Diabetes Metab Syndr Obes 

17：2547-2554, 2024 

 

 

14. 内科学講座 膠原病学分野(大森) 

南木敏宏 
 

【概要】 

当講座では、関節リウマチ (RA) を初めとする膠原病やそれらの合併症の病態解明と新規治

療開発を目的に研究を行っている。今年度は、先端医科学研究センターの機器および動物実験セン

ター、実験センターを利用することにより、以下の課題を遂行した。 

1. RA患者におけるステアリン酸の破骨細胞分化に及ぼす作用についての検討：278名の RA

患者血漿のリピドミクス解析より、ステアリン酸血漿濃度が RA の活動性と負の相関があることが

明らかになった。RA 滑膜組織で生じる単球から破骨細胞への分化をステアリン酸がを抑制するこ

とを in vitroで明らかにした (Inflammation. 2024;47:1444-1458)。 

2. 全身性エリテマトーデス (SLE) 患者における腸内細菌叢の研究：初発未治療患者 25名、

寛解患者 30名と健常者 30名の腸内細菌叢解析から、SLE患者では健常者に比較し、多種類の酪酸

産生菌の減少を中心とした dysbiosisが見られ、疾患活動性と相関する複数の菌種が同定された。

SLE患者の中では抗 SSA抗体や抗 RNP抗体陽性や補体低下例でβ多様性が異なっていた。一方、治

療介入後には、酪酸産生菌の一部が回復した。以上から SLEにおける腸内細菌叢 dysbiosisや疾患

活動性との相関が示された（Sci Rep. 2024;14:32076）。 

3. 膠原病に伴う間質性肺疾患 (CTD-ILD) のモデルの SKG マウスにおいて、肺線維化部位
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に p21Waf/Cip1(p21)を発現するマクロファージ(Mφ)が蓄積することを発見した。単一細胞発現解

析および免疫組織染色により、p21 陽性 Mφでは多様な自然免疫シグナルの活性化や、細胞老化関

連分泌因子である IL-1βの発現が確認され、CTD-ILDにおいて Mφの細胞老化が関与することが明

らかになった。現在論文作成中である。 

 

【研究業績】 

■原著 （英文） 

1.Masuoka S, Nishio J, Yamada S, Saito K, Kaneko K, Kaburaki M, Tanaka N, Sato H, Muraoka S, 

Kawazoe M, Mizutani S, Furukawa K, Ishi Y, Watabe A, Kawai S, Saito Y, Nanki T. Relationship Between 

the Lipidome Profile and Disease Activity in Patients with Rheumatoid Arthritis. Inflammation. 

2024;47:1444-1458 

2.Nishio J, Sato H, Watanabe E, Masuoka H, Aoki K, Kawazoe M, Wakiya R, Yamada S, Muraoka S, 

Masuoka S, Hayashi T, Mizutani S, Yamada Z, Koshiba K, Irita I, Kanaji M, Furukawa K, Yajima N, 

Dobashi H, Hirose W, Ishii Y, Suda W, Nanki T. Associations of gut microbiota with disease development, 

disease activity, and therapeutic effects in patients with systemic lupus erythematosus. Sci Rep. 

2024;14:32076. 

 

 

15. 外科学講座 一般･消化器外科学分野 (大森) 

島田英昭 

 

【概要】 

１．固形腫瘍の診断に有用なバイオマーカーの探索研究：食道癌、胃癌、大腸癌、肝臓癌等の消

化器癌、及び乳癌を研究対象として、2010 年から検体収集を開始し、術前術後を含め、合計

3500 検体以上を保有している。 

２．解析対象マーカーは、腫瘍抗原に対する自己抗体（p53抗体、 NYESO-1抗体、RalA抗体）や、

CA19-9、CEA、PD-L1、midkine等である。各マーカーが早期癌 の診断、予後の予測、抗がん

剤感受性の予測における有用性を検討している。 

３．マーカー分子が 治療標的や予防標的になり得るかどうかについて検討を進めている。 

４．病理学講座との共同研究：手術切除標本における各種腫瘍抗原の免疫組織染色を行い、血清

中自己抗体との関連性を解析している。 

 

【研究業績】 

■原著 

（英文） 

１. Nanami T, Hoshino I, Shiratori F, Yajima S, Oshima Y, Suzuki T, Ito M, Hiwasa T, Kuwajima A, 

Shimada H：Presence of serum RalA and serum p53 autoantibodies in 1833 patients with various types 

of cancers. Int J Clin Oncol 27(1):72-76, 2022 

DOI：10.1007/s10147-021-02045-0 PMID： 34632560 

２. Ito M, Oji Y, Adachi M, Imanishi R, Alzaaqi S, Hiwasa T, Oshima Y, Yajima S, Suzuki T, Nanami T, 

Sumazaki M, Shiratori F, Funahashi K, Sugiayama H, Shimada H：Serum WT1-271 IgM antibody as a 

novel diagnostic marker for Gastric Cancer. Mol Clin Oncol 16(3):74, 2022 
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３. Hu L, Liu J, Shimada H, Ito M, Sugimoto K, Hiwasa T, Zhou Q, Li J, Shen S, Wang H：Serum Anti-

BRAT1 is a Common Molecular Biomarker for Gastrointestinal Cancers and Atherosclerosis. Front 

Oncol 12:870086, 2022 

DOI：0.3389/fonc.2022.870086.  PMID：35656505   

４. Takagi-Maeda S, Yajima S, Suzuki T, Usami K, Takahashi N, Niwa R, Shimada H：A novel cancer-

specific EGFR antibody obtained from the serum of esophageal cancer patients with long-term survival. 

Cancer Sci 113(6):2118-2128, 2022 

DOI：10.1111/cas.15350  PMID：35348270 

５. Suzuki T, Oshima Y, Shiratori F, Nanami T, Yajima S, Sumazaki M, Ushigome M, Sugita H, Eberl M, 

Ogata H, Hayashida T, Nakamura S, Nakagawa T, Shimada：Comparison between a new assay system, 

Elecsys® Anti-p53, and conventional MESACUP™ for the detection of serum anti-p53 antibodies: A 

multi-institutional study. Mol Clin Oncol 17(2):130, 2022 

DOI：10.3892/mco.2022.2563 PMID： 35832468 

６. Moriyama J, Suzuki T, Oshima Y, Nanami T, Yajima S, Shiratori F, Funahashi K, Shimada H：

 Postrecurrence prognostic impact of squamous cell carcinoma antigen and serum p53 antibody at 

the time of recurrence on the patients with esophageal squamous cell carcinoma. Toho J Med 8(2):78-

88, 2022 

DOI：10.14994/tohojmed.2021-018  

７. Okada R, Otsuka Y, Yokosuka O, Kato N, Imazaki F, Hoshino I, Sugiura N, Mizumoto H, Azemoto R, 

Kato K, Shimada H：Six autoantibodies as potential differential biomarkers of hepatocellular carcinoma 

versus liver cirrhosis and chronic hepatitis: a prospective multi-institutional study. Oncol Lett 24(4):367, 

2022/08 

DOI：10.3892/ol.2022.13487 PMID： 36238856 

８. Ito M, Hiwasa T, Yajima S, Suzuki T, Oshima Y, Nanami T, Sumazaki M, Shiratori F, Li SY, Iwadate 

Y, Sugimoto K, Mori M, Kuwabara S, Takizawa H, Shimada H：Low anti-CFL1 antibody with high 

anti-ACTB antibody is a poor prognostic factor in esophageal squamous cell carcinoma. Esophagus 

19(4):617-625, 2022 

DOI：10.1007/s10388-022-00939-0 PMID： 35780443 

９. Nagata Y, Kageyama S, Ishikawa T, Kokura S, Okayama T, Abe T, Murakami M, Otsuka K, Ariyoshi 

T, Kojima T, Taniguchi K, Kobayashi S, Shimada H, Yajima S, Suzuki T, Hirano S, Tsuchikawa T, 

Shichinohe T, Ueda S, Kanetaka K, Yoneda A, Wada H, Doki Y, Yamaue H, Katsuda M, Ohi M, 

Yasuda H, Kondo K, Kataoka M, Kodera Y, Koike M, Shiraishi T, Miyahara Y, Goshima N, Fukuda E, 

Yamaguchi K, Sato E, Ikeda H, Yamada T, Osako M, Hirai K, Miyamoto H, Watanabe T, Shiku H：

Prognostic significance of NY-ESO-1 antigen and PIGR expression in esophageal tumors of CHP-NY-

ESO-1–vaccinated patients as adjuvant therapy. Cancer Immunol Immunother 71(11):2743-2755, 

2022 

DOI：10.1007/s00262-022-03194-5 PMID： 35429246 

１０. Suzuki T, Yajima S, Okamura A, Yoshida N, Taniyama Y, Murakami K, Ohkura Y, Nakajima Y, 

Yagi K, Fukuda T, Ogawa R, Hoshino I, Kunisaki C, Narumiya K, Tsubosa Y, Yamada K, Shimada H; 

Japan Esophageal Society Promotion Research: p53 Antibody Multicenter Research Group: Prognostic 
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impact of carcinoembryonic antigen in 1822 surgically treated esophageal squamous cell carcinoma: 

multi-institutional study of the Japan Esophageal Society. Dis Esophagus doac029,2022 

DOI：10.1093/dote/doac029 PMID： 35661884 

 

 

16. 形成外科学講座（大森） 

荻野 晶弘 

 

【概要】 

受傷後の修復組織で線維化を実行する線維芽細胞の由来は不明な点が多く、一部では Fibrocyte

という骨髄の血液細胞から由来することが報告されている。これまでに我々は皮膚潰瘍組織に好塩

基性線維芽細胞増殖因子(basic fibroblast growth factor: bFGF)を投与すると CD34 と Procollagen1 を共

発現する Fibrocyte が増加することを明らかにした。この CD34+/Procollagen1+ fibrocyte は毛細血管

の内皮細胞の形態を示すことから、この Fibrocyte は bFGF 投与後の皮膚潰瘍における血管形成に

関与すると考えられた。 

我々の研究では bFGF で誘導される CD34+/Procollagen1+ fibrocyte による血管形成を in vitro で証

明するため，bFGF 投与した皮膚潰瘍組織をコラーゲンゲルに移植し Fibrocyte による血管形成を in 

vitro で検討した。手法としては bFGF 投与したラット皮膚潰瘍組織を採取しコラーゲンゲルに移植

し三次元培養を行った。その結果 bFGF 投与群のコラーゲンゲルでは CD34+/Procollagen1+ fibrocyte

の有意な増加を確認した。この CD34+/Procollagen1+ fibrocyte は血管内皮様の形態を示し、このコ

ラーゲンゲルでは CD34mRNA の増加も確認された。したがって bFGF 投与した皮膚潰瘍における

血管形成には bFGF で誘導される CD34+/Procollagen1+ fibrocyte の関与が in vitro でも示された。         

さらに CD34+/Procollagen1+ fibrocyte 誘導メカニズムを解析するためケモカインの発現性を検討

した。従来の報告では C-X-C chemokine receptor-4( CXCR4)とその ligand の C-X-C motif chemokine 

ligand 12( CXCL12)の刺激により Fibrocyte が集積することが報告されている。そこで bFGF 投与し

た皮膚潰瘍組織における CD34+/Procollagen1+ fibrocyte と CXCL12 の発現性を検討すると bFGF 投

与組織やこれを移植したコラーゲンゲルでは CXCL12 の発現増加が認められた。逆に CXCL12 ア

ンタゴニスト AMD3100 を bFGF 投与皮膚潰瘍に投与すると CD34+/Procollagen1+ fibrocyte の減少

が確認された。よって bFGF による CD34+/Procollagen1+ fibrocyte 発現誘導には CXCL12 の関与が

明らかとなった。本研究の特色はコラーゲンゲル三次元培養から bFGF 投与による

CD34+/Procollagen1+ fibrocyte の発現誘導を in vitro で示したことである。さらに CXCL12 アンタゴ

ニストの投与実験から CD34+/Procollagen1+ Fibrocyte 誘導における CXCL12 の特異的関与を明らか

にした。これまで皮膚潰瘍の修復細胞は経時的に大きく変化し複雑な動態を示すことから、線維芽

細胞を含む修復細胞の由来は不明な点が多い。今回の結果は皮膚潰瘍の組織修復における血管形成

には骨髄の血液細胞由来の CD34+/Procollagen1+Fibrocyte の誘導が重要であり、この過程にケモカ

イン CXCL12/CXCR4 が大きな影響を与えることを示した有意義な研究と考える。 

 

 

 

17. 皮膚科学講座(大森)                               

吉田憲司、石河 晃 

 

【概要】 

皮膚科教室では、1.天疱瘡の水疱形成機序の解明と Dsg/Dsc ビーズ凝集法による天疱瘡の疾患活

動性評価の研究、2.サイトカインと末梢神経の相互作用に着目した水疱性類天疱瘡の掻痒発生機序

の解析の研究、3. 悪性黒色腫細胞の生存応答において MIF-CD74 シグナルが果たす役割の検討を

主に行っている。１では、天疱瘡患者を時系列で病勢と抗 Dsg 抗体価を観察した場合、ELISA 法に
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よる抗 Dsg 抗体価の推移で病勢を推定する場合よりも、Dsg/Dsc ビーズ凝集法の方が抗 Dsg 抗体価

の変動に伴う病勢の変化を正確にとらえることができることを証明した。２では、水疱性類天疱瘡

患者を掻痒の強さで 2 群に分けた際、掻痒が強い群において、末梢神経密度が高く、患者血清・水

疱内溶液中の IL-31、TSLP、IL-4 が高い傾向が見られた。また、健常者皮膚や水疱性類天疱瘡患者

皮膚の末梢神経上には IL-31 受容体の発現が蛍光染色では最も観察されることがわかった。3 では、

悪性黒色腫細胞株にダカルバジン、シスプラチン、そして MIF 阻害薬を単剤もしくは併用下で作

用させた上で RNA を抽出し、RNA シーケンス解析を行うことで、MIF-CD74 シグナルによって普

遍的に制御されている悪性黒色腫細胞が殺細胞性抗癌剤に対して耐性を獲得する際に中心的な役

割を果たしている遺伝子を探索予定である。臨床面においては、自己免疫性水疱症の血清学的検査

を蛍光抗体法、ELISA 法、免疫ブロット法、ビーズアッセイを用いて解析を行い、正確な診断をし

て症例報告をした。また表皮水疱症に対しても、電子顕微鏡、基底膜関連蛋白の蛍光抗体法により

正確な病型診断を行うとともに、重症汎発型単純型表皮水疱症の電子顕微鏡所見と病勢に関する報

告をした。 

 

【研究業績】 

■ 原著 

（英文）  

1.Kenji Yoshida, Anri Imai, Takayuki Kurita, Ken Ishii, Akira Ishiko：A case of bullous 

pemphigoid complicated by mucosal lesions due to mucosal-dominant pemphigus vulgaris: 

analyzing the pathogenicity of anti-desmoglein 3 antibodies using a bead aggregation assay. 

International Journal of Dermatology. 63(7):956-958.2024.7. 

2.Ken Ishii, Norito Ishii, Akira Ishiko, Takashi Hashimoto：Pemphigus Autoantibodies to 

Desmocollin 3 but Not to Desmocollin 1 Directly Block Heterophilic Desmoglein/Desmocollin 

Transinteraction. J Invest Dermatol. 144(6):1394-1397. 2024.6. 

3.Shuhei Mashimo, Ayano Matsuoka, Kenji Tanese, Osamu Kan, Akira Ishiko：Idiopathic 

Multiple Localized Lipoatrophy Mimicking Amyotrophic Lateral Sclerosis. 

Cureus.16(12):e74887.2024.12. 

 

（邦文） 

1.定本真理子,吉田憲司,漆畑真理,志水陽介,石井健,杉江瑠美,古賀浩嗣,石井文人,石河晃：腎移植後の免疫

抑制薬内服中に生じた Brunsting-Perry 型類天疱瘡の 1 例. 臨床皮膚科 78(4): 315-320. 2024.04 

2.栗田昂幸、吉田憲司、久保亮治、石河晃：電子顕微鏡検査を施行した重症汎発型単純型(Dowling-

Meara 型)表皮水疱症 5 例のまとめ. 日本皮膚科学会雑誌. 134(7): 1885-1894. 2024.06 

 

■総説 

(英文) 

１. Keiji Tanese, Dai Ogata. The role of macrophage migration inhibitory factor family and CD74 in 

the pathogenesis of melanoma. Exp Dermatol. 33(6):e15122.2024.6 

 

(邦文) 

1.石河 晃：表皮水疱症. 皮膚科,5(1):15-21,2024.1. 

2.吉田憲司：組織学的検査 先天性疾患の免疫染色・蛍光抗体染色検査. 皮膚病診療 46 巻

Suppl: 70-72. 2024.12 
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18. 内科学講座  神経内科学分野(大橋) 

紺野晋吾 

 

【概要】． 

2023 年から 2024 年にかけて、本研究グループの基礎研究は、神経免疫疾患の病態解明と治療戦

略に関わる実験的検討を背景としつつ、臨床研究を強く補完する形で展開された。 

2024 年には、臨床領域の発表が大きく拡大し、エフガルチギモドやラブリズマブを中心とした新

規分子標的治療の有効性と安全性が複数の原著で示された。その一方で、骨密度変化と骨折リスク

に関する長期追跡研究は、疾患関連因子が身体構造に及ぼす影響を明らかにし、臨床予測モデルを

通じて基礎的変化を可視化した点で特色を持つ。学会発表では、CCR 阻害薬や S1P 受容体作動薬

を用いた実験的ニューロパチーモデルでの修復促進効果が取り上げられ、基礎研究の成果が今後の

原著化に向けて準備されつつある。 

 

【研究業績】 

■原著 (英文) 

1. Konno S, Fujioka T: Serum immunoglobulin G level reduction is a predictor of short-term 

improvement in patients with myasthenia gravis undergoing plasmapheresis. Ther Apher Dial 

28:131-140, 2024  

 

２. Konno S, Uchi T, Kihara H, Sugimoto H.: Long-term bone density changes and fracture risk 

in myasthenia gravis: implications for FRAX® tool application. Healthcare 12,1793.2024 

 

 

19. 内科学講座  循環器内科学分野(大橋) 

窪田 哲也 

原 英彦 

 

【概要】 

過体重はさまざまな代謝性疾患を悪化させるため、肥満を制御するための標的分子の同定が求めら

れている。本研究では、体重増加の少ないマウスに共通する代謝関連の生理的特徴を明らかにする

ことを目的とした。対象としたマウスは、(1) Gprc5b欠損マウス、(2) Gipr欠損マウス、(3) Irx3

欠損マウスの 3種類である。これらの低体重増加マウスとそれぞれの野生型対照マウスとの間で発

現差を示す遺伝子（DEGs：differentially expressed genes）を解析し、代謝に関与する遺伝子を

探索した。低体重増加マウスの共通した特徴は、摂食量が同程度であるにもかかわらず、鼠径部白

色脂肪組織（iWAT）および肝臓重量が低く、血中レプチン濃度が低値であり、エネルギー消費量が

高いことであった。これらのマウスに共通して変動していた iWAT、精巣上体（性腺）白色脂肪組

織、褐色脂肪組織などの DEGsを、代謝関連候補遺伝子として抽出した。その中から、iWATで発現

していた遺伝子 tetraspanin 7（Tspan7）を候補として選択し、ノックアウトおよび過剰発現マウ

スモデルを用いて検証を行った。その結果、Tspan7の発現が低いマウスでは体重増加が大きく、逆

に Tspan7発現が高いマウスでは体重増加が抑制されることが明らかとなり、Tspan7遺伝子が体重

調節に関与することが確認された。以上の結果から、本研究で抽出された候補遺伝子群には、肥満

制御のための標的分子となり得る遺伝子が含まれていることが示唆された。今後、さらなる検証と

低体重増加マウスに関する追加データを蓄積し、肥満に関連する分子メカニズムを明らかにする。 

 

【研究業績】 

■原著 
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英文  

Nemoto S, Kubota T, Ishikura T, Nakayama M, Kobayashi A, Yazaki J, Uchida K, Matsuda M, 

Kondo T, Ohara O, Koseki H, Koyasu S, Ohno H. Characterization of metabolic phenotypes and 

distinctive genes in mice with low-weight gain. FASEB J. 2024 Jan;38(1):e23339. doi: 

10.1096/fj.202301565R.  

 

■著書: 

窪田哲也、竹内直志、大野 博司: 腸内細菌を介した単純糖質がインスリン抵抗性を増悪さ

せる 糖尿 

病学 2024 p21-29 

 

■総説 

窪田哲也: 肥満・インスリン抵抗性におけるメタゲノムを中心とした統合的解析 日本体質医

学会雑誌 86 1347-1378 2024.8 

 

 

20. 外科学講座 一般・消化器外科学分野(大橋) 

斉田芳久 

渡邉 学 

長田拓哉 

 

【概要】 

我々の教室では、香りによる癌治療に関する基礎的研究を行っている。2024 年 1月〜12月の期

間中に抗腫瘍効果を持つ植物由来精油（アロマオイル）の探索を行い、レモンマートルを同定し

た。レモンマートル精油は、その 83％がシトラール（ゲラ二アール＋ネラール）で構成されてお

り、シトラール単体にも強い抗腫瘍効果を認めた。乳癌を移植したマウスに対してレモンマート

ルの香りを 6時間吸引させたところ、コントロールと比較して 4週間後には有意な腫瘍縮小効果

を認めた。しかしレモンマートルの香りを長時間（12時間）吸引させると、マウスの肺に強い炎

症が起こり、3週目からマウスが死に始めた。以上より、レモンマートルのアロマオイルにはシ

トラールが多く含有されており、乳癌細胞にアポトーシスを誘導するが、長時間接種すると、生

体に重篤な合併症が発症する危険性が示唆された。 

また、岩手医科大学との共同研究として，スペクトラルＸ線 CTや 7T-MRIを中心として悪性腫瘍

に対する画像診断の研究を行い，新たな画像診断機器の開発を行っている．科学研究費助成事業 

基盤研究 C 「スペクトラルＸ線 CTと 7T-MRIを使った癌のマルチモーダルイメージング」など

の研究費を取得し，その研究成果は国内外での学会および英文論文にて報告した。 

 

【研究業績】 

■原著 

（英文） 

1) Nagata T, Satou T, Hayashi S, Satyal P, Watanabe M, Riggs B, Saida Y：Citral in lemon myrtle, 

lemongrass, litsea, and melissa essential oils suppress the growth and invasion of breast cancer cells. BMC 

Complement Med Ther. 24(1):211. Doi:10.1186/s12906-024-04511-4. 2024. 

2) Ito K, Sato E, Moriyama H, Hagiwara O, Enomoto T, Yoshida S, Watanabe M. Fully digitalized triple-

energy x-ray computed tomography with high spatial resolutions using beam hardening. Rev. Sci. Instrum. 

95, 083708 doi: 10.1063/5.0207543. 2024. 

 

■総説 
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 (邦文) 

１. 長田拓哉：アスナロ精油の抗腫瘍効果に関する研究. におい・かおり環境学会誌 55(1)14-19, 

2024 

 

 

21 内科学講座 膠原病学分野(大橋) 

亀田 秀人 

 

【概要】 

関節リウマチ（RA）の発症機序を解明するために、RA 患者を対象として関節超音波検査、血漿サ

イトカインの経時測定を行い、RA 再燃の機序から RA の発症機序を追求している。外来に設置さ

れてある関節超音波機器を用いた軟骨厚の定量・半定量的測定を含めた検査では従来の X 線検査

所見との比較も行い、その成果を米国リウマチ学会の学会誌に報告し、プレスリリースを行った。

さらに 2015 年より実施している FLAIR 研究においては、観察期間中に計 251 検体の血漿サンプル

が採取され、大橋総研部に設置されてある Meso Scale Discovery 社の超高感度測定キットを用いて

IL-1β、IL-2、IL-6、IL-8、IL-10、TNF、IFNα、IFNγ、GM-CSF、VEGF、sTNFR1、sTNFR2、sIL-6R

の経時的な濃度測定を行った。今後、生物学的製剤中止後の詳細なバイオマーカーや関節超音波所

見の推移についての解析を予定している。 

 

【研究業績】 

■原著 

（英文） 

Ogura T, Hirata A, Hayashi N, Imaizumi C, Ito H, Takenaka S, Inoue Y, Takakura Y, Mizushina K, Katagiri T, 

Kameda H. Finger joint cartilage evaluated by semi-quantitative ultrasound score in patients with rheumatoid 

arthritis. Arthritis Care Res 2021;73(2):173-179 (E-pub 25 October 2019). 

 

 

22. 病院病理学講座 (大橋) 

  高橋 啓 

 

【概要】 

1）カンジダ細胞壁成分誘導川崎病血管炎マウスモデルを用いて血管炎発症機序の解析を続けてい

る。本モデルの血管炎発症にはαマンナンが自然免疫受容体であるデクチン 2 と結合することが重

要であり、その結果 Syk や CARD9 等の分子が活性化され、種々のサイトカインが産生され血管炎

に至る。これまでに Syk 阻害薬投与による血管炎抑制効果について組織学的に検討しその効果を明

らかにした。昨年に引き続き、投与後早期（0,1,3,5 日）の心基部大動脈、冠動脈の組織像について

検討した。本モデルの血管炎の最初期像は大動脈内膜への炎症細胞の小塊状接着であり、その後炎

症が外膜、中膜の順に進展し、経時的に炎症が拡大、汎血管炎に進展することが明らかになった。 

2）川崎病既往成人突然死例の冠動脈の病理所見を検討し、血管炎後遺病変と粥状動脈硬化症との

関連について考察した。冠動脈瘤を伴う症例では瘤部以外の冠動脈枝にも血管炎瘢痕が存在し、粥

状硬化性変化が生じやすい可能性がある。一方、血管炎瘢痕を認識し得ない若年成人症例において

も高度の粥状硬化症が生じる場合があり、生活習慣病の予防が重要と考えられた。今後、症例を増

やし検討を行う。 

 

[研究業績] 

■原著 

（英文と邦文） 

１. Asakawa N＊†, Oharaseki T†, Yokouchi Y†, Miura N, Ohno N, Takahashi K†：  A pathological 

study on the efficacy of Syk inhibitors in a Candida albicans-induced aortic root vasculitis murine model.  

Cardiovascular pathology : the official journal of the Society for Cardiovascular Pathology  ： , 2024 
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２. Yokouchi Y＊†, Asakawa N†,Oharaseki T†, Takahashi K†：  Thirty-year overview of Japanese 

autopsy cases of Takayasu arteritis -Results of analysis of Japanese autopsy reports.  Modern 

Rheumatology  34 (5) ：999 -1005 , 2024 

３. Yokouchi Y＊†, Asakawa N†, Iwase H, Nasu T, Takahashi K†：  Autopsy report of a sudden infant 

death that was strongly suspicious of Kawasaki disease.  Pathology international  74 (7) ：408 -414 , 

2024 

 

■総説 

（英文と邦文） 

１. 横内幸†, 浅川奈々絵†, 高橋啓†：  川崎病の病態.  カレントテラピー  42 (4) ：14 -18 , 2024 

２. 横内幸†, 浅川奈々絵†, 高橋啓†：  川崎病性巨大冠動脈瘤.  リウマチ科  72 (2) ：222 -227 , 

2024 

３. 横内幸†, 浅川奈々絵†, 高橋啓：  遠隔期川崎病冠動脈病変の病理.  日本臨牀  83 (3) ：291 -

294 , 2025 

４. 浅川奈々絵†, 横内幸†, 高橋啓†：  マウスモデルからみる川崎病の病態.  日本臨牀  ：314 -319 , 

2025 

５. 高橋啓†：  冠動脈瘤のはなし.  病理と臨床  42 (9) ：937 -940 , 2024 

 

 

23. 脳神経外科学講座（大橋） 

  岩渕 聡 

 

【概要】 

2024 年は、膠芽腫に対する抗腫瘍アロマ療法の基礎的研究を継続した。2023 年に基礎検討を行

ったレモングラス精油について、動物モデルを用いた in vivo 実験を実施した。具体的には、RSV-

M 細胞を用いてマウス膠芽腫モデルを作成し、レモングラス精油の抗腫瘍効果を検証した。その結

果、レモングラス精油を吸入させた群（n=6）は、コントロール群（n=6）と比較して有意に生存期

間が延長した（p=0.0102）。さらに、研究終了時点において、累積生存率は 50％を下回らなかった。

レモングラス精油の主成分であるシトラールは、同精油中に約 70〜80％含有される。シトラールは

膠芽腫に対し抗腫瘍効果を有する可能性が示唆されており、揮散（蒸散）させた状態でもその効果

が発揮されることが明らかとなった。以上より、レモングラス精油は in vivo においても抗腫瘍効

果を示し、膠芽腫に対する新規治療戦略となり得る可能性が示唆された。加えて、新たにフランキ

ンセンス精油を用いた研究を開始した。ヒト膠芽腫細胞株（U87、T98G）およびマウス脳腫瘍細胞

（RSV-M）を用い、フランキンセンス精油存在下で 72 時間培養すると、腫瘍細胞増殖の抑制効果

が認められた。このことから、揮散したフランキンセンス精油成分が周囲の腫瘍細胞に直接作用し

ていると推測された。 

さらに、フランキンセンス精油の主成分であるα-ピネンおよびリモネンを単独で添加した場合

にも、同様の増殖抑制効果が確認された。マウスを用いて脳内移行性を評価したところ、α-ピネン

は 30 分間の吸入投与で、90 分間吸入時と同等の脳内移行が認められた。一方、腹腔内投与ではα

-ピネンの脳内移行はほとんど認められなかった。リモネンでは、30 分間吸入よりも 90 分間吸入で

脳内移行量が増加した。吸入投与と腹腔内投与を比較すると、いずれの成分も吸入投与の方が脳内

移行量は高かった。 

α-ピネンの抗腫瘍機序の解析では、アポトーシス誘導および細胞周期停止作用が示唆された。

α-ピネンはフランキンセンス精油に約 40％含有される主要成分であり、本研究により、悪性神経

膠腫においてα-ピネンが腫瘍細胞の増殖を抑制し得るメカニズム、ならびに吸入投与によりその

抗腫瘍作用を発揮し得る可能性が明らかとなった。 

 

[研究業績] 

■原著 

（英文） 

1. Saito N, Hirai N, Koyahara Y, Hiramoto Y, Fujita S, Nakayama H, Hayashi M, Ito K, 

Iwabuchi S：  Development of Anti-Tumor Aroma Therapy for Glioblastoma with Lemongrass 
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Essential Oil. Neuro-Oncology, Volume 26, Supplement_8, Pages viii125–viii126, 2024 

 

 

10．医学研究科先端医科学研究センター 実験動物センター 

 
第１章 総則 

 

第１条 この規程は、東邦大学動物実験取扱規程に則った東邦大学医学部先端医科学研究センター

実験動物センター（以下センターと略す）の円滑な利用と運営を図ることを目的としてい

る。 

２  センターは共同利用施設であることを認識し、この規程に従い利用しなければならない。 

 

第２条 管理運営は、次の原則に則る。 

１． 対象動物は、ＳＰＦのマウス、ラット、モルモット、ウサギとする。但し、これら以外

の動物種等の搬入申請については、申請毎に収容施設などを考慮し、実験動物センター

管理運営委員会で決定する。 

２． 手術・実験室および処置室は共同実験室である。 

３． センター内の動線を遵守する。 

４． 健康状態に異常のある者の入室は禁止する。 

５． 動物の取り扱いは動物愛護の倫理に基づいて行なう。 

６． 利用者は平等である。 

７． 本規程を遵守しないセンター利用者で、警告により改善を認めない場合にはセンター利

用禁止とする。なお、利用禁止期間は管理運営委員会で討議して決める。 

 

第２章 施 設 の 概 要 

 

１．建 物  鉄骨鉄筋コンクリート 

 

医学部２号館３階，床面積 １,５２０ｍ2 

 

一般区域 

飼育室 １１室 物品庫 １室 更衣室 １室 

特殊実験室 １室 飼料庫 １室 受付 １室 

処置室 ２室 実験機器保管庫 １室 床敷準備室 １室 

手術・実験室 １室 洗浄・滅菌室 １室 運搬台車置き場 １室 

ケージ準備室 １室 洗濯・乾燥室 １室 技術員室 １室 

 

ＢＳ区域 

ＢＳ室 １０室 前室 １室 更衣室 １室 

滅菌物準備室 １室 滅菌室 １室  
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感染実験区域 

感染実験室 ５室 前室 １室 更衣室 ２室 

滅菌物準備室 １室     

 

実験室 

実験室 １室  

 

センター外区域 

センター外飼育室 １室 中型実験動物実験室 １室 

廃水処理室 １室   

 

 

２．設 備  

 

 

1） 給 水 設 備 

 

公共用水道より分岐し、上水用高架水槽に揚水し、重力式でセンターに供給。 

 

2） 照 明 設 備 

 

朝８時点灯、夜８時消灯の１２時間明暗自動式。 

 

３．センター内動線 

 

センター内の各部屋へ入る順番を遵守すること。 

 

入室順 

①BS 区域の部屋 

②繁殖室 

③一般区域の部屋、処置室、手術･実験室、実験室 

④感染実験区域の部屋 

 

 

３．空 調 設 備 

 

系統 室     名  
室温・湿度 

条件 
給気濾過器 排気濾過器 

ＢＳ 
ＢＳ区域前室・更衣室， 

ＢＳ室，滅菌物準備室，滅菌室 

オール   

フレッシュ 

23±2℃ 

55±5％ 

中性能 

フィルター 

高性能 

フィルター 

高性能 

フィルター 

活性炭 

フィルター 
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ＩＥ 
感染実験区域前室・更衣室， 

感染実験室，滅菌準備室 

オール   

フレッシュ 

23±4℃ 

55±15％ 

高性能 

フィルター 

高性能 

フィルター 

活性炭 

フィルター 

Ａ１ 
第 4、5、6、7飼育室，15飼育室， 

第 1、2処置室 

オール   

フレッシュ 

23±2℃ 

55±5％ 

中性能 

フィルター 

高性能 

フィルター 

高性能 

フィルター 

活性炭 

フィルター 

Ａ２ 
第 1、2、3、8、9、10、11飼育室，

特殊実験室 

オール   

フレッシュ 

23±2℃ 

55±5％ 

中性能 

フィルター 

高性能 

フィルター 

高性能 

フィルター 

活性炭 

フィルター 

ＳＡ 

受付，洗浄・滅菌室，技術員室，

ケージ準備室，飼料庫，飼育室関

連廊下，物品庫，床敷準備室，洗

濯・乾燥室，更衣室，実験機器保

管庫，実験室 

オール   

フレッシュ 

23±2℃ 

55±5％ 

中性能 

フィルター 

高性能 

フィルター 

な し 

ＯＲ 手術・実験室 
オール   

フレッシュ 

23±2℃ 

55±5％ 

中性能 

フィルター 

高性能 

フィルター 

高性能 

フィルター 

活性炭 

フィルター 

Ａ３ センター外持ち出し動物飼育室 

ルーム 

エアコン 

循環式 

独立 

一般空調 
な し な し 

 

 

 

系統： 設計上の系統別を分類する便宜上の名で、系統ごとに独立した空調である。 

 ＢＳ：barrier system ； Ａ：animal ； ＳＡ：supporting area ；  

 ＯＲ：operating room ； ＩＥ：Infection experiment 

 

第３章 管理運営の基本 

 

第１条 センター管理責任者、管理主任、および学内から選任した管理運営委員会委員約 8名か

らなる実験動物センター管理運営委員会がセンターの運営を行う。   

 

１． センターの管理運営上の組織は下図のとおりである。  

 

施設管理のフローチャート  

 

医 学 部 長 

 

 

総 研 委 員 長 

 

 

管理運営委員会（センター管理責任者・管理主任・委員） 
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飼      環        手     研 

育      境        術     究 

部      整        ・     部 

           門      備        実     門 

                  部        験 

                  門        室 

                           管 

                           理 

                           部 

         門 

 

 

 

２． 管 理 方 法  

 

1）管理運営委員会は、管理運営委員約 8 名と管理責者、管理主任で構成され、必要によ

り実験動物の専門家のアドバイスを参考に審議・検討する。 

2）管理責任者は、実験動物センターの最高責任者である。 

3）管理主任はセンター全般の管理に関しての責任者であり、管理責任者の業務を全面的

に補助する。 

4）技術員は各々の担当業務を、責任をもって遂行する。 

 

３． 飼 育 管 理  

 

1）一般区域の飼育管理はセンターが行う。 

2）実験上特殊飼育（絶食・絶水を含む）が必要な場合は、実験者が飼育管理する。ＢＳ

区域，感染実験区域，自己管理飼育繁殖室，特殊実験室およびセンター外持ち出し動

物飼育室は利用者が飼育管理する。 

 

４. 申 請 書 類 

 

センター規定用紙は、Ｆ１～Ｆ４、Ｆ６からなる。 

 

５. センター利用者の要望・意見 

 

利用者の要望ならびに意見は、管理運営委員会に書面にて提出（センター内設置要望・

意見用紙箱への提出も可）すること。提出された件は管理運営委員会で審議・検討し、

回答する。 

 

 

第４章 センターの利用方法 

 

第１条 利 用 対 象 者  

 

動物実験委員会から承認された「動物実験計画書」に記名されている者（実験従事者）と

し、「動物実験指針講習会」の受講を必須とする。  

       

 

第２条 実験動物センター利用手順と入退室用ＩＣカード  

 

1) センターを利用しようとする者は、動物実験委員会より実験計画の承認を得る。 

2) 総合研究部ホームページまたはセンターホームページより「実験動物センター利用申

請書」をダウンロードし、必要事項を記入してセンターへ提出する。 
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新たな実験従事者を入室させるためには、事前に動物実験委員会に追加申請した後、

上記申請書をセンターへ提出する。 

3) 職員証（ＩＣカード）により、入退室すること。 

職員証（ＩＣカード）を所持していない方は、取得について学事支援課に問い合わせ

る。 

 

 

第３条 利 用 時 間 

 

１． 利用時間の制限は設けない。 

２． 動物注文や種々の依頼手続および問い合わせ等は、原則として平日 9:00 AM ～ 5:00 PM

とする（受付：内線 2437）。 

３． 事故、緊急連絡事項は、技術員在駐時間であれば受付（内線 2437）へ、その他の時間は、

守衛室（内線 2110）へ連絡する。 

 

技術員在駐時間 

平   日      ８ ： ４０A.M ～ ５ ： １０P.M 

土 曜 日       ８ ： ４０A.M ～ １ ： ４０P.M 

休   日      ８ ： ４０A.M ～ １ ： ４０P.M 

 

 

第４条 センター入退室の方法  

 

１． 入退は、カード管理自動ドアのみである。 

２． カード管理自動ドアは、利用者所有の職員証（ＩＣカード）で開閉できる。 

３． 利用者は技術員の指示、センター内の表示等に従う。 

４． 利用対象外者(未登録者)を入退室させる場合、カード所有者と共に入退室し、入退室時に

カード所有者および未登録者は、利用対象外入室者記録簿に必要事項を記入すること。 

利用対象外者（未登録者）を入退室させる場合、カード所有者が全ての責任を追うものとする。 

なお、利用対象外者（未登録者）の入室理由とは、施設見学または搬入業者の運搬等であり、

実験補助は対象外である。 

 

入室手順 

1) 職員証（ＩＣカード）によるドアの開閉。 

2) 白衣などを脱ぎ、センター入口の所定の場所に掛ける。 

3) 入口に備え付けのサンダルに履きかえる（ステップの上では履かない）。 

4) 更衣室前で消毒薬にて手指消毒（ラビング法）を行う。 

5) 更衣室で青衣着用する。 

6) 使い捨てマスクを装着する。 

7) 各利用区域に移動し入室する（但し、入室方法は各区域の項に準ずる）。 

退室手順 

1) 青衣を所定の場所に掛ける。 

2) ゴミ箱に使い捨てマスクと手袋を捨てる。  

3) 更衣室前で消毒薬にて手指消毒（ラビング法）を行う。 

4) サンダルを脱ぎ、回収ボックスに入れる（ステップの上で脱がない）。 

5) 白衣などを着る。 

6) 職員証（ＩＣカード）によるドアの開閉。 

 

 

第５条 実験用ロッカー (大・小) 利用方法 

 

実験用ロッカーは、利用者の持参した実験用品を一時保管するためのものである。 
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1) 実験用ロッカーの使用希望者は、（Ｆ４）を提出する。 

2) 貸出期間は年度内とする。 

3) センターより貸し出した鍵により開閉できる（鍵の紛失は、利用者負担とする）。 

4) 自己管理とする。 

 

 

第６条 運搬台車利用方法 

 

共用利用物のため、利用方法を厳守すること。利用方法が厳守されない場合、撤去するこ

ともあるので利用者各人が責任を持って使用する。 

1) 運搬専用（動物・物品等）である。 

2) 他の利用者のため、使用後は所定の場所に返却する。 

3) 清潔な状態で返却する。 

4) 台車の上で処置等は行わない。 

5) 感染防止のため、飼育室への搬入は行わない。 

 

 

第７条 動物の持ち出し方法 

 

１． センター内で飼育している動物は、処置等のためセンター外に持ち出すことができる。 

２． センター外へ持ち出した動物は、センターへの再度の持ち込みは禁止であるが、継続飼育

を希望する場合、センター外持ち出し動物飼育室を利用できる（「第９章 センター外持ち

出し動物飼育室の利用」を参照）。 

３． センター外に持ち出した動物は利用者の責任の下、逃亡防止に努める。 

 

一般区域からの持ち出し方法 

1) 各飼育室でセンター常設の移動ケージまたは蓋付バケツに動物を入れ（但し、移動ケ

ージは移動用密閉容器に入れる）、センター外に持ち出し、各講座・研究室または研

究分野まで運搬する。 

2) 移動後は当日返却とし、返却時はセンター入口でアルコール噴霧消毒後、所定の場所

に返却する。 

 

BS 区域からの持ち出し方法 

1) 滅菌済みケージを使用する（ケージが必要な場合は依頼（Ｆ３）できる）。 

2) 各飼育室でケージに動物を入れ、（但し、ケージは移動用密閉容器に入れる）、センタ

ー外に持ち出し、各講座・研究室または研究分野まで運搬する。 

3) 移動後は当日返却とし、返却時はセンター入口でアルコール噴霧消毒後、所定の場所

に返却する。 

 

第８条 飼料庫の利用 

 

１． 飼料庫にはセンター所有の飼料が保管してあり、一般区域飼育室（センター管理）にて使

用している。 

２． センター所有の飼料を利用者が使用することができる。 

その際は、必ず事前にセンターまで連絡をする。 

３． 飼料庫にはセンター所有の飼料以外にも特殊飼料をセンターの許可を得て自主保管する

ことができる。 

 

飼料の持ち出し方法 

1) 事前にセンターに連絡し、説明を受ける。 

2) 飼料を持ち出す際は、飼料庫に備え付けの「利用者飼料持ち出し記録」に必要事項を

記入する。 

3) 飼料を持ち出す際は、搬入日の記載を確認し、古い日付から持ち出す。 
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特殊飼料の保管 

1) 飼料の保管は自主保管であるが、管理方法に不備がある場合、管理運営委員会より改

善の注意をし、さらに利用中止もある。 

2) センターに保管スペースの確認をする。 

3) 飼料搬入は利用者が行い、搬入の際は必ずアルコール噴霧消毒を行い飼料庫に搬入す

る。 

搬入後、飼料に所属と搬入日の記入を行う。 

4) 飼料の保管期間は搬入日より最長６か月とする。但し、使用期限が短いものはその期

限とする。 

5) 開封後の飼料は速やかに使用する。 

6) 保管期間を超えた飼料は処分する。 

7) 実験終了後の飼料は利用者が速やかに処分す 

 

第５章 一般区域の利用 

 

第 1 条 一般区域の概要 
 

１． 一般区域は、飼育室（№１～№10、№15）、処置室（第１、第２）、第１手術室など共有施

設からなる。 

 

２． 飼育室の№１、№２は、飼育室以外に前室がある。 

 

 

 

 

第２条 一般区域の利用方法 

 

１． センター内に持ち込む物品等は、入口でアルコール噴霧消毒をする。 

２． 各部屋入口に設置したアルコールでサンダル裏を噴霧消毒し、入室する。 

３． ネズミ返しは常時設置し、逃亡防止に努める。 

洗浄・滅菌室 
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ジ
準
備
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床
敷
準
備
室 

技術員室 
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ト） 
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ELV 
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受付 

 

    

第 1 手術 
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 36 

４． ドアは開放厳禁（前室がある飼育室は、2 枚のドアを同時に開けてはならない）。 

５． 利用者による紛失・破損等は、原則として利用者負担とする。 

６． 使用動物数の告知の義務として、フリーザーに備え付けの記録用紙に必要事項を記入する。 

７． センター備え付けの特殊飼育器具の操作は、技術員に限定する。 

８． センター内で発生した廃棄物は、全て分別して指定容器に捨てる。 

 

 

第３条 利用者の入退方法 

 

１．入室 

1) 所定の位置より滅菌缶を取り、目的とする飼育室へ移動する。 

2) 無塵衣・帽子を取り出し装着する。 

3) 青衣を滅菌缶の中に入れる（滅菌缶は廊下に置く）。 

4) サンダルの裏をアルコールで噴霧消毒し入室する。 

5) 備え付けの使い捨てのゴム手袋を装着する。 

6) 作業を開始する。 

 

２．退室 

1) 作業終了後、廊下に出る。 

2) 滅菌缶から青衣を出し、無塵衣から着替える。 

3) 脱いだ無塵衣・帽子はきれいにたたみ、滅菌缶の中に入れ、所定の位置に置く。 

4) 処置等で処置室や手術・実験室を使用する場合は、無塵衣のまま移動してもよい。 

 

 

第４条 動物の取扱方法  

 

１． センター内での動物の処置は、処置室または手術・実験室のみとする。 

２． 遺伝子改変動物については、移動用密閉容器に入れて運搬する。 

３． BS 区域に移動する場合は、BS 区域利用規程「BS 区域ＳＰＦ・特殊実験 第７条 動物

搬入・搬出」参照。 

 

 

第５条 飼育および実験器具等の取扱方法 

  

１． 一般飼育外で必要な備品の利用においては、予めセンターに申し込む（Ｆ４）。 

２． センター外に飼育・実験器具等を持ち出す場合は、許可願を提出し（Ｆ１）、管理責任者

の許可を得る。実験終了後は、借用前の状態に復して速やかに返却する。 

３． 飼育室への飼育器具、器材の持ち込みは原則禁止する。 

４． 実験器具、器材のセンター内への持ち込みは、管理責任者の許可を得る（Ｆ２）。但し、当

日持ち出す場合は除く。 

５． 申請・許可された実験器具・器材の搬入は、センター技術員の在駐時間内とする。 

６． 実験器具・器材の保管場所は実験機器保管庫とする。 

７． 年度初めに使用実験器具等の申請書の提出なく 6 ヶ月以上放置されている場合は、センタ

ーの権限で破棄できる。 

８． 実験に使用するディスポ製品を入れている保管容器に氏名・所属連絡先等の記入が無い場

合、センターの権限で破棄できる。 

 

 

第６条 滅菌依頼の方法  

 

１． 高圧蒸気滅菌を依頼できる。 

２． 滅菌依頼は、滅菌物使用の１週間前までに申し込みをする（Ｆ３）。  

 



 37 

 

第７条 処置室、手術・実験室利用方法  

 

１． 処置室は、随時自由に利用することができる。 

 第１処置室：マウス用 

 第２処置室：ラット・モルモット・ウサギ用 

２． 手術・実験室を使用する際は、原則として利用希望日の１週間前までに申し込む（Ｆ４）。

手術・実験室の予約状況は、センターホームページあるいは手術・実験室前の予定表で確

認できる。 

３． 使用願（Ｆ４）の記入事項の変更は、速やかにセンターへ届け出る。 

 

 

第８条 実験動物の購入方法 

 

１． センターの受入れ可能な実験動物 

原則として、マウス、ラット、モルモット、ウサギとする。 

ただし、入手元から微生物検査結果が提出できるものに限る。 

 

２． センター経由の発注 

センターを経由しない動物の搬入は禁止する。 

 

３． 動物購入のフローチャート 

 

実 験 動 物 セ ン タ ー（医学部２号館３階） 

マウス、ラット、モルモット、ウサギ 

↑① ↓②  ↓⑥      ↓⑦ ↓⑧    ↓③ ↑④ ↑⑤ 

講座、研究室 ← 会計課  動物生産業者 

  ⑨ 

 

① 動物購入請求票（Ｆ６）の提出およびケージカードファイルをセンターに送信（ケー

ジカードファイルは、センターホームページからダウンロードすること。） 

ケージカードファイルが送信されない場合、動物購入請求票を受理しない。 

② 動物購入請求票受理 

③ 発注 

④ 搬入・入荷納品書 

⑤ 検収 

⑥ 動物搬入・納入通知 

⑦ 動物飼育経費通知 

⑧ 入荷納品書および動物購入請求票（会計控） 

⑨ 動物代・管理費請求   

    

付：動物購入費で公費以外の場合には納品書・請求書および動物購入請求票（医学部会計

控用）が各講座、研究室または研究分野に返送する。科研費の場合は発注報告書の提

出が必要であり、見積書・納品書・請求書および動物購入請求表（医学部会計控用）

が各講座、研究室または研究分野に返送する。 

 

第９条 センター繁殖・飼育受託 

 

１． 対象動物 

通常市販していない、あるいは入手困難な遺伝子改変または自然突然変異マウスとする。 



 38 

 

２． 繁殖 

センター技術員が行う。 

 

３． 飼育 

センター技術員が行う。 

 

４． マウス移動方法 

 

BS 室より移動の場合は、微生物検査の添付が必要で、その手順を下記する。 

 

1) 移動希望日の３日前までに、依頼メールをセンター送信する。 

2) ケージカードを作成し、依頼メールに添付する。 

3) センターより移動依頼受理の返信メールをする。 

4) 移動日当日は、BS 室飼育室にて滅菌済みの箱に梱包する。 

5) 台車を使用し、移動先飼育室の前に箱を置いておく。 

6) 飼育室への搬入は、センターが行う。 

 

離乳時の第 8飼育室への移動手順 

 

1) 移動日の 3日前までに、センターより必要な情報をメールにて連絡する。 

2) 必要事項を記入し、ケージカードを作成する。 

3) 移動日までに添付ファイルとしてセンターへ送信する。 

4) 移動日（離乳）に、センターで動物の移動を行う。 

 

（ケージカードを作成するためのファイルは、センターホームページからダウンロードすること） 

 

付記 

実験動物センター繁殖・飼育受託細則 

 

（趣旨） 

第１条 この細則は実験動物センターにおいて受託する動物の繁殖 ・飼育に関し必要な事項を定め

るものとする。 

 

（対象動物） 

第２条 対象動物は通常市販していない、あるいは入手困難な遺伝子改変または自然突然異マウス

とし、SPF 動物として必要な微生物検査証明書があるものとする。 

 

（繁殖方法等） 

第３条 動物の繁殖において受託する動物は委託者が入手し、センター管理責任者（以下管理責任

者という）に繁殖等申込書を提出しなければならない。 

２ 繁殖は 1 ペアを 1 組とし、1 組の使用ケージは 2 ケージと算出する。 

３ １講座（研究室または分野）が委託できるペアの数は原則最大 15 とし、利用講座等の増加

により減少する。 

４ 飼育はセンターが定めた固形飼料と自動給水で行う。 

５ 繁殖室にセンター技術員以外の立入りを禁止する。但し、センターの許可を得た者はその

限りではない。 

６ 繁殖室で予期しない出来事を生じた場合、管理責任者の判断に委託者は同意すること。 

７ 委託者は系統淘汰を生じないように、系統を維持しておくこと。 

 

（飼育方法等） 

第４条 動物の飼育において受託する動物はセンター内で繁殖した動物で、管理責任者に飼育等申

込書を提出しなければならない。 
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２ １講座等が委託できるケージの数は原則最大 50 ケージ（1 ケージ７匹まで収容可能）と

し、利用講座等の増加により減少する。 

３ 飼育はセンターが定めた固形飼料と自動給水で行う。 

４ 飼育室での動物の飼育はセンター技術員が行い、委託者は飼育中の動物を実験のために処

置室へ移動した場合、実験後は飼育室の元の場所へ委託者が戻す。但し、センター外や BS

区域に移した場合、マウスは再び飼育室へ戻せない。 

５ 繁殖室で予期しない出来事を生じた場合、管理責任者の判断に委託者は同意すること。 

 

（料金の納付） 

第５条 別表に規定する出産・飼育経費を徴収する。なお、飼育経費は各月の 1日当りの平均使用

状況から月額を算出し、委託者から徴収する。また、１か月以内であっても、月額を徴収

する。 

２ 出産経費は、出産翌月に徴収する。 

３ 既納の料金は返納しない。 

 

第１０条 動物購入・飼育代および飼料代などの徴収方法 

 

１． 動物購入費はセンター動物購入請求票により請求される。 

２． センター管理運営委員会の定めた基準により、毎月動物の飼育経費（別表参照）を当該各

講座等の研究費より徴収する。 

３． センター技術員は動物種別にケージ数を記録し、これを基に飼育経費を算出して毎月会計

課に報告し、徴収する。 

４． 徴収は月毎にセンターより送られる請求明細書に了承後行われる。 

 

 

第１１条 実験動物殺処分と死体処理方法 

 

１． 殺 処 分  

利用者は実験終了後あるいは実験途中に動物を殺処分する場合は、これを動物実験取扱規

程に則り自ら行わなければならない。 

 

２． 動物の死体処理方法  

 

(1) センター内で実験した動物の死体は、大型死体廃棄用フリーザー（手術室前に常設）

に入れ、センター外に持ち出し実験した動物の死体は、小型死体廃棄用フリーザー（入

口に常設）に入れる。 

(2) 死体は、体液等が漏れないようにビニール袋などに入れる。 

(3) フリーザー内へ安置後、備え付けの用紙に年月日、講座・研究室など所属、氏名、動

物種、数、動物の飼育場所を記入する。 

(4) 飼育中の動物が死亡した場合は、センターより利用者に連絡する。利用者は直ちに、

その動物を処理しなければならない。利用者が直ちに処理できない場合は、センター

は２日間死体を冷凍保存するが、死亡日を含めて３日以上は処分の対象とする。 

  

 

第１２条 申請実験期間外動物の取扱い 

 

管理運営委員会より実験責任者に期限切れを連絡し、動物の殺処分を求める。 

 

第６章 BS 区域の利用 

 

第 1 条 BS 区域の概要 

 

１． BS 区域は、前室、更衣室、滅菌物準備室、BS 室（№1～10）、滅菌室、清浄廊下、汚染



 40 

廊下より構成される。 

 

２． BS 室は、飼育室および後室よりなる。 

 

３． BS 区域の気流は、清浄廊下から汚染廊下へ一方向に構築されている。 

 

４． 感染実験区域に入室した者は、当日の BS 区域への入室を禁止する。 

 

※ 管理運営委員会委員は、実験に影響を与えない限りにおいて環境基準整備のため、利用者の許

可なく、随時検査を行う権限を有する。また、実験動物センター技術員は、常備設備の設置な

らびにその管理などのため、立入る権限を有する。 

 

 

 清 浄 廊 下 

滅菌物 

準備室 

清 

浄 

廊 

下 

BS－6 

飼育室 
BS－7 

飼育室 
BS－8 

飼育室 
BS－9 

飼育室 
BS－10 

飼育室 
オート 

クレーブ 

後室 後室 後室 後室 後室 
滅 

菌 

室 
汚 染 廊 下 

出口↓ 

後室 後室 後室 後室 後室 前室 ←入口 

BS－5 

飼育室 
BS－4 

飼育室 
BS－3 

飼育室 
BS－2 

飼育室 
BS－1 

飼育室 更衣室 

 清 浄 廊 下 
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第２条 BS 室利用方法 

 

 BS 室を利用するにあたり、次の手続きをとらなければならない。 

  

１． 申請 

 

1) 利用可能な BS 室の存在をセンターへ問い合わせる。 

2) センター諸施設･実験関連器具使用願（Ｆ４）の提出をする。 

3) 管理責任者による（Ｆ４）に対する許可。 

 

２．利用方法 

 

1) SPF・特殊実験（感染実験を除く）に利用できる。 

2) 使用開始時、BS 室は SPF・特殊実験に対応できるよう微生物学的に管理されている。 

3) 使用開始以後は自主管理である。 

 

３． 利用終了時  

 

1) BS 室の明け渡し予定日をセンターへ連絡すること。 

2) 部屋の片付け、清掃、消毒（次亜塩素酸ナトリウムを用いる）を行うこと。 

3) センターより、後片付けと清掃状態の点検・確認をうけること。指摘を受けた場合は、

2）を繰り返し、再度確認を受けること。 

 

 

付記 

 

BS 利用上の細則 

 

第１条 概要 

 

１． BS 室内の飼育管理は自主管理とする。ただし、管理方法に不備がある場合、管理運営委

員会より改善の注意をし、さらに利用中止もある。 

２． 各 BS 室は、１室を１つのブロックとする。 

３． BS 室から清浄廊下にはもどらない。 

４． 汚染廊下からの入室や動物および物品等の持ち込みを禁止する。 

５． BS 室間の利用者の移動は禁止する。 

６． ネズミ返しは常時設置し、逃亡防止に努める。 

７． BS 区域のドアは開放厳禁とし、２枚のドアは同時に開けない。 

８． BS 室は常に清潔にし、環境保持に努める。 

９． BS 室からのゴミは利用者が分別して捨てる。 

１０． 利用者による破損等は、原則として利用者負担とする。 

 

 

第２条 動物飼育管理 

 

１． 飼料 

1) 飼料は、BS 区域更衣室を通るルートで搬入する。 

2) 開封後の飼料は、備え付け容器に入れ長期間放置しない。 

 

２． 飲水 

1) 飲水として滅菌水を使用する場合、滅菌を依頼できる。 

2) 滅菌を依頼（Ｆ３）する場合、滅菌室に利用者が用意すればセンターで滅菌する（滅

菌日：金曜日）。 
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３． 床敷 

1) 床敷交換は、週一回は必ず行なう。 

2) ケージ滅菌依頼（Ｆ３）は必要日の一週間前までに提出する。 

3) 滅菌済みの床敷は、滅菌物準備室にある。 

4) 交換後の床敷は、洗浄室の所定の場所に置く。 

 

４． 飼育環境 

1) ケージ内の匹数は適切な数とし、食殺等がないよう動物福祉に配慮する。 

2) BS 室内は常に清潔に保ち、必要に応じて実験機器や室内の消毒を行う。 

 

５． その他 

1) 滅菌済みの器材・物品等は、滅菌物準備室から利用者が BS 室に持ち込む。 

2) 運搬用台車はＢＳ室に持ち込まない。使用後は、所定の位置に返却する。 

 

 

第３条 利用者の入退方法 

 

１． 入室 

1) BS 区域前室に入り、ドアを閉める。 

2) サンダルを脱ぎ、下足箱に収納する（収納したサンダルは退出時に滅菌室側からとる

ことができる）。 

3) 手指の消毒をする。 

4) 素足または靴下のまま更衣室に入り、ドアを閉める。 

5) 着替え 

a. 滅菌缶から無塵衣・帽子を装着する。 

b. 青衣を滅菌缶の中に入れる。 

c. 使い捨てのゴム手袋・白長靴を装着する。 

6) 白長靴の外表面、裏底、滅菌缶をアルコールで噴霧消毒する。 

7) 消毒薬で、手指の消毒（ラビング法）をする。 

8) 滅菌缶を持ち、清浄廊下に出てドアを閉める。 

9) 目的の BS 室に入り、作業を開始する。 

 

２． 退室 

1) 作業終了後、滅菌缶を持ち汚染廊下に出る。 

2) 汚染廊下を通り、滅菌室に入る。 

3) 着替え 

a. 白長靴をサンダルに履き替える。 

b. 滅菌缶から青衣を出し、無塵衣から着替える。 

c. 脱いだ無塵衣・帽子はきれいにたたんで滅菌缶の中に入れる（汚れた無塵衣は、必

ず洗濯に出すこと）。 

4) 滅菌缶と白長靴をラックの所定の位置に置く。 

 

 

第４条 飼育実験器具・器材搬入 

 

１． BS 区域への搬入物はすべて滅菌または消毒して搬入する。消毒して搬入する場合は、BS

区域更衣室を通るルートで搬入する。 

２． BS 室間の飼育実験器具・器材の直接移動は禁止する。ただし、BS 室間移動の必要性が生

じた場合は、滅菌または消毒後新たに正規のルートで入室・搬入をする。 

３． 滅菌を希望する場合、滅菌依頼（Ｆ３）を提出する。 
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第５条 飼育実験器具・器材搬出 

 

１． BS 室からの搬出は、BS 室後室から汚染廊下を通り搬出する。 

２． 使用済みの飼育器材（センター所有）は、滅菌室の所定の場所に置く。 

第６条 動物購入 

 

１． BS 区域の受入れ可能な動物は、原則として SPＦのマウス、ラットとする。これ以外の動

物種については、管理責任者が利用者と相談の上判断する。 

２． 購入は、搬入希望日の１週間前までに動物購入請求票（Ｆ６）を提出する。 

別紙”注文時条件”（Ｆ６’）を必ず貼付する。 

３． 利用者自身が注文できるが、その場合には微生物検査成績をセンターへ提出する。 

 

 

第７条 動物搬入・搬出 

 

１． 搬入・搬出は利用者が行うこととする。 

２． 他の研究施設からの SPF 動物を受入れる場合は、予め微生物検査表（搬入１か月以内の

ものでおとり動物では不可）をセンターへ提出し、管理責任者の許可を得る。 

３． 一般飼育室から動物を搬入する場合は、微生物検査表が必要となる。 

４． 移動には専用の滅菌済箱を使用する。 

 

• 搬入 

購入・譲渡動物搬入 

1) 業者からの動物はセンター職員が受け取り、利用者に連絡をする。 

2) 連絡を受けた利用者は、納入された動物を確認する。 

3) 箱の周りを備え付けのアルコールで噴霧消毒する。 

4) 箱を運搬し、BS 区域前室に入室する（入室方法は第３条 利用者の入退方法を参

照）。 

5) 更衣室にて箱の周りをアルコールで噴霧消毒する。 

6) 清浄廊下を通り、目的の BS 室に搬入する。 

 

• 一般飼育室からの動物搬入 

滅菌装置に入るもの 滅菌装置に入らないもの 

滅菌物準備室 

B S 室 

センター技術員が行う 

利用者が行う 

清 浄 廊 下 

オートクレーブ 

器具・機材・文具等の滅菌、消毒希望 

ＢＳ区域更衣室にてアルコールで噴霧消毒 

センター入口にてアルコールで噴霧消毒 
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1) 繁殖・飼育室にて、動物を滅菌済箱に入れ、BS 区域前室に入室する（入室方法は

第３条 利用者の入退方法を参照）。 

2) 更衣室にて箱の周りをアルコールで噴霧消毒する。 

3) 清浄廊下を通り、目的の BS 室に搬入する。 

 

• 搬出 

1) BS 室内で動物を滅菌済箱に入れる。 

2) 汚染廊下を通り一般区域の目的の場所に移動する。 

3) 飼育･繁殖を目的として搬出する場合には、微生物検査結果の添付が必要である。 

 

 

 
 

 

第８条 微生物検査 

 

１． 年２回の微生物検査を行なう。 

２． 検査日の２ヶ月前にセンターより連絡をする。 

３． 利用者が飼育中の動物を検体として提供する（４週間以上同居飼育した６週齢以上の動物

とする）。 

４． 検体用動物は各 BS 室から各系統別に３匹とする。 

 

 

第９条 BS 区域飼育経費 

 

管理運営委員会の定めたものである。 

 

１． BS 室使用料 

   

 別表を参照 

 

２． 飼育経費 

BS 区域前室 

一般飼育廊下 

BS 区域清浄廊下 BS 室 

購入・譲渡動物 

センター専用エレベーター前にて、アルコ

ールで外箱を噴霧消毒 

繁殖・飼育動物 

BS 室更衣室にて、アルコールで外箱を噴霧消毒 

動物搬入フローチャート 

BS 室後室 BS 室 

目的の場所 一般飼育廊下 

BS 区域汚染廊下 

動物搬出フローチャート 
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 床敷代（別表を参照）。  

 

 

第１０条 BS 区域実験動物殺処分と死体処理方法 

 

一般区域「第１１条 実験動物殺処分と死体処理方法」の項に準ずる（２．動物の死体処

理方法（4）を除く）。 

 

第 7 章 感染実験区域の利用 

 

第１条 感染実験区域の概要 

 

１． 感染実験区域は、前室、更衣室（入室、退室）、滅菌物準備室、感染実験室、特殊感染実

験室、共同利用実験室、廊下より構成される。 

 

２． 感染実験室（IE）№1～№3、特殊感染実験室（SIE）、共同利用実験室（CR）からな

り、すべて ABSL1・ABSL2 レベルの施設である。 

 

３． 感染実験区域は、常に陰圧に保たれている。 

 

４． 感染実験区域（前室は除く）に入室した利用者は、当日、感染実験区域のみ利用ができ

る。 

 

※ 管理運営委員会委員は、実験に影響を与えない限りにおいて環境基準整備のため、利用者の許

可なく、随時検査を行う権限を有する。また、実験動物センター技術員は、常備設備の設置な

らびにその管理などのため、立入る権限を有する。 

 

 

↓出入口 

流

し

台 前 

室 

オート 

クレー

ブ 

滅
菌
物
準
備
室 共同利用実験室

（CR） 

 

感染 

実験室

（IE） 

№1 

感染 

実験室 

（IE） 

№2 

感染 

実験室

（IE） 

№3 

特殊 

感染 

実験室

（SIE

） 

 

入口 

↓ 

退室 

更衣室 

← 

退室 

入室更衣室 
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第２条 感染実験室利用方法 

 

感染実験室を利用するにあたり、次の手続きをとらなければならない。 

  

１． 申請 

 

1) 感染実験室区域の利用スペースの有無をセンターへ問い合わせる（使用微生物により

実験室が異なる）。 

2) センター諸施設･実験関連器具使用願（Ｆ４）の提出をする。 

3) 管理責任者による（Ｆ４）に対する認可。 

 

２． 利用方法 

 

1) 管理主任またはセンター技術員から利用方法の説明を受ける。 

2) 感染実験の項に則り利用できる。 

3) 利用開始以後は自主管理である。 

 

３． 利用終了時  

 

1) 感染実験室の明け渡し予定日を１か月前までにセンターへ連絡すること。 

2) 部屋の片付け、清掃、消毒（次亜塩素酸ナトリウムを用いる）を行うこと。 

3) 特殊感染実験室使用の場合、セーフティラックおよび安全キャビネットの清掃、消毒

（アルコールを用いる）を行うこと。 

4) センターより、後片付けと清掃状態の点検・確認をうけること。指摘を受けた場合は、

2）または 3）を繰り返し、再度確認を受けること。 

 

 

第３条 感染実験室の短期利用方法 

 

利用期間を最短 1 ヵ月とすること以外、原則通常の感染実験室利用方法に準ずる。 

 

 

付記 

 

感染実験室利用上の細則 

 

第１条 概要 

 

１． 感染実験室内の飼育管理は自主管理とする。但し、管理方法に不備がある場合、実験動物

センター管理責任者より改善の注意をし、さらに利用中止もある。 

２． 感染実験室は常に汚染に注意し、環境保持および自己感染防止に努める。 

３． ネズミ返しは常時設置し、逃亡防止に努める。 

４． 感染実験区域のドアは開放厳禁とする。 

５． 感染実験区域からのゴミはすべて滅菌する（利用者が分別する）。 

６． 大型高圧蒸気滅菌装置の操作は、センター技術員に限定する。 

７． 特殊感染実験室では、アイソラックおよび安全キャビネットを使用して実験を行う（通常

管理は利用者が行う）。 

８． アイソラックの機器操作は、センター技術員に限定する。 

９． アイソラック前面扉は開放厳禁とする。 

１０． 利用者による破損等は、原則として利用者負担とする。 

１１． 感染実験区域において病原微生物等を拡散させた場合、またはその疑いがある場合は速や

かにセンターに連絡し、実験責任者の指導の下で対処する。 

１２． 感染区域の消毒として、センター職員が毎月 1回次亜塩素酸ナトリウムを廊下に噴霧する
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（実施日は感染実験区域出入口に表示する）。 

 

 

第２条 動物飼育管理 

 

１． 飼料・飲水 

1) 開封後の飼料は、備え付け容器に入れ長期間放置しない。 

2) 飲水として滅菌水を使用する場合、滅菌を依頼できる。 

3) 滅菌を依頼（Ｆ３）する場合、感染実験区域出入口の滅菌物置場に利用者が用意すれ

ばセンターで滅菌する（滅菌日：金曜日）。 

4) 交換時および使用終了後の給水ビンは、オートクレーブ対応袋（二重）に入れ廊下の

滅菌物置場に置く。 

 

２． 床敷 

1) 床敷交換は、週一回は必ず行なう。 

2) 通常ラック飼育動物は、排泄物（糞・尿）、床敷の拡散に注意して通常のケージ交換を

行う。 

3) アイソラック飼育動物は、安全キャビネット内でケージ交換を行う。 

4) ケージ滅菌依頼（Ｆ３）は必要日の１週間前までに提出する。 

5) 滅菌済みの床敷は、滅菌物準備室にある。 

6) 交換後の床敷は、滅菌缶に入れ廊下の滅菌物置場に置く。 

 

３． 飼育環境 

1) ケージ内の匹数は適切な数とし、食殺等がないよう動物福祉に配慮する。 

2) 汚染物（糞尿・床敷等）が床に落ちた場合、すぐには汚染物を排除せず次亜塩素酸ナ

トリウムにて噴霧消毒を行う。しばらく置いてからペーパーで拭取る。 

3) 作業終了後は、床と処置台を清掃後、次亜塩素酸ナトリウムにて消毒を行う。 

4) 必要に応じてアイソラックおよび安全キャビネットの消毒を行う。 

5) アイソラックでの飼育は、タテの列で使用する。 

 

４． 感染実験区域内移動 

1) 感染実験室№1～3と共同利用実験室間の動物および器具・器材の移動は行える。 

2) 移動の際は汚染に注意する。 

 

５． その他 

1) 滅菌済みの器材・物品等は、滅菌物準備室から利用者が感染実験室に持ち込む。 

2) 運搬用台車は感染実験室に持ち込まない。使用後はアルコール噴霧した後、所定の位

置に返却する。 

 

６． アイソラック・安全キャビネットの消毒方法 

1) 装置内（ラック内・安全キャビネット内）をアルコールにより噴霧消毒する。 

2) 床敷、排泄物、粉塵等を、エタノールを含ませたペーパーで拭取る。ペーパーの汚れ

た面は二度使用せず他の面を使用する。 

3) ゴミの除去が終わったら、アルコールで全面を噴霧消毒する。 

4) 使用後のペーパーは、オートクレーブ用滅菌袋に入れる（排泄物や床敷の飛散に注意

する）。 

 

７． 白長靴の滅菌依頼 

1) 使用中の個人専用白長靴を滅菌依頼できる。但し、滅菌依頼中は白長靴がないため入

室できないことを認識しておく。 

2) 滅菌依頼（Ｆ３）する場合、廊下の滅菌物置場に置く（滅菌日：毎月第１金曜日）。 

3) 滅菌終了後の白長靴は、滅菌物準備室に置いてある（返却日：翌週月曜日）。 
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第３条 利用者の入退方法 

 

１． 入室 

1) 感染実験区域前室に入り、ドアを閉める。 

2) サンダルを脱ぎ、青衣を所定の場所に掛ける。 

3) 素足または靴下のまま入室更衣室に入り、ドアを閉める。 

4) 着替え 

a. 所定の滅菌缶から無塵衣・帽子・靴下を取出し装着する。 

b. 所定の使い捨てのゴム手袋をつける。 

5) 滅菌缶をアルコールで噴霧消毒する。 

6) 消毒薬で、手指の消毒（ラビング法）をする。 

7) 滅菌缶を持ち、廊下に出てドアを閉める。 

8) 目的の感染実験室に行き、個人専用白長靴を履き入室する（滅菌缶は廊下に置く）。 

9) 作業を開始する。 

 

２． 退室 

1) 個人専用白長靴を脱ぎ、廊下に出る。 

2) 廊下を通り、退室更衣室に入りドアを閉める。 

3) 着替え 

a． 無塵衣・帽子・靴下を脱ぐ。 

b． 脱いだ無塵衣・帽子・靴下はきれいにたたんで滅菌缶の中に入れる（汚れた無塵衣

は、洗濯用指定の場所へ置くこと）。 

c． マスク、ゴム手袋は所定の医療廃棄物容器に捨てる。 

4) 滅菌缶をラックの所定の位置に置く。 

5) 消毒薬で、手指の消毒（ラビング法）をする。 

6) 感染実験区域前室に出てドアを閉める。 

7) 所定の使い捨てマスクを着用する。 

8) 一般区域廊下に出る。  

 

第４条 微生物および病原微生物搬入 

 

１． 密封容器（地上 1m から落下させても破損せず、滅菌可能な素材）に入れ搬入する。 

２． 密封容器は、感染実験室内で開封する。但し、特殊感染実験室使用の場合、密封容器は安

全 キ ャ ビ ネ ッ ト 内 で 開 封 す る 。

 

感染実験室 

廊 下 

センター外で微生物・病原微生物を密封容器に入れる 

感染実験区域入室更衣室にてアルコールで噴霧消毒する 

センター入口にてアルコールで噴霧消毒する 

特殊感染実験室 

安全キャビネット 
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第５条 微生物および病原微生物搬出 

 

１． 密封容器（地上 1m から落下させても破損せず、滅菌可能な素材）に入れ搬出する。 

２． 各講座・研究室に持ち帰り開封する。 

 

 
第６条 飼育実験器具・器材搬入 

 

１． 搬入物はすべて滅菌または消毒して搬入する。消毒して搬入する場合は、感染実験区域入

室更衣室を通るルートで搬入する。 

２． 滅菌を希望する場合、滅菌依頼（Ｆ３）を提出する。滅菌物は、感染実験区域出入口の滅

菌物置場に置いておく。 

 

 
 

廊 下 

感染実験室内または安全キャビネット内で微生物・病原微生物を密封容器に入れる 

密封容器を次亜塩素酸ナトリウム噴霧消毒する。 

感染実験区域退室更衣室にて密封容器をアルコール噴霧消毒する 

センター外に持ち出す 

高圧蒸気滅菌できるもの 高圧蒸気滅菌できないもの 

滅菌物準備室 

感染実験室，特殊感染実験室，共同利用実験室 

センター技術員が行う 

利用者が行う 

廊 下 

器具・機材・文具等の滅菌、消毒希望 

オートクレーブ 感染実験区域入室更衣室にてアルコール

で噴霧消毒する 

センター入口にてアルコールで噴霧消毒する 
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第７条 飼育実験器具・器材搬出 

 

１． 搬出は原則として滅菌を行う。 

２． 滅菌処理の出来ないものは、実験室で次亜塩素酸ナトリウム消毒を行い、さらに退室更衣

室にてアルコール消毒を行い一晩放置する（放置中のお知らせを添付する）。翌日、前室

まで搬出し、アルコール消毒を行い、さらに一晩放置後（放置中のお知らせを添付する）、

前室より搬出する。 

３． 滅菌終了後の利用者所有の飼育実験器具・器材は、感染実験区域出入口の滅菌済置場にあ

るので、速やかに搬出する。 

 

 

第８条 動物購入 

 

１． 感染実験区域の受入れ可能な動物は、原則として SPＦのマウス、ラットとする。これ以

外の動物種については、管理責任者が利用者と相談の上判断する。 

２． 購入は、搬入希望日の１週間前までに動物購入請求票（Ｆ６）を提出する。 

別紙”注文時条件”（Ｆ６’）を必ず貼付する。 

３． 利用者自身が注文できるが、その場合には微生物検査成績を実験動物センターへ提出する。 

 

第９条 動物搬入 

 

１． 搬入は利用者が行うこととする。 

２． 他の研究施設からの SPF 動物を受入れる場合は、予め微生物検査表（搬入１か月以内の

ものでおとり動物では不可）をセンターへ提出し、管理責任者の許可を得る。 

３． 一般飼育室および BS 室からの動物搬入には専用の滅菌済箱を使用する。 

 

購入・譲渡動物搬入 

1) 業者からの動物はセンター職員が受け取り、利用者に連絡をする。 

2) 連絡を受けた利用者は、納入された動物を確認する。 

3) 箱の周りを備え付けのアルコールで噴霧消毒する。 

4) 箱を運搬し、感染実験区域前室に入室する（入室方法は第３条 利用者の入退方法

を参照）。 

5) 入室更衣室にて箱の周りをアルコールで噴霧消毒する。 

6) 廊下を通り、目的の感染実験室に搬入する。 

 

一般飼育室および BS 室からの動物搬入 

1) 繁殖・飼育室または BS にて、動物を専用の滅菌済箱に入れ、感染実験区域前室に

入室する（入室方法は第３条 利用者の入退方法を参照）。 

2) 入室更衣室にて専用移動箱の周りをアルコールで噴霧消毒する。 

3) 廊下を通り、目的の感染実験室に搬入する。 
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第１０条 感染実験区域飼育経費 

 

管理運営委員会の定めたものである。 

 

１． 感染実験室使用料 

   

 別表を参照 

 

２． 飼育経費 

 

 床敷代（別表を参照）。  

 

 

第１１条 感染実験区域実験動物殺処分と死体処理方法 

 

１． 殺 処 分  

利用者は実験終了後あるいは実験途中に動物を殺処分する場合は、これを動物実験取扱規

程に則り自ら行わなければならない。 

 

２． 死体処理 

利用者は動物の死体処理のすべてを自ら執り行わなければならない。 

 

1) 感染実験室内にて、動物（死体）を袋に入れ密封し、密封容器（地上 1m から落下さ

せても破損せず、滅菌可能な素材）に入れる。 

2) 容器の周りを次亜塩素酸ナトリウムで消毒し、感染実験室外に持ち出す。 

3) 廊下を通り退室更衣室にて再度アルコール消毒する。 

4) 一般区域廊下に出て、動物滅菌処理専用オートクレーブにて滅菌処理をする。すぐに

滅菌処理せず保管する場合は、オートクレーブ処理前動物保管用フリーザーに入れる

（記録用紙に必要事項を記入）。但し、保存期間は 1ヶ月とする。 

5) 死体廃棄用フリーザーに入れる（記録用紙に必要事項を記入）。 

 

感染実験室，特殊感染実験室 

購入・譲渡動物 繁殖・飼育動物 

感染実験区域入室更衣室にて、アルコールで外箱を噴霧消毒 

動物搬入フローチャート 

センター専用エレベーター前にて、アルコール

で外箱を噴霧消毒 

感染実験区域前室 

一般飼育廊下 



 52 

 
 

第８章 実験室の利用 

 

第１条 実験室の概要 

 

実験室は BSL2 までの微生物、または ABSL1 までの実験動物を使用できる共同利用施設

である。 

 

※ 管理運営委員会委員は、実験に影響を与えない限りにおいて環境基準整備のため、利用者の許

可なく、随時検査を行う権限を有する。また、実験動物センター技術員は、常備設備の設置な

らびにその管理などのため、立入る権限を有する。 

 

 

 

 
   オートクレーブ    安全キャビネット 

 

        

 

更衣室 
実験機器 

保管庫 

 

 

 

 

    

 

第 1 手術 

実験室 
特殊実験室 

 

感染実験区域 

感染実験室 

動物（死体）搬出フローチャート 

感染実験区域退室更衣室 オートクレーブ処理前動物保管用フリーザー 

オートクレーブ処理 

死体廃棄用フリーザー 保管の場合 

  

  

実 験 室 
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第２条 実験室の利用方法 

 

実験室を利用するにあたり、次の手続きをとらなければならない。 

  

１． 申請 

 

1) 実験室の利用状況をセンターへ問い合わせる。 

2) センター諸施設･実験関連器具使用願（Ｆ４）の提出をする。 

3) 管理責任者による（Ｆ４）に対する認可。 

 

２． 利用方法 

 

1) 管理主任またはセンター技術員から利用方法の説明を受ける。 

2) 実験室の項に則り使用できる。 

3) 使用開始以後は自主管理であるが、共同利用施設であることに留意する。 

 

３． 利用終了時  

 

1) 実験室の明け渡し予定日を１か月前までにセンターへ連絡すること。 

2) 部屋の片付け、清掃、消毒（次亜塩素酸ナトリウムを用いる）を行うこと。 

3) 安全キャビネットの清掃、消毒（アルコールを用いる）を行うこと。 

4) センターより、後片付けと清掃状態の不適の注意を受けた場合、速やかに 2),3)を実施

する。 

 

付記 

 

実験室利用上の細則 

 

第１条 概要 

 

１． 実験室内の管理は自主管理とする。但し、管理方法に不備がある場合、実験動物センター

管理責任者より改善の注意をし、さらに利用中止もある。 

２． 実験室は常に汚染に注意し、環境保持および自己感染防止に努める。 

３． ネズミ返しは常時設置とする。 

４． 実験室のドアは開放厳禁とする。 

５． 実験室からのゴミはすべて滅菌する（利用者が分別する）。 

６． BSL2の病原性微生物を使用する場合は、安全キャビネットを使用して実験を行う（通常管

理は利用者が行う）。 

７． 利用者による破損等は、原則として利用者負担とする。 

８． 実験室において病原微生物等を拡散させた場合、またはその疑いがある場合は速やかにセ

ンターに連絡し、実験責任者の指導の下で対処する。 

９． 年２回の微生物モニタリング検査の実施中は検査優先とする（実施日は実験室出入口に表

示する）。 

１０． 実験室の消毒として、センター職員が 1 回/月次亜塩素酸ナトリウムを床に噴霧する（実

施日は実験室出入口に表示する）。 

 

 

第２条 微生物管理 

 

１． 微生物の保管 

実験室内に持ち込んだ微生物は利用者の責任の下、管理保管し、拡散防止に努める。 

 

２． 器具・器材の保管 
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実験に使用する器具・器材は利用者が準備し、実験室専用とする。 

 

３． インキュベーターの使用方法 

常時２台設置してある。設定温度を１台は３５℃に、もう１台は２５℃に設定してあるの

で、利用者が選択して使用する。なお、設定温度の変更を希望する場合は、必ずセンター

まで申し出ること。 

 

４． 安全キャビネットの使用方法 

通常オート機能で使用する。 

1) ガラス扉を開けると、殺菌灯が消灯し運転が開始する。但し、開けすぎると警報が鳴

るので注意する。 

2) ガスバーナーを使用する場合は、ガスの元栓を２ヶ所開けフットスイッチを踏むと着

火する。 

3) 使用後は次回利用者のため、清掃と消毒（消毒用アルコール）を行う。ガラス扉を閉

め殺菌灯が点灯したことを確認する。 

 

５． 小型オートクレーブの使用方法 

1) 釜内部と外部タンクの水量を確認する（空焚きに注意）。 

2) 電源を入れモードを設定する。 

3) 滅菌物を入れ、上部扉を閉める（ハンドルの締め付け過ぎに注意）。 

4) スタートボタンを押す。 

5) 滅菌終了ブザーが鳴り終えたら、内筒圧が０であることを確認後、上部扉を開ける（や

けどに注意）。 

6) 滅菌物を取り出し、電源を切る。 

 

６． その他 

実験室には冷蔵庫、遠心分離機、振淘培養器が設置されている。 

1) 遠心分離機と振淘培養器は希望すれば使用できる。 

2) 冷蔵庫は培地保存用として使用できるが、使用場所を限定する（使用の際は、必ずセ

ンターに申し出る）。 

 

 

第３条 利用者の入退方法 

 

１． 入室 

1) 所定の場所より滅菌缶を取り、移動をする。 

2) 滅菌缶から無塵衣・帽子を取り出し装着する。 

3) 青衣を滅菌缶の中に入れる（滅菌缶は廊下に置く）。 

4) サンダルの裏を噴霧消毒（消毒用アルコール）する。 

5) 実験室に入り、ドアを閉める。 

6) 照明を点ける。 

7) 備え付けの手袋を装着する。 

8) 作業を開始する。 

 

２． 退室 

1) 消毒薬で、手指の消毒（ラビング法）をする。 

2) 照明を消す。 

3) 実験室から出る際、サンダルの裏を噴霧消毒（消毒用アルコール）する。 

4) 実験室のドアを閉めて一般区域廊下に出る。 

 

 

第４条 微生物および病原微生物搬入 
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１． 密封容器（地上 1m から落下させても破損せず、滅菌可能な素材）に入れ搬入する。 

２． 密封容器は、実験室内で開封する。但し、BSL2 の病原微生物を使用の場合、密封容器は

安全キャビネット内で開封する。 

 

 
 

 

第５条 微生物および病原微生物搬出 

 

１． 密封容器（地上 1m から落下させても破損せず、滅菌可能な素材）に入れ搬出する。 

２． 各講座・研究室に持ち帰り開封する。 

 

 
 

 

第６条 実験器具・器材搬入 

 

１． 搬入物はすべて消毒して搬入する。 

２． 滅菌を希望する場合、実験室内設置の小型オートクレーブを使用する。但し、小型オート

クレーブに入らない場合、センターに依頼（Ｆ３）できる。 

 

実験室 

廊 下 

センター外で微生物・病原微生物を密封容器に入れる 

センター入口にてアルコールで噴霧消毒する 

BSL2 の病原微生物 

安全キャビネット 

一般区域廊下 

実験室内または安全キャビネット内で微生物・病原微生物を密封容器に入れる 

密封容器を次亜塩素酸ナトリウム噴霧消毒する。 

センター外に持ち出す 
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第７条 実験器具・器材搬出 

 

１． 搬出の際は、原則として滅菌を行う。滅菌作業は利用者が実験室備え付けの小型オートク

レーブにて行う（「第２条 微生物管理 ５．小型オートクレーブの使用方法」参照）。 

２． 滅菌処理の出来ないものは、実験室でアルコール消毒を行い一晩放置する（放置中のお知

らせを添付する）。翌日、再度アルコール消毒を行い搬出する。 

圧蒸気滅菌を希望する場合 

ートクレーブ 

験 室 

センター技術員が行う 

利用者が行う 

区域廊下 

材・文具等の滅菌・消毒 

小型オートクレーブ 小型オートクレーブに入らない場合 

センター入口にてアルコールで噴霧消毒する 
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第９章 センター外持ち出し動物飼育室の利用 

 
第１条 センター外持ち出し動物飼育室の概要 

 

センター外持ち出し動物飼育室は、センター外に持出したマウス、ラット、モルモットな

どを継続的に飼育する部屋である。 

 

※ 管理運営委員会委員は、実験に影響を与えない限りにおいて環境基準整備のため、利用者の許

可なく、随時検査を行う権限を有する。また、実験動物センター技術員は、常備設備の設置な

らびにその管理などのため、立入る権限を有する。 

 

 

 

エ
レ
ベ
ー
タ
ー 

 

１
号
館
連
絡
通
路 

センター外 

持ち出し動物

飼育室 

 

トイレ 

 

トイレ 

 

研究基盤センター 

  ↓ 

 

 

第２条 飼育室利用方法 

 

１． 申請 

 

1) 利用可能なスペースの存在をセンターへ問い合わせる。 

2) センター諸施設･実験関連器具使用願（Ｆ４）を提出する。 

3) 管理責任者による（Ｆ４）に対する許可。 

 

２． 利用方法 

 

1) センター外に持ち出した動物の継続飼育のため利用できる。 

2) 入退室は入口扉専用の鍵により行う。（鍵の紛失は利用者負担とする）。 

3) 飼育管理は、自主管理とする。 

 

付記 

 

飼育室利用上の細則 

 

第１条 概要 

 

１． 飼育室内の飼育管理は自主管理とする。ただし、管理方法に不備がある場合、管理運営委

員会より改善の注意をし、さらに利用中止もある。 

２． ネズミ返しは常時設置し、逃亡防止に努める。 

３． 飼育室は常に清潔にし、環境保持に努める。 

４． 飼育室からのゴミは利用者が分別して捨てる。 

５． 入口扉は使用時以外施錠しておく。 

６． 利用者による破損等は、利用者の負担により修理する。 

 

実
験
動
物
セ
ン
タ
ー 
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第２条 動物飼育管理 

 

１． 飼料 

1) 飼料は、常備してあるバケツから給餌する。 

2) バケツへの飼料の補充は、センターで行う。 

 

２． 飲水 

1）飲水は利用者が用意する。 

2）飲水として滅菌水を使用する場合、滅菌を依頼できる。 

3）滅菌を依頼（Ｆ３）する場合、飼育室内の所定の場所に利用者が用意すればセンター

で滅菌する（滅菌日：金曜日）。 

 

３． 床敷 

1）床敷交換は、週一回は必ず行なう。 

2）ケージ滅菌依頼（Ｆ３）は必要日の一週間前までに提出する。 

3）滅菌済みの床敷は、一般区域滅菌物準備室に置いてある。 

4）使用後の床敷は、洗浄室の所定の場所に置く。 

 

４． 飼育環境 

1) ケージ内の匹数は適切な数とし、食殺等がないよう動物福祉に配慮する。 

2) 飼育室内は常に清潔に保つ。 

 

 

第３条 利用者の入退方法 

 

１． 入室 

1) センター内にある飼育室専用の鍵で入室をする。 

2) 専用サンダルに履き替える。 

3) 消毒薬で、手指の消毒（ラビング法）をする。 

4) 作業を開始する。 

 

２． 退室 

1) 消毒薬で、手指の消毒（ラビング法）をする。 

2) 専用サンダルを所定の場所に戻す。 

3) 作業終了の確認をし、退室する。 

4) 必ず施錠後、速やかにセンターへ鍵を返却する。 

 

 

 

第４条 実験動物殺処分と死体処理方法 

 

一般区域「第１１条 実験動物殺処分と死体処理方法」の項に準ずる（２．動物の死体処

理方法（4）を除く）。 

 
第 10 章 飼育繁殖室の利用 

 

第 1 条 飼育繁殖室の概要 

 

(ア) 飼育繁殖室は、利用者が管理を行う飼育繁殖および実験が行える部屋である。 

(イ) 飼育繁殖室は、第１～第４の４部屋で構成され、１講座・研究室利用のマウス用飼育室

である。 
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※ 実験動物センター技術員は、飼育室の環境基準整備のため、実験に影響を与えない限りにおい

て随時飼育室の点検を行なうことができる。もし何らかの問題や支障が見いだされた場合に管

理運営委員会または管理責任者に報告し、利用者はその判断と指示に従う。 

 

 

 

第２条 飼育繁殖室の利用方法 

 

 飼育繁殖室を利用するには、次の手続きをとらなければならない。 

 

１．利用申請 

 

1) 利用が可能かどうかをセンターに問い合わせる。 

2) センター諸施設･実験関連器具使用願（Ｆ４）の提出をする。 

3) 管理責任者より利用許可を得る。 

 

２．利用方法 

 

1) 飼育繁殖室はマウスまたはラット用とする。 

2) 共同利用施設であることに留意して、自主管理する。 

 

３．使用終了時 

 

1) 明け渡し予定日をセンターへ連絡する。 

2) 利用場所の片付け、清掃、消毒を行う。 

3) センター技術員による、後片付けと清掃状態の点検・確認をうける。指摘を受けた場 

合には、指摘された点に留意して 2）を繰り返し、再度確認を受ける。 

技術員室 

 

 第８ 

飼育室 

(マウス) 

 

第１ 

飼育繁殖室 

第６ 

飼育室 

(ウサギ・モルモッ

ト) 

    

  

 

    

前室 前室 

第
３
飼
育
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ラ
ッ
ト) 
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２
飼
育
繁
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室 
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飼
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ウ
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付記 

 

飼育繁殖室利用上の細則 

 

第１条 概要 

 

１．管理は自主管理とする。ただし、管理方法に不備がある場合、管理運営委員会より改善の

注意をし、さらに利用中止もあり得る。 

２．利用者申請者以外の入室を禁止する。 

３．入室時にサンダル裏を噴霧消毒（アルコール）する。 

４．ネズミ返しは常時設置し、逃亡防止に努める。 

５．ドアは開放厳禁とする。 

６．室内は常に清潔にし、環境保持に努める。 

７．ゴミは利用者が分別して廃棄する。 

８．利用者による破損等は、原則として利用者の負担により修理する。 

 

 

第２条 動物飼育管理 

 

１．飼料 

1) 飼料は利用者が用意し、搬入する。 

2) 開封後の飼料は備え付け容器に入れ、長期間放置しない。 

 

２．飲水 

1) 飲水として滅菌水を使用する場合、滅菌を依頼できる。 

2) 滅菌を依頼（Ｆ３）する場合、所定の場所に利用者が用意すればセンターで滅菌す

る 

（滅菌日：金曜日）。滅菌終了後は、センターで所定の場所に置く。 

 

３．床敷 

1) 床敷交換は、週一回は必ず行なう。 

2) ケージ滅菌依頼（Ｆ３）は必要日の一週間前までに提出する。 

3) 滅菌済みの床敷は、センターで所定の置場に置く。 

4) 交換後の使用済み床敷は、洗浄室の所定の置場に置く。 

 

４．飼育環境 

1) ケージ収容匹数は適切な数とし、食殺等がないよう動物福祉に配慮する。 

2) 室内は常に清潔に保ち、必要に応じて室内の消毒を行う。 

 

 

第３条 利用者の入退方法 

 

    「第５章 一般区域の利用 第３条 利用者の入退方法」の項に準ずる。 

 

 

第４条 飼育実験器具・器材搬入 

 

１．搬入物はすべてセンター入口で消毒して搬入する。 

２．滅菌を希望する場合、滅菌依頼（Ｆ３）を提出する。 
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第５条 飼育実験器具・器材搬出 

 

１．室内からの搬出は、利用者の責任の下で搬出する。再搬入する場合は「第５章 一般区域の

利用・第５条 飼育実験器具・器材搬入」に従う。 

 

２．使用済みの飼育器材（センター所有）は、洗浄室の所定の場所に置く。 

 

 

第６条 マウス購入 

 

１．受入れ可能な動物は、SPF のマウスとする。 

２．購入は、搬入希望日の７日前までに動物購入請求票（Ｆ６）を提出する。 

別紙”注文時条件”（Ｆ６’）を必ず貼付する。 

３．利用者自身でも注文できるが、その場合には予め購入連絡と微生物検査成績をセンターへ

提出する。 

 

 

第７条 マウス搬入・搬出 

 

１．搬入・搬出は利用者が行うこととする（「第４章 センターの利用方法 第７条 動物の持

ち出し方法」参照）。 

２．他の研究施設からの SPF 動物を受入れる場合は、予め微生物検査表（搬入１か月以内のも

のでおとり動物では不可）をセンターへ提出し、管理責任者の許可を得る。 

３．移動には専用の滅菌済箱を使用する。 

• 搬入 

購入・譲渡動物搬入 

1) 業者からの動物はセンター職員が受け取り、利用者に連絡をする。 

2) 連絡を受けた利用者は、納入された動物を確認する。 

3) 箱の周りを備え付けのアルコールで噴霧消毒する。 

4) 箱を運搬し、室内に入室する。 

 

一般飼育室からの動物搬入 

1)  繁殖室または飼育室にて、動物を滅菌済箱に入れる。 

滅菌を希望するもの 

滅菌済み物品置場 飼育繁殖室 

センター技術員が行う 

利用者が行う 

オートクレーブ 

器具・機材・文具等の消毒、滅菌希望 

センター入口にてアルコールで噴霧消毒 
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2)  滅菌済箱を運搬し、室内に入室する。 

BS区域からの動物搬入 

1) BS 室にて、動物を滅菌済箱に入れる。 

2) 滅菌済箱を運搬し、室内に入室する。 

 

• 搬出 

1) 室内で動物を滅菌済箱に入れる。 

2) 廊下を通り一般区域の目的の場所に移動する。 

 

 

 
 

第８条 微生物検査 

 

１．年２回の微生物検査を行なう。 

２．検査日の２ヶ月前にセンターより連絡をする。 

３．使用者が飼育中の動物を検体として提供する（４週間以上同居飼育した６週齢以上の動物

とする）。 

４．検体用動物は各系統別に３匹とする。 

 

 

第９条 繁殖室飼育経費 

 

管理運営委員会が定める。 

 

１．繁殖室使用料 

 

別表を参照。 

 

２．飼育経費 

 

床敷代・飼料代（別表を参照）。  

 

 

第１０条 繁殖室実験動物殺処分と死体処理方法 

 

一般飼育廊下 

飼育繁殖室 

購入・譲渡動物 

センター専用エレベーター前にて、アルコール

で外箱を噴霧消毒 

繁殖・飼育動物 

動物搬入フローチャート 

飼育繁殖室 

目的の場所 

一般飼育廊下 

動物搬出フローチャート 
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第５章 一般区域の利用・第１１条「実験動物殺処分と死体処理方法」の項に準ずる（２．

動物の死体処理方法（4）を除く）。 

 

第１１章 中型実験動物実験区域の利用 

 
第１条 中型実験動物実験区域の概要 

 

１． 中型実験動物実験区域は、飼育室、実験室、前室、飼料保管庫より構成される。 

２． 中型実験動物実験区域は、生体循環器系実験用動物の飼育および実験を行う場所である。 

３． 中型実験動物実験区域において動物に直接接触した場合は、退室する際に必ずシャワーを

浴びる。 

４． 中型実験動物実験区域（前室は除く）に入室した利用者は、当日、中型実験動物実験区域

のみが利用できる。 

 

※ 管理運営委員会委員は、実験に影響を与えない限りにおいて環境基準整備のため、利用者の許

可なく、随時検査を行う権限を有する。また、実験動物センター技術員は、常備設備の設置な

らびにその管理などのため、立入る権限を有する。 

 

 

２号館地下 

 

 

  

 

ロッカー室 

 

 

 

標本ストック室 

 

脱衣  

 

前室 シャワー 

 

 

 

飼育室 

 

 

通路 

  地下駐車場 

 

 

      扉 

実験室 

入口 

大型機器搬入搬出扉 

飼料保管庫 

飼料搬入扉 
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第２条 区域利用方法 

 

１． 申請 

 

1) 利用可能なスペースの存在をセンターへ問い合わせる。 

2) センター諸施設･実験関連器具使用願（Ｆ４）を提出する。 

3) 管理責任者による（Ｆ４）に対する許可。 

 

２． 利用方法 

 

1) 中型実験動物実験区域の飼育および実験のため利用できる。 

2) 入退室は入口扉専用の鍵により行う（鍵の紛失は利用者負担とする）。 

3) 飼育管理および実験室の管理は、利用者の自主管理とする。 

4) コンベンショナル動物であることに留意し、センター内での感染事故に注意する。 

 

３． 利用終了時  

 

1) 中型実験動物実験区域の明け渡し予定日を１か月前までにセンターへ連絡すること。 

2) 部屋の片付け、飼育ケージ内の清掃、消毒を行うこと。 

付記 

 

中型実験動物実験区域利用上の細則 

 

第１条 概要 

 

１． 飼育室内の飼育および実験室の管理は利用者が自主管理をする。ただし、管理方法に不備

がある場合、管理運営委員会より改善の注意をし、さらに利用中止もある。 

２． 入口扉は常時施錠しておく。 

３． すべての扉は解放禁止とする。 

４． 飼料保管庫の２枚の扉は同時に開けない。また、搬入扉は使用時以外常時施錠しておく。 

５． 実験室の大型器具搬入搬出扉は、大型器具の搬入と搬出時にのみ使用できる（常時施錠）。 

６． 利用講座・研究室が２つ以上の場合、利用者同士で話し合い使用する。 

７． 飼育室および飼育ケージ内は清潔にし、環境保持に努める。 

８． 実験室を使用した後は清掃を行い、環境保持に努める。 

９． 飼育室および実験室からのゴミは利用者が分別して捨てる。 

１０． 物品および実験器具を搬出する際は、原則として滅菌を行う。 

１１． 小型オートクレーブおよび洗濯機は利用者が管理し、利用者の責任の下、使用する。 

１２． 利用者の不備によるセンター内の感染事故が発生した場合、全責任は利用者が負うものと

する。 

１３． 利用者による破損等は、利用者の負担により修理する。 

１４． 動物の体重が実験終了時に２０kg を超えていた場合、フリーザーに入れる際は解体して

入れる。 

 

 

第２条 利用者の入退方法 

 

１． 入室 

1) 専用の鍵で更衣室に入室する。 

2) 外履きを脱ぐ。 

3) 着替え 

a. 所定の場所から無塵衣・帽子を取り装着する。 

b. 使い捨てのマスク・ゴム手袋をつける。 

4) 消毒薬で、手指の消毒（ラビング法）をする。 
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5) 備え付けの専用長靴を履く。 

6) 実験室側更衣室扉を開け入室し、作業を開始する。 

 

２． 退室 

1) 実験室側更衣室扉を開け、専用長靴を脱ぐ。 

2) 専用長靴は所定の位置に返す。 

3) 着替え 

a． 無塵衣・帽子を脱ぐ。 

b． 脱いだ無塵衣・帽子は備え付けの滅菌カゴの中に入れる。 

c． マスク、ゴム手袋は所定の医療廃棄物容器に捨てる。 

4) 滅菌カゴを小型オートクレーブに入れ、滅菌する（第３条 動物飼育管理「５．小型

オートクレーブ使用方法」「６．無塵衣・帽子の滅菌」参照）。 

5) 動物に直接接触した場合は、中型実験動物実験区域専用のシャワーを浴びる。 

6) 作業終了の確認をし、退室する。 

7) 必ず施錠を行う。 

 

 

第３条 動物飼育管理 

 

１． 飼料 

1) 飼料は利用者が用意し、飼料保管庫に搬入する。 

2) 開封後の飼料は、常備してあるバケツに入れ使用する。 

3) 適切な管理をし、長期間放置しない。 

4) 給餌は給餌器を使用し、利用者が１日１回新しい飼料を給餌する（給餌器が汚れてい

たら交換する）。 

 

２． 飲水 

1） 飲水は自動飲水器を使用する。 

2） 定期的に自動飲水器から飲水が出ていることを確認する。 

 

３． ケージ内清掃 

1） ケージ内の清掃は、１日１回行なう。 

2） 動物に水が掛からないよう注意し、糞尿を除去する。 

 

４． 飼育環境 

1) ケージ内は清潔にし、動物へのストレスを軽減するよう動物福祉に配慮する。 

2) 給餌器は、１週間に１度、新しい容器と交換する。 

3) 飼育室内は飼育時および定期的に清掃し、必要があれば消毒を行い常に清潔に保つ。 

 

５． 小型オートクレーブ使用方法 

1) 釜内部と外部タンクの水量を確認する（空焚きに注意）。 

2) 電源を入れモードを設定する。 

3) 滅菌物を入れ、上部扉を閉める（ハンドルの締め付け過ぎに注意）。 

4) スタートボタンを押す。 

5) 滅菌終了後、内筒圧が０であることを確認して上部扉を開ける（やけどに注意）。 

6) 滅菌物を取り出し、電源を切る。 

 

６． 無塵衣・帽子の滅菌 

使用後の無塵衣・帽子は滅菌カゴに入れ、利用者が小型オートクレーブにて滅菌を行う。 

洗濯が必要な場合でも、必ず滅菌終了後に洗濯する。 

1) 脱衣した無塵衣・帽子を滅菌カゴに入れる。 

2) 滅菌カゴをオートクレーブに入れる。 

3) 滅菌を行う（「５．小型オートクレーブ使用方法」参照）。 
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4) 滅菌が終了した無塵衣・帽子をハンガーに掛け、乾燥させる。 

5) 乾燥させた無塵衣・帽子は所定の場所に置く。 

 

７． 無塵衣・帽子の洗濯 

滅菌終了後の無塵衣と帽子で、洗濯の必要なものは利用者が洗濯機にて洗濯を行う。 

 

８． 飼育匹数の報告 

利用者は毎週木曜日（休日の場合水曜日）に飼育中の匹数を、メールにてセンターに報告

する。また、実験終了または死亡により匹数が減った場合にも、メールにてセンターに報

告する。 

 

 

第４条 飼育実験器具・器材搬出 

 

４． 搬出は不純物を洗浄後、原則として小型オートクレーブにて滅菌を行う（第３条 動物飼

育管理「５．小型オートクレーブ使用方法」参照）。 

 

５． 滅菌処理の出来ないものは、不純物を洗浄乾燥後、更衣室でアルコール消毒を行い一晩放

置する（放置中のお知らせを添付する）。翌日、搬出する。 

 

 

第５条 動物の購入 

動物の購入は利用者が行う。その際、購入の動物についての詳細（搬入日、系統、匹数、

購入業者等）を事前にメールにてセンターへ連絡する。また、購入する動物に対する衛生

検査表の提出により、人獣感染症などを保持していないこと証明することが必須である。 

 

 

第６条 中型実験動物実験区域飼育経費 

 

管理運営委員会が定める。 

 

１． 中型実験動物実験区域使用料 

 

 月毎の使用代を翌月請求する（別表参照）。 

 

２． 死体引き取り料 

 

 月毎の引き取り料を翌月請求する。 

     

 

第７条 実験動物殺処分と死体処理方法 

 

１． 殺 処 分  

利用者は実験終了後あるいは実験途中に動物を殺処分する場合は、これを動物実験取扱規

程に則り自ら行わなければならない。 

 

２． 動物の死体処理方法  

1) 中型実験動物実験区域専用フリーザーに入れる。 

2) 死体は、体液等が漏れないように袋などに入れてからフリーザーに入れる。 

3) 死体の重さが 20kgを超える場合、解体してフリーザーに入れる。 

4) フリーザー内へ安置後、備え付けの用紙に年月日、講座・研究室など所属、氏名、動物

種、数を記入する。 
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第１２章 センターgenotyping 受託 

 

５． 対象動物 

BS区域および一般区域にて飼育しているマウスまたはラットとする。 

 

６． genotypingの実施 

センター技術員が行う。 

 

７． 依頼方法 

7) genotyping の依頼をセンターへメールにて送信する。 

8) プライマーを凍結状態で提供する。 

9) 検査動物の尻尾先端部（2～3mm）を、凍結状態のまま原則として委託者が提供する。 

なお、尻尾先端部の採取については、センターに相談できる。 

10)センターにて genotypingを開始する。 

11)genotyping の結果はメールにて報告する。 

 

４． プライマー、PCR 設定値 

genotypingに必要なプライマー作製および PCR条件は、原則として委託者が準備するが、

センターに相談もできる。 

 

５． 複雑な genotypingについては、原則として受け付けない。 

 

付記 

実験動物センターgenotyping受託細則 

 

（趣旨） 

第１条 この細則は実験動物センターにおいて受託された動物の genotyping に関し必要な事項を

定めるものとする。 

 

（対象動物） 

第２条 対象動物は BS区域および一般区域にて飼育しているマウスまたはラットとし、4週齢以上

の週齢であるものとする。 

 

（genotyping方法等） 

第３条 動物の genotypingにおいて依頼する動物は委託者が準備し、センター管理責任者（以下管

理責任者という）に genotyping申込書を提出しなければならない。 

２ genotypingには尻尾の先端部を使用する。 

３ genotyping に必要なプライマー、PCR の条件については、原則として委託者が準備する。

また、委託者からのセンターへの相談は受ける。 

４ 試薬等についてはセンターにて準備するが、その経費については受託経費として徴収する。 

５ 受託後、genotypeの判別には最短 2週間を要する。 

６ 受託後の動物の genotype については、やむを得ず判別が出来ないと管理責任者が判断し

た場合、その判断に同意すること。 

 

（料金の納付） 

第５条 別表に規定する genotyping受託経費を徴収する。 

２ 既納の料金は返納しない。 
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第１３章 特殊実験室の利用 

 

第１条 特殊実験室の概要 

 

１． 特殊実験室はマウスの特殊動物実験を行なうための共同利用施設である。 

２． 飼育は行なえるが、繁殖は行えない。 

 

※ 実験動物センター技術員は、飼育室の環境基準整備のため、実験に影響を与えない限りにおい

て随時飼育室の点検を行なうことができる。もし何らかの問題や支障が見いだされた場合に管

理運営委員会または管理責任者に報告し、利用者はその判断と指示に従う。 

 

 

 
 

第２条 特殊実験室の利用方法 

 

特殊実験室を利用するにあたり、次の手続きをとらなければならない。 

  

１． 申請 

 

1) 特殊実験室の利用状況をセンターへ問い合わせる。 

2) センター諸施設･実験関連器具使用願（Ｆ４）の提出をする。 

3) 管理責任者による（Ｆ４）に対する認可。 

 

２． 利用方法 

 

       

更衣室 
実験機器 

保管庫 
 

  

 

第 1 手術 

実験室 特殊実験室 

 

感染実験区域 
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1) 管理責任者またはセンター技術員から利用方法の説明を受ける。 

2) 特殊実験室の項に則り使用できる。 

3) 共同利用施設であることに留意して、自主管理する。 

4) ２講座（研究室または分野）以上が同時に利用する場合には、特殊実験室内の飼育管

理は利用者間で話し合いを適切に行う。 

 

３． 利用終了時  

 

1) 明け渡し予定日をセンターへ連絡する。 

2) 利用場所の片付け、清掃、消毒を行う。 

3) センター技術員による、後片付けと清掃状態の点検・確認をうける。指摘を受けた場

合には、指摘された点に留意して 2）を繰り返し、再度確認を受ける。 

 

付記 

 

特殊実験室利用上の細則 

 

第１条 概要 

 

１．特殊実験室内の飼育管理は自主管理とする。ただし、管理方法に不備がある場合、管理運

営委員会より改善の注意をし、さらに利用中止もあり得る。 

２．特殊実験室は、利用できるケージ数が利用講座等の増加により減少する。 

３．利用者以外の入室を禁止する。 

４．入室時にサンダル裏を噴霧消毒（アルコール）する。 

５．ネズミ返しは常時設置し、逃亡防止に努める。 

６．ドアは開放厳禁とする。 

７．特殊実験室内は常に清潔にし、環境保持に努める。 

８．ゴミは利用者が分別して廃棄する。 

９．利用者による破損等は、原則として利用者の負担により修理する。 

 

 

第２条 実験関連器具の管理 

 

１．実験に使用する実験関連器具は利用者が準備し、特殊実験室専用とする。 

２．実験関連器具の管理は自主管理とする。 

 

 

第３条 利用者の入退方法 

 

「第５章 一般区域の利用 第３条 利用者の入退方法」の項に準ずる。 

 

 

第４条 実験器具・器材搬入 

 

１．搬入物はセンター入口ですべて消毒して搬入する。 

２．滅菌を希望する場合、センターに依頼（Ｆ３）できる。 
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第５条 動物飼育管理 

 

１．飼料 

1) 飼料は利用者が用意し、搬入する。 

2) 開封後の飼料は備え付け容器に入れ、長期間放置しない。 

２．飲水 

1）飲水は利用者が用意する。 

2）飲水として滅菌水を使用する場合、滅菌を依頼できる。 

3）滅菌を依頼（Ｆ３）する場合、所定の場所に利用者が用意すればセンターで滅菌する

（滅菌日：金曜日）。 

 

３．床敷 

1) 床敷交換は、週一回は必ず行なう。 

2) ケージ滅菌依頼（Ｆ３）は必要日の一週間前までに提出する。 

3) 滅菌済みの床敷は、センターで所定の置場に置く。 

4) 交換後の使用済み床敷は、洗浄室の所定の置場に置く。 

 

４．飼育環境 

1) ケージ内の匹数は７匹以下とし、食殺等がないよう動物福祉に配慮する。 

2) 特殊実験室内は常に清潔に保ち、必要に応じて室内の消毒を行う。 

 

 

第６条 マウス購入 

 

１．特殊実験室の受入れ可能な動物は、SPF のマウスとする。 

２．購入は、搬入希望日の７日前までに動物購入請求票（Ｆ６）を提出する。 

別紙”注文時条件”（Ｆ６’）を必ず貼付する。 

３．利用者自身でも注文できるが、その場合にはセンターへ事前に搬入に関する詳細を連絡し、

微生物検査成績を提出する。 

 

 

第７条 マウス搬入・搬出 

 

１．搬入・搬出は利用者が行うこととする（「第４章 センターの利用方法 第７条 動物の

持ち出し方法」参照）。 

２．他の研究施設からの SPF 動物を受入れる場合は、予め微生物検査表（搬入１か月以内の

ものでおとり動物では不可）をセンターへ提出し、管理責任者の許可を得る。 

３．移動には専用の滅菌済箱を使用する。 

高圧蒸気滅菌を希望する場合高

オートクレーブオ

特殊実験室実 

センター技術員が行う

利用者が行う

一般区域廊下一般

器具・機材・文具等の滅菌・消毒器具・機

センター入口にてアルコールで噴霧消毒する
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• 搬入 

購入・譲渡動物搬入 

1) 業者からの動物はセンター職員が受け取り、利用者に連絡をする。 

2) 連絡を受けた利用者は、納入された動物を確認する。 

3) 箱の周りを備え付けのアルコールで噴霧消毒する。 

4) 箱を運搬し、特殊実験室に入室する。 

 

一般飼育室からの動物搬入 

1) 繁殖・飼育室にて、動物を滅菌済箱に入れる。 

2) 滅菌済箱を運搬し、特殊実験室に入室する。 

 

BS区域からの動物搬入 

2) 飼育室にて、動物を滅菌済箱に入れる。 

3) 滅菌済箱を運搬し、特殊実験室に入室する。 

 

• 搬出 

1) 特殊実験室内で動物を滅菌済箱に入れる。 

2) 廊下を通り一般区域の目的の場所に移動する。 

 

 
第８条 特殊実験室経費 

 

管理運営委員会が定める。 

 

  １．特殊実験室使用料 

  

     別表を参照。 

 

２．必要経費 

 

     床敷代・飼料代（別表を参照）。  

 

 

第９条 特殊実験室実験動物殺処分と死体処理方法 

 

第５章一般区域の利用・第１１条「実験動物殺処分と死体処理方法」の項に準ずる（２．

動物の死体処理方法（4）を除く）。 

附則 

この規程内規は、2014年 10月 1日から施行する。 

一般飼育廊下 

特殊実験室 

購入・譲渡動物 

センター専用エレベーター前にて、アルコール

で外箱を噴霧消毒 

繁殖・飼育動物 

動物搬入フローチャート 
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（別表 1）実験動物センター飼育経費 

 

一般区域 

動物種 飼料代（1 ケージ／1 日当） 

マウス 50 円 

ラット 150 円 

モルモット 100 円 

ウサギ 110 円 

繁殖・飼育 

経費 料金 

飼育経費 50 円（1 ケージ／1 日当） 

出産経費 1,000 円（1 ペア／1 回当） 

ＢＳ区域 

ＢＳ室 料金 

№1～№5 15,000 円／月 

№6～№10 20,000 円／月 

床敷代 
マウス 50 円（1 ケージ） 

ラット 150 円（1 ケージ） 

感染実験区域 

感染実験室 料金 

№1～№3 15,000 円／月 

共同利用実験室（CR） 飼育する場合 20,000 円／月 

特殊感染実験室（SIE） 20,000 円／月 

床敷代 
マウス 50 円（1 ケージ） 

ラット 150 円（1 ケージ） 

飼育繁殖室 

飼育繁殖室 料金 

第 1 25,000 円／月 

第 2～4 15,000 円／月 

床敷代 
マウス 50 円（1 ケージ） 

ラット 150 円（1 ケージ） 

中型実験動物実験区域 

経費 料金 
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使用代 3,000 円／月 

特殊実験室 

経費 料金 

使用代 2,000 円／月 

 

 

 

（別表 2）実験動物センター飼育経費 

 

持ち出し飼料代 

飼料代 

ＭＦ 
10kg 梱包 3,478 円 

20kg 梱包 6,253 円 

ＯＲＣ４（20kg） 6,912 円 

ＧＯＣ４（20kg） 6,491 円 

genotyping 受託 

経費 料金 

依頼費 1,000 円／1 検体 

 

２．先端医科学研究センター(総合研究部)大橋研究棟実験動物センター 

 

Ⅰ.手引の意義 

この手引は先端医科学研究センター(総合研究部)大橋研究棟実験動物センター（動物セ

ンター）の有効な利用と運営を図ることを目的として作成された。動物センターは研究棟地

下 1階に位置し、附図 1のとおりである。動物センターは共同利用施設であり、この手引に

従い利用しなければならない。 

 

Ⅱ. 施設利用の原則 

 

1. 飼育動物種はマウス、ラット、ハムスター、モルモット、ウサギ、に限定する。 

  これ以外の種については、収容設備、感染などを考慮し、研究室運営委員会が要望に応

じ検討する。 

2. 在室動物には年２回(５月・１１月)の微生物モニタリング検査を行う 

3. 手術室・実験室は共同実験室である。 

4. ラジオアイソトープによる実験は禁止する。 
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5. 健康状態の悪い者の入室は原則として禁止する。 

6. 動物センター施設使用後は必ず清掃を行う。 

7. 不必要動物の飼育は禁止する。 

8. 常に感染防止に留意する。 

9. 動物センター内での喫煙・飲食は禁止する。 

10. 利用者は平等である。 

11. 東邦大学動物実験取扱規定を遵守し動物愛護の倫理に基づいて行動する。 

12. 利用者は委託洗浄員の指示、動物センター内の表示および所定の規定に従う 

13. 動物センター利用の制限・禁止：動物センター利用者の実験動物管理が実験者として著

しく不適当と認められた場合や、利用の手引を遵守しない場合は実験動物管理者が注意

を与え、改善されない場合は使用禁止或いは使用制限の措置を講じる 

 

Ⅲ. 管理運営 

実験動物センターは共同利用施設であるので、管理運営の基本的事項については利用

者の声を充分反映させ、研究室運営委員会（以下研究室運営委員会）で十分に審議、

検討される。具体的な管理運営も研究室運営委員会がこれにあたり、利用は「動物セ

ンター利用の手引」に沿って実施される。 

 

  Ａ）研究室運営委員会 

1. 研究室運営委員会は大橋病院所属の科および研究室より選出された管理運

営委員 7 名および実験動物管理者、委託洗浄員 1名の計 9名で構成され、実

験動物センターの管理運営を行う。 

2. 研究室運営委員会では補充しきれない部門の専門家で、管理運営上の問題点

を解決するため、アドバイザーを１名委員のメンバーに加えることができる。 

 

Ｂ）動物センター利用者の要望と意見の反映 

 利用者は要望ならびに意見を研究室運営委員会に書面で提出することがで

きる。提出された利用者の要望ならびに意見は、研究室運営委員会で十分

審議・検討の上、答申される。また、必要に応じ、利用者全体会議を開き

検討する。 

 

Ⅳ. 施設および設備の利用方法 

Ａ）利用者 

動物実験委員会から承認された「動物実験計画書」に記名されている者（実

験従事者）とし、「動物実験指針講習会」の受講を必須とする。 
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Ｂ）利用時間 

1.利用時間の制限は設けない。 

2.動物注文やその他種々の問い合わせは、委託洗浄員在室時間内とする。 

委託洗浄員在室時間 

   平日 ９：００～１７：００、土曜日９：００～１４：００  

        3.  委託洗浄員在室時間外利用 

動物センター入口で暗証番号入力の上、入室。動物センター利用者ノートに

年月日、所属、氏名、入退室時間、入室目的を記入する。 

 

3.時間外利用で事故、緊急事態が発生した場合には速やかに防災センター（内線３１１

０）へ連絡する。  

 

Ｃ）動物センターへの問い合わせ 

     管理室（内線２４９７，２４９８） 

 

Ｄ）動物センターの入退室方法 

1. 動物センター入口で暗証番号を入力し、開錠する。 

2. 備付のサンダルに履き替える。 

3. 自動手指洗浄機で手指の洗浄後、アルコール消毒を行う。 

4. 備付の青衣、白衣に着替える。 

5. 飼育室入室の際には再度の手指消毒を行い、マスクを着用。 

6. 退室時は使用した青衣・白衣を使用済みカゴに入れ再度、自動手指洗浄機 

で手指洗浄を行う 

 

Ｅ）動物の取扱方法 

1. 動物センター外へ持ち出した動物の再度の持ち込みは、感染防止及びその他の見地か

ら禁止する。 

2. 他の研究施設からの動物の受け入れは、原則として認めない。但し、実験上やむをえ

ない場合は微生物検査証明書を添付の上、搬入することができる。 

 

Ｆ）飼育及び実験器具の取扱方法 

1. 一般飼育に必要な飼育器具（ケージ、給水瓶、給餌器など）は動物センターにおいて

準備する。 

2. 動物センター外に飼育及び実験器具などを持ち出してはならない。但し、やむを得ず

持ち出す場合は、実験動物管理者の許可を得る。この場合、必ず許可願いを提出する。

実験終了後は借用前の状態に復してすみやかに返却し、その旨届け出る。 
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3. 飼育器具の持ち込みは原則として禁止する。但し、やむを得ず持ち込む場合には動物

センター入口でアルコール消毒を行う。 

4. 動物センター内への実験器具、器材（持ち運びがハンディーにできないもの）の持ち

込みで７日以上留める場合は、研究室運営委員会の許可を得る。 

5. 使用器具を紛失・破損した場合は直ちに届出、利用者の負担をもって、使用前に復す

る。 

 

Ｇ）実験室・備品使用申込方法 

1. 動物センターの実験室・備品などを使用するときは、原則として使用前 5日前までに

申し込むこと。 

2. 動物実験に際して実験補助などは実験担当者が行い、委託洗浄員に負担させてはなら

ない。 

Ⅴ. 動物の購入方法 

 

Ａ）動物センターの受け入れ可能な動物 

原則としてマウス、ラット、ハムスター、モルモット、ウサギとする。ただし入手元の

微生物検査証明書を添付できるものに限り、遺伝子改変動物については併せて情報提供

書の提出を必須とする。これら以外の動物の搬入については収容設備、感染などを考慮

し研究室運営委員会で検討する。 

 

Ｂ）動物購入から使用まで 

1. 実験動物の購入については研究室運営委員会が受注するが、実務は委託洗浄員がこれ

にあたる。これを経由しない発注・搬入は認めない。 

2. 実験動物購入届に動物実験委員会承認番号を必ず記入の上、動物センター管理室に希

望搬入日の１０日前までに提出する。 

 

記入時の注意 

1.動物名欄に必要な場合は妊娠、指定業者等を記入する。 

2.動物数・系統によっては、１０日前の提出では搬入希望日にそえない場合もあ 

るので必要日数を踏まえて動物購入届を提出することが望ましい。 

3.動物センターは実験動物購入届に基づき動物搬入業者に発注する。 

4.動物搬入日は原則として火・木曜日である。 

5.動物搬入時間は委託洗浄員在室時間に限り、他の時間帯の動物搬入は認められ 

ない。 

6.やむをえない場合は実験動物管理者の許可を得、実験者が動物センターを経由 

   することなく動物を購入できるが、搬入日時を必ず事前に通知することとする。 
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Ｃ）動物購入費及び飼料・床敷代などの徴収方法 

1. 動物購入費は、当該各教室および研究室に請求される。 

2. 動物センターは各教室および研究室の飼育数に応じてその飼料・床敷代を医学部会計

課を通じて請求する。 

◎ 飼料・床敷代 算定方法 

       飼料・床敷代 ＊ 各教室・研究室の飼育割合 (%) 

 

Ⅵ.実験室の使用方法 

Ａ）目的と構成 

1. 実験室は動物を対象とした手術・実験を行うための施設である。 

2. 実験室は各教室・研究室が公平に使用する。 

3. 実験室は実験室１、実験室２から成る  

4. 実験室２には中動物手術台が 2台あり、無影灯も設置されている。 

Ｂ）申し込みから使用まで 

1. 実験室使用希望者は使用 5日前までに動物センターに連絡する。 

2. 手術衣、白衣などは動物センターより貸し出しされる。使用後は所定の洗濯カゴに返

却する。動物センターはこれらを一括して洗濯あるいは廃棄する。 

Ｃ）．使用上の注意 

  共同施設であることを認識して清潔に使用し、実験終了後の後片付けには特に留意す

る。病院における手術室システムとは異なり、動物実験の基本に則り、全て実験者が準

備、後片付けをすることを基本とする。 

1. 器具、器材、薬品、ガーゼ類などは各自が準備する。 

2. 色素類など落ちにくい薬剤を使用する場合は、ビニールシートを敷き使用する。 

3. 使用済メス、針、ガラス製品などを廃棄する場合は定められた容器に入れる。 

4. 実験終了後、関連器具は速やかに搬出する。 

5. 薬品棚は使用後必ず施錠し、鍵は管理室の所定の位置に戻す。 

6. ネズミ返しは常時設置とする。 

7. 実験室の扉は開放厳禁とする。 

 

VII. 実験動物の安楽死処分と死体処理方法 

Ａ） 安楽死処分 

実験者は実験途中あるいは終了後に動物を殺処分する場合は、これを自ら行わなけれ

ばならず、動物センター委託洗浄員への依頼は禁止する。 

Ｂ）．動物の死体処理方法 

1. 死体はビニール袋に入れ、死体保管用フリーザーに入れる。 

2. 保管用フリーザーへ投入後、備付のノートに年月日、動物種、数、氏名を必ず記入す
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る。 

3. 飼育中の動物が死亡した場合は、動物センターより実験者に連絡する。実験者は、直

ちにその動物を処理しなければならない。やむをえず実験者が直ちに処理できない場

合は委託洗浄員がこれを処理する。 

 

VIII. 申請実験期間外動物の取扱い 

1. 動物実験承認通知書に記載された実験実施期間を 1週間以上過ぎた場合には、委託洗

浄員は実験者に連絡の上、実験動物管理者と協議し必要な措置をとる。 

2. 不在実験者名義の動物あるいは長期間放置されている動物については実験 

動物管理者の許可のもとに関係者に連絡の上、適切な処置を行う。 

3. 実験者は、実験期間を延長する場合は、できるだけ早い時期に実験動物管理者と動物

センター委託洗浄員に連絡する。 

 

 

                 図１ 先端医科学研究センター(総合研究部)大橋動物実験セン



11．放射性同位元素使用施設放射線障害予防規程 

 

第１章 総則 

（目的） 

第１条 この規程は、「放射性同位元素等による放射線障害の防止に関する法律」（以下「法」

という。）に基づき先端医科学研究センター(総合研究部)における放射性同位元素及び放射

性同位元素によって汚染されたもの（以下「放射性同位元素」という。）の取扱い及び管理

に関する事項を定め、放射線障害の発生を防止し、あわせて公共の安全を確保することを目

的とする。 

 

（適用範囲） 

第２条 本規程は、先端医科学研究センター(総合研究部)の放射線施設に立ち入るすべて

の者に適用する。 

 

 （用語の定義） 

第３条 本規程において用いる用語の定義は次のとおりとする。 

（１）「放射線作業」とは、放射性同位元素等の使用、保管、運搬、廃棄の作業をいう。 

（２）「業務従事者」とは、放射性同位元素等の取扱い、管理又はこれに付随する業務に

従事するため、管理区域に立ち入る者で、医学部長が放射線業務従事者に指定した者をい

う。 

（３）「放射線施設」とは、使用施設、貯蔵施設、及び廃棄施設をいう。 

 

（他の規程との関連） 

第４条 放射性同位元素等の取扱いに関わる保安については、本規程に定めるもののほか、

次の各号に掲げる規則その他、保安に関する規程の定めによる。 

（１）東邦大学電気工作物保安規程 

（２）東邦大学医学部消防計画 

 

（細則等の制定） 

第５条 医学部長は、法及び本規程に定める事項の実施について、次の各号に掲げる事項の

運用基準等を定めるものとする。 

（１）先端医科学研究センター(総合研究部)放射性同位元素中央研究室放射性同位元素 

取扱細則 
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（２）放射性有機廃液焼却処理要領 

（３）液体シンチレーターの使用基準 

（４）東邦大学医学部作業環境測定要領 

（遵守等の義務） 

第６条 業務従事者及び管理区域に一時的に立ち入る者は、放射線取扱主任者が放射線障

害のために行う指示を遵守し、その指示に従わねばならない。 

２ 医学部長は、放射線取扱主任者が法及び本規程に基づき行う意見具申を尊重しなけ

ればならない。 

３ 医学部長は、第１２条に定める医学部放射性同位元素等安全管理委員会が本規程に

基づき行う答申又は意見具申を尊重しなければならない。 

 

 

第２章 組織及び職務 

（組織） 

第７条 先端医科学研究センター(総合研究部)における放射性同位元素等の取扱いに従事

する者並びに安全管理に従事する者に関する組織は、別図１のとおりとする。 

 

（放射線取扱主任者等） 

第８条 医学部長は、放射線障害発生の防止について総括的な監督をおこなわせるため、法

に規程する第１種放射線取扱主任者免状を有する者の中から放射取扱線主任者（以下

「主任者」という。）を選任しなければならない。 

２ 医学部長は、主任者が旅行、疾病その他の事故によりその職務を行うことができない

場合は、その期間中その職務を代行させるため、法に規程する第１種放射線取扱主任者

免状を有する者の中から主任者の代理者（以下「代理者」という。）を選任しなければ

ならない。 

 

 （放射線取扱主任者の職務） 

第９条 主任者は、先端医科学研究センター(総合研究部)における放射線障害の発生の防

止に関わる監督に関し、次の各号に掲げる職務を行う。 

（１）予防規程の制定及び改廃への参画 

（２）放射線障害防止上重要な計画作成への参画 

（３）法令に基づく申請、届出、報告の審査 

（４）立入検査等の立会い 
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（５）異常及び事故の原因調査への参画 

（６）医学部長に対する意見の具申 

（７）使用状況等及び施設、帳簿、書類等の監査 

（８）関係者への助言、勧告及び指示 

（９）医学部放射性同位元素等安全管理委員会の開催の要求 

（１０）その他放射線障害防止に関する必要事項 

（放射線取扱主任者の定期講習） 

第１０条 医学部長は、放射線取扱主任者の資質の向上を図るため、選任後１年以内（選任

前１年以内に受講していたものは、その受講後３年以内）、その後は３年以内ごとに、

法３６条の２の規定に基づく定期講習を、放射線取扱主任者に受講させなければな

らない。 

 

（代理者の職務） 

第１１条 代理者は主任者が、旅行、疾病その他の事故により不在となる期間中その職務を

代行しなければならない。 

 

（先端医科学研究センター(総合研究部)放射性同位元素等安全管理委員会） 

第１２条 放射線同位元素等の管理、使用及び放射線施設の維持、管理並びに放射線障害防

止等に関する事項を審査するため、先端医科学研究センター(総合研究部)放射性同

位元素等安全管理委員会（以下「安全委員会」という。）を置く。 

２ 委員長は、原則として施設の管理責任者をもってあてる。 

３ 委員は、管理責任者、総合研究部長、主任者、医学部長が必要と認めた東邦大学医学

部専任教職員および事務部の各若干名をもってあてる。 

４ 委員長は、安全委員会を召集し会議を主催する。 

５ 安全委員会は、必要があると認めるときは、業務従事者に対し、必要な協力を求める

ことができる。 

６ 安全委員会は、放射線障害の防止に関し重要な事項について文書をもって医学部長

に報告する。 

 

（施設運営委員会） 

第１３条 施設運営委員会（以下「運営委員会」という。）は、施設の管理責任者、主任者、

放射線管理運営担当者及び放射線取扱教室代表で構成し、放射性同位元素の使用及び

施設の運用に関する実務的事項を協議する。施設の管理責任者は、協議した結果を安全
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委員会に報告する。 

 

（放射線取扱教室責任者） 

第１４条 先端医科学研究センター(総合研究部)の放射線施設を利用する講座・研究室及

び部門ごとに放射線取扱教室責任者（以下「教室責任者」という。）を置く。 

２ 教室責任者は、講座・研究室及び部門の責任者をもってあてる。 

３ 教室責任者は、先端医科学研究センター(総合研究部)の放射線施設を利用して行わ

れる、所属する講座・研究室及び部門ごとの放射線業務及び業務従事者の行為に対して

全責任を負うものとする。 

（放射線取扱教室代表） 

第１５条 先端医科学研究センター(総合研究部)の放射線施設を利用する講座・研究室及

び部門ごとに放射線取扱教室代表（以下「教室代表」という。）を置く。 

２ 教室責任者は、所属する講座・研究室及び部門の業務従事者の中から教室代表を任命

する。 

３ 教室代表は、放射性同位元素等の使用及び施設の利用に関し、施設の管理責任者、主

任者と講座・研究室、部門構成員の間の連絡等を担当し、施設の管理責任者の召集す

る運営委員会の委員となる。 

 

（業務従事者） 

第１６条 先端医科学研究センター(総合研究部)の放射線施設において放射性同位元素等

の取扱等業務に従事する者は、業務従事者として登録しなければならない。 

２ 業務従事者は、所属する講座・研究室及び部門の教室責任者の申請に基づき、主任者

の同意のもとに医学部長が承認したうえで登録する。 

３ 医学部長は、前項の承認を行うにあたり、業務従事者として申請した者に対し第３８

条に定める教育及び訓練並びに第３９条に定める健康診断を放射線管理運営担当者

に実施させ、その結果を照査しなければならない。 

 

（施設の管理責任者） 

第１７条 先端医科学研究センター(総合研究部)の放射線施設に管理責任者を置く。 

２ 総合研究部内の施設に対しては、総合研究部長が管理責任者を任命する。 

３ 管理責任者は放射線施設の維持及び管理を総括する。 

 

（放射線管理運営担当者） 
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第１８条 放射線管理業務を行うため、放射線管理室に放射線管理運営担当者（以下「管理

運営担当者」という。）を置く。 

２ 管理責任者は、管理運営担当者を任命する。 

３ 管理運営担当者は、次の業務を行う。 

（１）管理区域に立ち入る者の入退出、放射線被曝及び放射線汚染の管理 

（２）放射線施設、管理区域に関わる放射線の量及び表面汚染密度の測定 

（３）放射線測定機器の保守管理 

（４）放射性同位元素の受入、払出、使用、保管、運搬及び廃棄に関する管理 

（５）放射線作業の安全に関わる技術的事項に関する業務 

（６）業務従事者等に対する教育及び訓練計画の立案及びその実施 

（７）業務従事者等に対する健康診断計画の立案及びその実施 

（８）放射性廃棄物の保管及びそれらの処理に関する業務 

（９）上記（１）〜（８）に関する記帳・記録の管理及び保管 

（１０）関係法令に基づく申請、届出等の事務手続き、その他関係省庁との連絡等、事務

的事項に関する業務 

 

（産業医） 

第１９条 産業医は、第３９条に規程する健康診断を実施する。 

 

第３章 管理区域 

（管理区域） 

第２０条 医学部長は、放射線障害の防止のため、放射線障害のおそれのある場所を管理区

域として指定する。 

２ 前項で指定する管理区域は、別に定める放射性同位元素取扱細則による。 

３ 管理責任者は、次に定める者以外の者を担当する管理区域に立ち入らせてはならな

い。 

（１）業務従事者として第１６条に基づき登録された者 

（２）見学者等で、一時立入者として管理責任者が認めた者 

 

（管理区域に関する遵守事項） 

第２１条 管理区域に立ち入る者は、次の各号に揚げる事項を遵守しなければならない。 

（１）定められた出入口から出入りすること。 

（２）管理区域内に立ち入るときは、所定の用紙に必要事項を記入すること。 
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（３）個人被曝線量計を指定された位置に着用すること。 

（４）管理区域内において飲食、喫煙を行わないこと。 

（５）業務従事者等は、主任者が放射線障害を防止するために行う指示、その他、施設の

保安を確保するための指示に従うこと。 

（６）一時立入者は、主任者及び業務従事者が放射線障害を防止するために行う指示、そ

の他、施設の保安を確保するための指示に従うこと。 

（７）専用の作業衣、作業靴、その他、必要な保護具等を着用し、かつ、これらのものを

着用して、みだりに管理区域の外へ出ないこと。 

（８）放射性同位元素を体内摂取したとき又はそﾌおそれがあるときは、直ちに管理運営

担当者に連絡し、その指示に従うこと。 

（９）退出するときは身体、衣服等の汚染検査を行い、汚染が検出された場合は、管理運

営担当者に連絡するとともに、直ちに除染のための処置をとること。汚染除去が困

難な場合は、主任者に連絡し、その指示に従うこと。 

２ 管理責任者は、管理区域の入口の目のつきやすい場所に、取扱いに関する注意事項を

掲載し、管理区域に立ち入る者に遵守させなければならない。 

第４章 維持及び管理 

（巡視、点検） 

第２２条 管理運営担当者は、別表１に掲げる事項について、定期的に放射線施設の巡視、

点検を行わなければならない。だたし、施設等の使用が長期間にわたり停止される場

合においては、その施設等の状況に応じてその間の巡視、点検を省略することができ

る。 

２ 管理運営担当者は、前項の巡視、点検の結果、異常を認めたときは、修理等必要な処

置を講じるとともに、管理責任者及び主任者に通報しなければならない。 

３ 管理責任者は、第１〜２項の行為に対して、全責任を負わなければならない。 

 

（自主点検） 

第２３条 管理運営担当者は、別表２に掲げる項目について、東邦大学医学部総合研究部放

射性同位元素中央研究室、放射性同位元素取扱細則に定めるところにより、毎年２回、

使用施設等にかかわる自主点検を行わなければならない。 

２ 管理運営担当者は、前項の自主点検の結果、異常を認めたときは、その状況及び原因

を調査し、修理等必要な処置を講じるとともに管理責任者及び主任者に通報しなけれ

ばならない。 

３ 管理運営担当者は、前項の調査の結果、その異常が使用施設等にかかわる保安に重大
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な影響があると認めるときは、医学部長に報告しはければならない。 

４ 管理責任者は、第１〜３項の行為に対して、全責任を負わなければならない。 

 

（点検結果の通知等） 

第２４条 管理運営担当者は、自主点検を終えたときは、その結果を管理責任者及び主任者

に通知しなければならない。 

２ 管理責任者は、前項の自主点検の結果を、医学部長に報告しなければならない。 

 

（修理、改造） 

第２５条 管理運営担当者は、所管する設備、機器等について、修理、改造、除染等を行け

ればならない。ただし、保安上、特に影響が軽微と認められるものについては、この

限りではない。 

２ 医学部長は、前項の承認を行おうとするときにおいて、必要があると認めるときは、

その安全性、安全対策等につき、安全委員会に諮問するものとする。 

３ 管理運営担当者は、第１項の修理、改造、除染等を終えたときは、その結果につい 

て、主任者及び管理責任者を経由して、医学部長に報告しなければならない。 

４ 管理責任者は、第１項及び第３項の行為に対して、全責任を負わなければならない。 

 

（地震後の処置） 

第２６条 管理運営担当者は、使用施設等の保安に重大な影響を及ぼすおそれのある地震

が発生したときは、すみやかに所管する使用施設等を点検し、当該施設の保安に影響

がないことを確認しなければならない。 

２ 管理運営担当者は、前項の点検の結果、異常を認めたときは、修理等必要な処置を講

じるとともに、管理責任者及び主任者に通報しなければならない。 

３ 管理責任者は、第１〜２項の行為に対して、全責任を負わなければならない。 

 

 

第５章 使用 

 

（密封されていない放射性同位元素の使用） 

第２７条 密封されていない放射性同位元素（以下「非密封放射性同位元素」という。）を

使用する者は、管理責任者の管理のもとに、次の各号に揚げる事項を遵守しなければ

ならない。 
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（１）非密封放射性同位元素の使用は、別に定める放射性同位元素取扱細則ﾉ従って、作

業室において行い、許可使用数量を超えないこと。 

（２）排気設備が正常に動作していることを確認すること。 

（３）吸収材、受け皿の使用等、汚染の防止に必要な処置を講ずること。 

（４）遮蔽壁、その他の遮蔽物により、適切な遮蔽を行うこと。 

（５）遠隔操作装置、かん子等により、線源との間に十分な距離を取ること。 

（６）放射線に被曝する時間を、出来るだけ少なくすること。 

（７）作業室においては、作業衣、保護具等を着用して作業すること。また、これらを着

用しみだりに管理区域から退出しないこと。 

（８）作業室から退出するときは、人体及び作業衣、履き物、保護具等、人体に着用して

いる物の汚染を検査し、汚染があった場合は除去すること。 

（９）表面の放射性同位元素の密度が表面密度限度を超えているものは、みだりに作業室

から持ち出さないこと。 

（１０）表面の放射性同位元素の密度が表面密度限度の１／１０を超えているものは、み

だりに管理区域から持ち出さないこと。 

（１１）非密封放射性同位元素の使用中にその場を離れる場合は、容器及び使用場所に所

定の標識を付け、必要に応じて、人が近づかないような処置を行い、注意事項を明

示する等、事故発生の防止処置を講ずること。 

２ 非密封放射性同位元素の使用にあたっては、あらかじめ、使用に関わる実験計画書を

作成し、施設の管理責任者、主任者及び医学部長の承認を受けなければならない。 

 

（密封された放射性同位元素の使用） 

第２８条 密封された放射性同位元素（以下「密封放射性同位元素」という。）を使用する

者は、管理責任者の管理のもとに次の各号に掲げる事項を遵守しなければならない。 

（１）使用に際して、放射線測定機器により密封状態が正常であることを確認すること。 

（２）遮蔽壁、その他の遮蔽物により、適切な遮蔽を行うこと。 

（３）遠隔操作装置、かん子等により、線源との間に十分な距離を設けること。 

（４）放射線に被曝する時間を、出来るだけ少なくすること。 

（５）密封放射性同位元素の使用中にその場を離れる場合は、容器及び使用場所に所定の

標識を付け、必要に応じて、人が近づかないような処置を行い、注意事項を明示す

る等、事故発生の防止処置を講ずること。 

（６）線源を移動して使用する場合は、使用後、直ちに、その線源の紛失、漏洩等、異常

の有無を放射線測定機器等により点検し、異常が判明した場合は、探査、その他の
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放射線障害を防止するために必要な処置を講ずること。 

  ２ 密封放射性同位元素の使用にあたっては、あらかじめ、使用に関わる使用計画書を

作成し施設の管理責任者、主任者及び医学部長の承認を受けなければならない。 

 

第６章 保管、運搬及び廃棄 

（保管） 

第２９条 放射性同位元素は、所定の容器に入れ、所定の貯蔵室に貯蔵すること。 

２ 貯蔵室には、その貯蔵能力を超えて放射性同位元素を貯蔵しないこと。 

３ 貯蔵室に放射性同位元素を保管している場合は、これがみだりに持ち運ばれない

ような処置を講じなければならない。 

４ 非密封放射性同位元素を貯蔵室内の冷蔵又は冷凍庫に保管する場合は、器の転倒・

破損等を考慮し、吸収剤、受け皿を使用する等、貯蔵室内の冷蔵又は冷凍庫に汚染

が拡大しないような処置を講ずること。 

５ 貯蔵施設の目のつきやすい場所に放射線障害の防止に必要な注意事項を掲示する

こと。 

 

（管理区域における運搬） 

第３０条 管理区域において、放射性同位元素等を運搬しようとするときは、危険物との混

載禁止、転倒、転落等の防止、汚染の拡大の防止、被曝の防止、その他の保安上必要

な処置を講じなければならない。 

（先端医科学研究センター(総合研究部)における運搬） 

第３１条 先端医科学研究センター(総合研究部)において、放射性同位元素を運搬しよう

とするときは、前条に規定する処置に加えて、次の各号に掲げる処置を講じるととも

に、あらかじめ、施設の管理責任者の承認を受けて行わなければならない。 

（１）放射性同位元素等を収納した輸送容器は、運搬中に予想される温度及び内圧の変化、

振動等により亀裂、破損等が生じるおそれのないよう処置すること。 

（２）表面汚染密度については、搬出物の表面の放射性同位元素の密度が表面密度限度の

１／１０を越えないようにすること。 

（３）線量率については、搬出物の表面において、２ミリシーベルト毎時を越えず、かつ、

搬出物の表面から１メートル離れた位置において、１００マイクロシーベルト毎

時を越えないように処置すること。 

（４）運搬経路を限定し、見張人の配置、標識等の方法により、関係者以外の者の接近及

び運搬車両以外の通行を制限すること。 
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（５）車両で運搬する場合は、運搬車両の速度を制限し、必要な場合には、伴走車を配置

すること。 

（６）監督者を同行させ、保安のために必要な監督を行わせること。 

（７）車両及び輸送容器表面に、所定の標識を付けること。 

（８）その他の関係法令に基づき実施すること。 

 

（先端医科学研究センター(総合研究部)以外における運搬） 

第３２条 先端医科学研究センター(総合研究部)において、放射性同位元素等を運搬しよ

うとするときは、主任者及び医学部長の承認を受けるとともに、関係法令に定める

基準に適合する処置を講じなければならない。 

 

（廃棄） 

第３３条 非密封放射性同位元素等の廃棄は、次の各号に従って、行わなければならない。 

（１）固体状の放射性廃棄物は、不燃性、難燃性、可燃性及び非圧縮性不燃物に区分し、

それぞれ、専用の廃棄物容器に封入し、保管廃棄室に保管廃棄すること。 

（２）液体状の放射性廃棄物は、所定の放射能レベルに分類し、保管廃棄又は排水設備に

より、排水口おける排水中の放射性同位元素の濃度を濃度限度以下として、排水す

ること。 

（３）気体状の放射性廃棄物は、排気設備により、排気口における排気中の放射性同位元

素の濃度を濃度限度以下として、排気すること。 

２、放射性有機廃液を焼却炉により焼却する場合は、次の各号に従って、行わなければな

らない。 

（１）焼却処理は、3Ｈ、14Ｃ、32Ｐ、35Ｓ、45Ｃａのみ含んだ有機廃液に限ること。 

（２）放射性有機廃液の上限濃度の目標値を、次の値とすること。 

      3Ｈ：３７Bq／cm3    14Ｃ：３７Bq／cm3    32Ｐ：３.７Bq／cm3 

      35Ｓ：３７Bq／cm3    45Ｃａ：３.７Bq／cm3 

（３）焼却炉の運転は、管理責任者の管理のもとに行うこと。 

（４）管理責任者は、焼却炉の安全運転、保守点検、廃棄作業、異常時並びに危険時の処

置に必要な教育訓練を受けた者の中から、運転担当者を選任すること。 

（５）焼却炉の運転は、別に定める放射性有機廃液焼却処理要領に従って行い、異常が発

生した場合は、直ちに、運転を停止し、主任者に報告するとともに、適切な処置を

講じなければならない。 

（６）焼却炉は、別に定める放射性有機廃液焼却処理要領に基づき、定期的に点検すると



 89 

ともに、運転前においても、所定の点検を行い、異常を認めた場合は、適切な処置

を講じなければならない。 

３、密封放射性同位元素の廃棄は、廃棄業者等に引き渡すことによって、行わなけれい。 

 

（保管状況の調査） 

第３４条 管理運営担当者は、毎年１回以上、所管する放射性同位元素の保管量及び保管の

状況の調査を行い、核種毎の保管量及び保管の状況の取りまとめ、その結果を管理責任

者及び主任者に通知しなければならない。 

２ 管理責任者は、前項の通知を受けたときは、医学部長に報告しなければならない。 

３ 管理責任者は、第１項の行為に対して、全責任を負わなければならない。 

 

 

第７章 測定 

（放射線測定機器等の保守） 

第３５条 管理責任者は、安全管理にかかる放射線測定機器について、常に正常な機能を維

持するように、保守しなければならない。 

 

（場所の測定） 

第３６条 管理責任者は、放射線障害のおそれのある場所について、放射線の量及び放射性

同位元素による汚染の状況の測定を行い、その結果を評価し、記録しなければなら

ない。 

２ 放射線の量の測定は、原則として、１センチメートル線量当量又は１センチメートル

線量当量について、放射線測定機器を利用して、行わなければならない。 

 

 

（非密封放射性同位元素取扱施設） 

３ 非密封放射性同位元素取扱施設の測定は、次の各号に従い、行わなければならない。 

（１）放射線の量の測定は、使用施設、貯蔵施設、廃棄施設、管理区域境界及び東邦大学

医学部の境界について、別に定める作業環境測定要領に従い、行うこと。 

（２）放射性同位元素による汚染の状況の測定は、作業室、廃棄作業室、汚染検査室、廃

棄設備の排気口、排水設備の排水口及び管理区域境界について、別に定める作業環

境測定要領に従い、行うこと。 

（３）実施期間は、取扱開始前に１回、取扱開始後にあっては、１月を越えない期間ごと
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に１回行うこと。 

（密封放射性同位元素取扱施設） 

４ 密封放射性同位元素取扱施設の測定は、次の各号に従い、行わなければならない。 

（１）放射線の量の測定は、使用施設、貯蔵設備、管理区域境界及び先端医科学研究セン

ター(総合研究部)の境界について、別に定める作業環境測定要領に従い、行うこと。 

（２）実施期間は、取扱開始前に１回、取扱開始後にあっては、１月を越えない期間ごと

に１回行うこと。 

５ 次の項目について、測定結果を記録し、保存しなければならない。 

（１）測定日時 

（２）測定箇所 

（３）測定した者の氏名 

（４）放射線測定器の種類及び形式 

（５）測定方法 

（６）測定結果 

６ 前項の測定結果は、管理責任者が５年間保存する。 

 

（個人被曝線量の測定） 

第３７条 管理責任者は、管理区域に立ち入る者に対して、適切な放射線測定器を着用さ

せ、次の各号に従い、個人被曝線量を測定しなければならない。ただし、測定が困

難な場合は、計算によって、これらの値を算出することとする。 

（１）放射線の量の測定は、外部被曝による実効線量及び等価線量について、行うこと。 

（２）測定は、胸部（女子にあっては、腹部）について、１センチメートル線量当量及び

７０マイクロメートル線量当量について行うこと。 

（３）前号のほか、頭部及びけい部から成る部分、胸部及び上腕部から成る部分並びに腹

部及び大腿部から成る部分のうち、外部被曝が最大となるおそれのある部分が胸

部及び上腕部から成る部分以外の部分である場合は、当該部位についても、行うこ

と。 

（４）人体部位のうち、外部被曝が最大となるおそれのある部位が、頭部、けい部、胸部、

上腕部、腹部及び大腿部以外である場合は、第２号及び第３号のほか、当該部位に

ついても行うこと。 

（５）放射性同位元素を誤って摂取した場合又はそのおそれのある場合は、内部被曝につ

いても、測定を行うこと。 

（６）測定は、管理区域に立ち入る者について、管理区域に立ち入っている間、継続して
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行うこと。ただし、一時立入者として、管理責任者が認めた者については、外部被

曝の実効線量が１００マイクロシーベルトを越えるおそれのあるときに行うこと

とする。 

（７）次の項目について、測定の結果を記録すること。 

ア、測定対象者の氏名 

イ、測定をした者の氏名 

ウ、放射線測定器の種類及び形式 

エ、測定方法 

  オ、測定部位及び測定結果 

（８）前号の測定結果については、４月１日、７月１日、１０月１日及び１月１日を始期

とする３月間、４月１日を始期とする１年間並びに女子にあっては毎月１日を始

期とする１月間について、当該期間毎に集計し、記録すること。 

（９）第７号の測定結果から、実効線量及び等価線量を算定し、次の項目について記録す

ること。 

ア、算定年月日 

イ、対象者の氏名 

ウ、算定した者の氏名 

エ、算定対象期間 

オ、実効線量 

カ、等価線量及び組織名 

（１０）前号の算定は４月１日、７月１日、１０月１日及び１月１日を始期とする各３

月間、４月１日を始期とする１年間並びに女子にあっては毎月１日を始期とする

１月間毎に行い、記録すること。 

（１１）前号による実効線量の算定の結果、４月１日を始期とする１年間についての実

効線量の結果が２０ミリシーベルトを越えた場合は、当該１年間以降は、当該１年

間を含む文部科学大臣が定める期間の累積実効線量（前号により４月１日を始期

とする１年ごとに算定された実効線量の合計をいう。）を当該期間について、毎年

度集計し、集計のつど次の項目について記録すること。 

ア、集計年月日 

イ、対象者の氏名 

ウ、集計した者の氏名 

エ、集計対象期間 

オ、累積実効線量 
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（１２）第７号から第１１号の記録は、管理責任者が永久に保存するとともに、記録の

つど、対象者に対し、その写しを交付すること。 

２ 管理責任者は、前項の測定結果に基づき、使用施設等における１年間の業務従事者数

及び個人実効線量分布を作成し、医学部長及び主任者に報告しなければならない。 

 

第８章 教育及び訓練 

（教育及び訓練） 

第３８条 管理責任者は、管理区域に立ち入る者及び放射性同位元素等の取扱等業務に従

事する者に対し、本規程の周知等を図るほか、放射線障害の発生を防止するために

必要な教育訓練を、実施しなければならない。 

２ 前項の規程による教育及び訓練は、次の各号の定めるところによる。 

（１）実施期間は、次のとおりとする。 

ア、業務従事者として登録する前 

イ、初めて管理区域に立ち入る前及び取扱業務に従事する前 

ウ、管理区域に立ち入った後及び取扱等業務の開始後にあっては、１年を越えない期間ご

と 

  （２）前号ア並びにイについては、次に掲げる項目及び時間数を、ウについては、次に

あげる項目について実施すること。 

ア、放射線の人体に与える影響   ３０分間以上 

イ、放射性同位元素の安全取扱    ４時間以上 

ウ、放射線障害防止に関する法令   １時間以上 

エ、放射線障害予防規程      ３０分間以上 

オ、その他放射線障害防止に関して必要な事項 

３ 前項の規程にかかわらず、前項第２号に掲げる実施項目に関して、十分な知識及び技

能を有していると認められる者に対しては、教育及び訓練の一部を省略することが

できる。 

４ 管理責任者は、管理区域に一時的に立ち入る者を、一時立入者として承認する場合は、

当該立入者に対して、放射線障害の発生を防止するために必要な注意事項を熟知さ

せなければならない。 

５ 管理責任者は、教育及び訓練を実施したときは、その都度実施結果を記帳するととも

に、医学部長及び主任者に報告しなければならない。 
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第９章  健康診断 

（健康診断） 

第３９条 管理責任者は、業務従事者に対して、次の各号に定めるところにより、健康診 

断を実施しなければならない。 

（１）実施時期は、次のとおりとする。 

ア、業務従事者として登録する前又は初めて管理区域に立ち入る前 

イ、管理区域に立ち入った後にあっては、１年を越えない期間ごと。 

（２）健康診断は、問診及び検査又は検診とする。 

（３）問診は、放射線の被曝歴及びその状況について行うこと。 

（４）検査又は検診は、次の部位及び項目について行うこと。ただし、アからウ（初めて

管理区域に立ち入る前の健康診断にあっては、ア及びイの部位又は項目を除く）に

ついては、医師が必要と認める場合に、行うこととする。 

ア、末梢血液中の血色素量又はヘマトクリット値、赤血球数、白血球数及び白血球百分   

  率 

イ、皮膚 

ウ、眼 

２ 管理責任者は、前各号の規程にかかわらず、業務従事者が次の各号に該当する場合に

は、遅滞なく、その者につき、健康診断を行わなければならない。 

（１）放射性同位元素を誤って摂取した場合。 

（２）放射性同位元素により、表面密度限度を越えて皮膚が汚染され、その汚染を容易に

除去することができない場合。 

（３）放射性同位元素により、皮膚の創傷面が汚染され、又は汚染されたおそれのある場

合。 

（４）実効線量限度又は等価線量限度を越えて放射線に被曝し、又は被曝したおそれのあ

る場合。 

３ 管理責任者は、次の各号に従い、健康診断の結果を記録しなければならない。 

（１）実施年月日 

（２）対象者の氏名 

（３）健康診断を実施した医師名 

（４）健康診断の結果 

（５）健康診断の結果に基づいて講じた処置 

４ 健康診断の結果は、管理責任者が永久に保存するとともに、実施のつど、記録の写し

を対象者に交付しなければならない。 
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（放射線障害を受けた者等に対する処置） 

第４０条 管理責任者は、業務従事者が放射線障害を受け又は受けたおそれのある場合に

は、主任者及び産業医と協議し、その程度に応じ、管理区域への立ち入り時間の短

縮、立ち入り禁止、配置転換等、健康の保持等に必要な処置を、医学部長に具申し

なければならない。 

２ 医学部長は、前項の具申があった場合には、適切な処置を講じなければならない。 

 

第１０章 記帳及び保存 

 （記録） 

第４１条 管理責任者は、受入れ、払出し、使用、保管、運搬、廃棄並びに教育及び訓練に

関わる記録を行う帳簿を備え、記帳させなければならない。 

２ 前項の記帳に記録すべき項目は、次の各号のとおりとする。 

（１）受入れ 

ア、放射性同位元素の種類及び数量 

イ、放射性同位元素を受入れた年月日及びその相手方の氏名または名称 

ウ、放射性同位元素の受入れに従事する者の所属並びに氏名 

（２）払出し 

ア、放射性同位元素の種類及び数量 

イ、放射性同位元素を払出した年月日及びその相手方の氏名または名称 

ウ、放射性同位元素の払出しに従事する者の所属並びに氏名 

（３）使用 

ア、放射性同位元素の種類及び数量 

イ、放射性同位元素の使用の年月日、目的、方法及び場所 

ウ、放射性同位元素の使用に従事する者の所属並びに氏名 

（４）保管 

ア、放射性同位元素の種類及び数量 

イ、放射性同位元素の保管の期間、方法及び場所 

ウ、放射性同位元素の保管に従事する者の所属並びに氏名 

（５）運搬 

ア、先端医科学研究センター(総合研究部)における放射性同位元素の運搬の年月日方法 

イ、荷受け人又は、荷送り人の所属並びに氏名 

ウ、運搬に従事する者又は運搬の委託先の氏名若しくは名称 
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（６）廃棄 

ア、放射性同位元素の種類及び数量 

イ、放射性同位元素の廃棄の年月日、方法及び場所 

ウ、放射性同位元素の廃棄に従事する者の所属並びに氏名 

（７）第３８条の教育及び訓練 

ア、教育及び訓練の実施年月日 

イ、教育及び訓練を受けた者の氏名 

（８）第２３条の自主点検 

ア、点検の実施年月日 

イ、点検を行った者の氏名 

ウ、点検の結果及びこれに伴う処置 

３ 前項に定める記帳は、毎年３月３１日又は事業所の廃止等を行う場合は廃止日等に閉

鎖し、管理責任者が５年間保存しなければならない 

 

 

第１１章 危険時の処置 

（危険時の処置） 

第４２条 放射性同位元素等に関し、地震、火災、運搬中の事故等の災害が起こったことに

より、放射線障害が発生した場合又はそのおそれのある場合、その発見者は、別に定

める放射性同位元素取扱細則に従い、直ちに、災害の拡大防止、通報及び避難警告等、

応急の処置を講じなければならない。 

２ 医学部長は、前項の事態が生じた場合は、直ちに、関係機関に通報するとともに、遅

滞なく、文部科学大臣又は国土交通大臣に、届出なければならない。 

（地震等災害時における措置） 

第４３条 地震、火災が起こった場合には、別図２に定める災害時の連絡通報体制に従い管

理運営担当者は別表３に定める項目について、すみやかに点検を行い、その結果を、

主任者を経由して医学部長に報告しなければならない。 

 

 

第１２章 報告 

（定期報告） 

第４４条 医学部長は、第２３条第３項、第３４条第２項及び第３７条第１２号第２項の報

告に基づき、放射線障害の防止に関する法律施行規則第４０条第３項に定める放射
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線管理状況報告書を、毎年４月１日を始期とする１年間について作成し、当該期間の

経過後３月以内に文部科学大臣に報告しなければならない。 

 

（報告） 

第４５条 次の各号に掲げる事態の発生を発見した者は、別に定める放射性同位元素取扱

細則に従い通報しなければならない。 

（１）放射性同位元素等の盗難又は所在不明が発生した場合。 

（２）放射性同位元素が以上に漏洩した場合。 

（３）業務従事者について、実効線量限度又は等価線量限度を超え、又は越えるおそれの

ある被曝が発生した場合。 

（４）前各号のほか、放射線障害が発生し、又は発生するおそれのある場合。 

２ 医学部長は、前項の通報を受けたときは、その旨を、直ちに、その状況及びそれに 

対する処置を、１０日以内に、それぞれ、文部科学大臣に、通報しなければならな 

い。 

 

付 則 

    この規程は、平成元年４月１日から施行する。 

    平成３年６月１１日、一部改正 

    平成４年２月７日、一部改正 

    平成５年１０月１日、一部改正 

    平成８年３月１日、一部改正 

    平成１３年４月１日、一部改正 

    平成１６年１１月２６日、一部改正 

平成１７年１１月１０日、一部改正 

平成１８年３月９日、一部改正 

    平成２２年 ７月 １日、一部改正 

 

 



 97 

     

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

別図２  

 災害時の連絡通報体制 

放射線取扱主任者 

総合研究部部長 

ＲＩ室管理責任者 

発見者 

大森学事部学事支援課長 

法人本部施設部 

大森学事部長 
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別表 1  先端医科学研究センター(総合研究部)放射線施設巡視・点検 

 

設 備 等 点  検  項  目 実 施 者 

管理区域全般 管理区域の区画及び閉鎖設備 

作業環境の状況 

床及び天井等の状況 

標識等の状況 

汚染検査設備及び洗浄設備の状況 

更衣設備の状況 

管理運営担当者 

気体排気設備 作動確認 

排気フィルタの差圧測定 

管理運営担当者 

液体破棄設備 漏洩の有無の目視確認 

水位計等監視設備の確認 

管理運営担当者 

電源設備 作動確認 管理運営担当者 

警報設備 作動確認 管理運営担当者 

フード 風量確認 管理運営担当者 

放射性廃棄物の処 

理等に必要な設備 

作動確認 

目視確認 

管理運営担当者 
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別表 2  先端医科学研究センター(総合研究部)放射線施設の自主点検項目 

区   分 点  検  項  目 実 施 者 

施設の位置等 ① 位置                  ② 地崩れのおそれ 

③ 浸水のおそれ          ④ 周囲の状況 

管理運営担当

者 

主要構造部等 ① 構造及び材料 管理運営担当

者 

遮    蔽 ① 構造及び材料     ② 遮蔽の状況 

③ 実効線量 

管理運営担当

者 

管理区域 ① 区画及び閉鎖状況 

② 床・壁等の構造、表面仕上げ 

③ 実効線量       ④ 標識 

管理運営担当

者 

作業室 ① 床・壁等の構造、表面仕上げ  

② 室内の空気の流れ 

③ フード等              ④ 標識 

管理運営担当

者 

汚染検査室 ① 設置位置等  

② 床・壁等の構造、表面仕上げ 

③ 洗浄設備              ④ 更衣設備 

⑤ 除染器財              ⑥ 放射線測定器 

⑦ 標識 

管理運営担当

者 

貯蔵室・貯蔵容器 ① 設置位置等      ② 構造及び材料 

③ 遮蔽物の状況          ④ 実効線量 

⑤ 放射性同位元素保管量  ⑥ 閉鎖設備 

⑦ 標識 

管理運営担当

者 

排 気 設 備 ① 設置位置等 

② 床・壁等の構造、表面仕上げ 

③ 排気浄化装置          ④ 排風機 

⑤ 排気ダクト、排気口 

⑥ 汚染空気の拡大防止装置 

⑦ 標識 

管理運営担当

者 



 100 

排 水 設 備 ① 設置位置等 

② 床・壁等の構造、表面仕上げ 

③ 排水浄化装置          ④ 排水処理装置 

⑤ 排水管                ⑥ 標識 

管理運営担当

者 

保管廃棄設備 ① 設置位置等            ② 床・壁等の構造 

③ 閉鎖設備              ④ 保管廃棄容器 

⑤ 保管の状況            ⑥ 安全装置 

⑦ 標識 

管理運営担当

者 

焼  却  炉 ① 設置位置等      ② 構造及び材料 

③ 装置の状況      ④ 安全装置 

⑤ 標識 

管理運営担当

者 

 

 

別表 3  先端医科学研究センター(総合研究部)放射線施設の災害時における点検項目 

 

区   分 点  検  項  目 実 施 者 

施設の位置等 ① 位置         ② 地崩れのおそれ 

③ 浸水のおそれ     ④ 周囲の状況 

管理運営担当

者 

主要構造部等 ① 構造及び材料 管理運営担当

者 

遮    蔽 ① 構造及び材料     ② 遮蔽の状況 

③ 実効線量 

管理運営担当

者 

管理区域 ① 区画及び閉鎖状況 

② 床・壁等の構造、表面仕上げ 

③ 実効線量       ④ 標識 

管理運営担当

者 

作業室 ① 床・壁等の構造、表面仕上げ  

② 室内の空気の流れ 

③ フード等       ④ 標識 

管理運営担当

者 

汚染検査室 ① 設置位置等   

② 床・壁等の構造、表面仕上げ 

③ 洗浄設備       ④ 更衣設備 

⑤ 除染器財       ⑥ 放射線測定器 

管理運営担当

者 
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⑦ 標識 

貯蔵室・貯蔵容器 ① 設置位置等      ② 構造及び材料 

③ 遮蔽物の状況     ④ 実効線量 

⑤ 放射性同位元素保管量 ⑥ 閉鎖設備 

⑦ 標識 

管理運営担当

者 

排 気 設 備 ① 設置位置等 

② 床・壁等の構造、表面仕上げ 

③ 排気浄化装置     ④ 排風機 

⑤ 排気ダクト、排気口 

⑥ 汚染空気の拡大防止装置 

⑦ 標識 

管理運営担当

者 

排 水 設 備 ① 設置位置等 

② 床・壁等の構造、表面仕上げ 

③ 排水浄化装置     ④ 排水処理装置 

⑤ 排水管        ⑥ 標識 

管理運営担当

者 

保管廃棄設備 ① 設置位置等      ② 床・壁等の構造 

③ 閉鎖設備       ④ 保管廃棄容器 

⑤ 保管の状況      ⑥ 安全装置 

⑦ 標識 

管理運営担当

者 

焼  却  炉 ① 設置位置等      ② 構造及び材料 

③ 装置の状況      ④ 安全装置 

⑤ 標識 

管理運営担当

者 
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